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1-1 

1. 検討経緯 

 

1.1 ダム検証の流れ 

山口県では、河川法に基づき「錦川水系河川整備基本方針」を平成 20 年 7 月に、「錦川

水系河川整備計画」を平成 21 年 1 月に策定し、治水及び利水対策を目的とした平瀬ダムの

建設を位置づけ、事業を進めてきたところである。 

 

そのような中で、国において、「できるだけダムによらない治水」への政策転換が進め

られ、｢今後の治水対策のあり方に関する有識者会議｣により、平成 22 年 9 月 27 日、ダム

検証に関する「中間とりまとめ」が国土交通大臣に提出された。 

それを受け、平成 22年 9月 28 日付けで｢ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施

要領細目｣に基づき｢ダム事業の検証に係る検討｣を実施するよう国から要請があった。 

 

一方、本県では、平成 21年 7 月の「中国・九州北部豪雨」により県中部及び西部で甚大

な浸水被害が発生し、翌年の平成 22 年 7 月にも県西部を中心とした局地的な集中豪雨によ

り甚大な浸水被害が発生したことから、このような局地的な集中豪雨に対して、どのよう

な治水対策を進めるべきか検討するために、河川、防災、気象、ダム等、各分野の有識者

で組織する「局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会」を設置し、現行の治水計

画の点検を行うこととなった。 

このため、本県では、ダム事業の検証に向け準備を進めていたが、「局地的な集中豪雨

に対応した治水対策検討委員会」の検討結果を踏まえ、ダム事業の検証を進めることとし

た。 

 

「局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会」からの検討結果を受け、その後、

ダム事業の検証を進めるに当たっては、現行の錦川水系河川整備計画策定時に意見を聴取

した「錦川川づくり検討委員会」を再設置し、ダム事業の検証に係る検討案について、学

識経験者、地域住民代表者、河川利用者の代表者、関係地方公共団体の長から意見を聴く

とともに、パブリックコメントを実施し、広く県民の意見を募集し、ダム事業の対応方針

の原案を作成した。 

 

その後、対応方針の原案について、学識経験者で組織される「山口県公共事業評価委員

会」の意見を聴いたうえで、県の対応方針を決定した。 
 

本報告書は、以上の経緯により進めた平瀬ダム事業の検証に係る検討をとりまとめたも

のである。 
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図 1.1.1 平瀬ダムの検証の流れ 
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1.2 ダム検証の概要 

以下に平瀬ダム事業の検証の概要をとりまとめる。 

(1)ダム事業等の点検 

平瀬ダムについては、昭和 63 年から建設事業に着手し、平成 21 年 1 月策定の錦川水系

河川整備計画に位置づけ、事業を進めている。 

既計画では、治水計画は昭和 34 年から平成 11 年までの降雨データを、利水計画は昭和

34 年から平成 15 年までのデータを使用しており、今回の点検において、治水計画は平成

12 年から平成 22 年までの降雨データを追加し、利水計画は平成 17 年から平成 21 年まで

のデータを追加し、点検している。事業費については、河川整備計画(H21.1)に対して、現

在までの進捗に合わせ事業費の精算を行った。工期については、平成 26年度完成として事

業を進めてきたが、現状の県の財政状況を踏まえ設定した。ダムの堆砂計画については、

平成 14 年から平成 21 年までのデータを追加して点検した。 

 

(2)目的別の方策の選定 

治水対策については、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で定め

る治水の方策 26 手法の中から、錦川流域の地形、土地利用状況などを踏まえ、7項目の評

価軸の内、実現性や安全度、コストの観点から 5 方策を選定した。利水対策のうち上水道

取水については、同細目で定める利水の方策 17 手法に既存上水道事業からの受水を加えた

18 手法の中から、錦川流域の特性を踏まえ、実現性、目標、コストの観点から 4 方策を選

定した。利水対策のうち不特定補給については、同細目で定める利水の方策 17 手法の中か

ら、錦川流域の特性を踏まえ、実現性、目標、コストの観点から 3 方策を選定した。 

 

(3)目的別の複数の対策案の立案 

選定した方策を単独又は複数の組み合わせにより、治水・利水対策案を立案した。 

治水対策案では、ダム案を含め 4 案の対策案（平瀬ダム＋河川改修（河道の掘削、引堤、

堤防かさ上げ）案、河道の掘削+捷水路（バイパストンネル）案、引堤+捷水路（バイパス

トンネル）案、堤防のかさ上げ+捷水路（バイパストンネル）案）を立案した。利水(上水

道)対策案では、ダム案を含め 4 案の対策案（平瀬ダム案、菅野ダム掘削案、地下水取水案、

水道事業上水受水案）を立案した。利水(不特定)対策案では、ダム案を含め 3 案の対策案

（平瀬ダム案、菅野ダムかさ上げ案、生見川ダムかさ上げ＋河道外貯留施設案）を立案し

た。 

 

(4)目的別の各対策案の評価軸による評価 

立案した複数の対策案について、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細

目」で定める治水対策案に係る 7 評価軸（①安全度、②コスト、③実現性、④持続性、⑤

柔軟性、⑥地域社会への影響、⑦環境への影響）及び利水対策案に係る 6 評価軸（①目標、

②コスト、③実現性、④持続性、⑤地域社会への影響、⑥環境への影響）により評価を行

った。 
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(5)目的別の総合評価 

各対策案の検討結果を踏まえて、治水及び利水の目的別に総合的な評価を行った。 

治水対策案は必要な安全度が確保でき、コスト、実現性、柔軟性、地域社会への影響の

観点から「平瀬ダム＋河川改修（河道の掘削、引堤、堤防かさ上げ）案」が優位な案とな

った。利水(上水道)対策案は必要な目標が確保でき、コスト、実現性、地域社会への影響

の観点から「平瀬ダム案」が優位な案となった。利水(不特定)対策案は必要な目標が確保

でき、コスト、実現性、地域社会への影響の観点から「平瀬ダム案」が優位な案となった。 

 

(6)検証対象ダムの総合評価 

治水及び利水の目的別に総合評価を行った結果、治水、利水ともに平瀬ダム案が優位な

案となったことから、検証対象ダムの総合評価は、「平瀬ダム＋河川改修の組み合わせ」に

よる整備が優位とした。 

 

(7)関係地方公共団体からなる検討の場 

①局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会 

治水計画の点検については、河川、防災、気象、ダム等、各分野の有識者で組織する「局

地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会」で検証を行った。 

 委員会の開催日程と内容を表 1.2.1、委員会名簿を表 1.2.2 に示す。 

 

表 1.2.1 局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会開催日程と内容 

回 開催日 内容 

第 1回 平成 22 年 8 月 27 日 

・ 局地的集中豪雨の特徴と浸水被害状況 

・ 「河川整備計画」、「ダム管理」についての具体的

検討項目及び検証内容の整理 

現地視察 平成 22 年 10 月 13･14 日 ・錦川等 6河川 

第 3回 平成 22 年 11 月 22 日 ・錦川のダム事業（治水計画）の点検 

第 5回 平成 23 年 2 月 7日 
・6河川（厚狭川、木屋川、錦川、深川川、厚東川、

椹野川）の再整理 

第 7回 平成 23 年 8 月 2日 

・10 河川（厚狭川、木屋川、錦川、深川川、厚東川、

椹野川、粟野川、掛淵川、島田川、阿武川）の取り

まとめ 

 

表 1.2.2 局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会名簿 

部   門 役     職 氏   名 

河  川 山口大学名誉教授 齋藤 隆 

土木・環境 山口大学監事 坂本 紘二 

防   災 山口大学大学院理工学研究科教授 三浦 房紀 

水文・気象災害 京都大学防災研究所 気象・水象災害研究部門教授 中北 英一 

気  象 下関地方気象台長 佐藤 清富 

ダ  ム 山口大学大学院理工学研究科教授 川崎  秀明 
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審議の結果、局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会は「河川整備基本方針に

おける治水計画は妥当であり、また、河川整備計画における目標流量及び整備計画区間に

ついても、妥当である。」とする提言書を平成 23年 8月 23 日に知事へ手交した。 

 

②錦川川づくり検討委員会 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」の検証手順に準じ、学識経

験を有する者、地域住民代表者、河川利用者の代表者、関係地方公共団体の長により構成

した「錦川川づくり検討委員会」においてダム事業の検証の検討案について意見を聴いた。

なお、本委員会は現行の錦川水系河川整備計画策定時に意見を聴いた委員会を再設置した

ものであり、第 4回からの開催となった。 

委員会では、関係者が一堂に会して、それぞれの立場で議論が行われた。 

また、審議の中では、パブリックコメントにより県民から募集した検討案に対する意見

と県の考え方を踏まえた議論も行われた。 

なお、委員会は報道機関や一般の傍聴も可能とし、終了後には会議資料、議事録を県の

ホームページに載せるなど、公開に努めた。 

錦川川づくり検討委員会開催日程と議事内容を表 1.2.3 に、委員会名簿を表 1.2.4 に示

す。 

 

 

表 1.2.3 錦川川づくり検討委員会の開催日程と議事内容 

回 日    程 内    容 

第 4 回 平成 23 年 7 月 29 日（金） 

・委嘱状交付 

・「委員会設置趣意」「委員会設置運営要綱」説明 

・平瀬ダム事業の検証に係る検討について 

パブリック

コメント 

平成 23 年 8 月 3 日（水） 

～9 月 2 日（金） 
・平瀬ダムの検証に係る検討案に対する意見募集 

第 5 回 平成 23 年 9 月 14 日（水） 

・第 4 回委員会での意見と回答 

・パブリックコメントでの意見と回答 

・平瀬ダム事業の検証に係る検討について 

第 6 回 平成 23 年 9 月 30 日（金） 
・パブリックコメントでの意見と回答 

・平瀬ダム事業の検証に係る検討について 
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表 1.2.4 錦川川づくり検討委員会 委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審議の結果、錦川川づくり検討委員会は平成 23年 10 月 13 日付けで「平瀬ダム案が妥当」

とした意見報告を知事へ報告した。 

また、関係地方公共団体の長へは別途意見照会を行い、岩国市長、周南市長から、検証

に係る検討（案）については、「妥当である」との回答を得た。 

NO 区分 部　門 役　　　　職 氏　　名

1 学識委員 土木一般 山口大学名誉教授 齋藤
さい とう

　隆
たかし

2 〃 河　川 徳山高等工業専門学校教授 大成
おおなり

　博文
ひろふみ

3 〃 経　済 山口大学経済学部教授 植村
うえむら

　高久
たかひさ

4 〃 文化財 岩国伝統建築協同組合代表理事 中村
なかむら

　雅一
まさかず

5 〃 文化財 山口県文化財保護審議会委員 阿部
あ べ

　弘和
ひろかず

6 〃 環　境 山口県野生生物保存対策検討会委員 单
みなみ

　　敦
あつし

7 〃 〃 元山口県野生生物保全対策検討会淡水産魚類分科会委員 河口
かわぐち

　郁
ゆ う  じ

史

8 〃 農　業 山口県土地改良事業団体連合会事務局長 末成　農実
すえなり　　　あつみ

9 一般委員 林　業 錦川森林組合代表理事組合長 森重
もりしげ

　和美
か ず み

10 〃 農　業 岩国市愛宕土地改良区理事長 神村
かみむら

　章男
あ き お

11 〃 外水面漁協 岩国市漁業協同組合代表理事組合長 濵
はま

重
しげ

　明男
あ き お

12 〃 内水面漁協 錦川漁業協同組合代表理事組合長 米
よねむら

村　義
よしのぶ

信

13 〃 〃 玖北漁業協同組合代表理事組合長 水野
み ず の

　良
りょう

助
すけ

14 〃 〃 三須漁業協同組合代表理事組合長 畑部
は た べ

　勲
いさお

15 〃 自治会・まちづくり 岩国市自治会連合会会長 水田
みずた

　忠明
ただあき

16 〃 協議会 周单市須金地区自治会連合会顧問 米沢
よねざわ

　痴
ち

達
たつ

17 〃 〃 岩国市美川町单桑中地区自治会連合会会長 片山
かたやま

　原
げん

司
じ

18 〃 婦人会 岩国市連合婦人会会長 白木
し ら き

　吉
よし

子
こ

19 〃 〃 岩国市連合婦人会錦支部長 石川
いしかわ

　容子
よ う こ

20 〃 〃 岩国市連合婦人会美川支部長 上村
うえむら

　康子
や す こ

21 〃 スポーツ 岩国市カヌー協会会員 井上
いのうえ

　哲也
てつや

22 〃 環　境 錦川の自然を守る会会長 塚本
つかもと

　司郎
し ろ う

23 〃 〃 宇佐川をきれいにする会会長代理 三
み

家
か

本
もと

　卓男
た く お

24 〃 〃 錦川流域ネット交流会代表世話人 白井
し ら い

　啓二
け い じ

25 〃 〃 錦川をきれいにする会会長 坂本
さかもと

　義信
よしのぶ

26 行政委員 行　政 岩国市長 福田
ふ く だ

　良彦
よしひこ

27 〃 〃 周单市長 木村
き む ら

　健一郎
けんいちろう

※順丌同 計　27名

錦川川づくり検討委員会委員名簿
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(8)パブリックコメント 

パブリックコメントについては、治水及び利水双方の観点から総合的に評価し、最適案

を決定した段階において、県民から幅広く意見を聴取することとした。パブリックコメン

トの概要は以下のとおりである。 

公表する資料 

  （１）「平瀬ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」（概要） 

（２）「平瀬ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」（全文） 

 実施時期 

  平成 23 年 8 月 3 日（水）～9月 2日（金） 

  意見の提出方法 

  ・電子メール、ＦＡＸ、郵送 

 資料閲覧方法 

  ・山口県ホームページ：http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a11000/pub-comment/ 

・文書閲覧：県庁情報公開センター、県庁河川課、各地方県民相談室（全 7箇所） 

        山口県税事務所防府分室、錦川総合開発事務所 

 提出様式 

  様式は任意とし、住所、氏名、電話番号は必ず記載 

  （意見の内容以外は公表しない） 

 結果の概要 

  ・意見総数  ：68 名（112 件） 
 

(9)対応方針の原案の作成 

 パブリックコメントによる意見と県の考え方を踏まえた審議の結果、錦川川づくり検討

委員会は「平瀬ダム＋河川改修案が妥当」とする対応方針の原案を了承した。 
 

(10)山口県公共事業評価委員会 

対応方針（案）について、①事業の必要性（ダム事業の点検）、②事業の進捗の見込みの

視点、目的別の代替案立案・評価、③総合的な評価、④学識者、関係住民、関係利水者、

関係地方公共団体の長の意見などの視点から審議を行った。事業評価委員会の委員名簿を

表 1.2.5 に示す。 

表 1.2.5 平成 23年度 山口県公共事業評価委員会 委員名簿 

氏名 所属等 専門分野 

有吉 宏樹 元：（財)山口経済研究所常務理事 経済 

大成 博文 徳山工業高等専門学校教授 水工 

小谷 典子 山口大学名誉教授 国際文化 

関根 雅彦 山口大学大学院教授 環境工学 

永田 信明 弁護士 法律 

中西 弘 山口大学名誉教授 環境・衛生 

深田 三夫 山口大学農学部教授 農地保全 

船﨑 美智子 NPO法人市民プロデュース理事長 マーケティングリサーチ 

松尾 英治 山口県社会福祉協議会 顧問 福祉 

三浦 房紀 山口大学大学院教授 防災 

三輪 千年 水産大学校教授 水産経済 

平成 23 年 4 月 1 日現在 
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審議の結果、公共事業評価委員会は、「平瀬ダム事業を継続することは妥当」とする意見

報告書を平成 23 年 11 月 25 日に知事へ手交した。 

 

(11)山口県の対応方針の決定 

山口県は、公共事業評価委員会からの意見を受け、平瀬ダム事業を継続する対応方針を

決定した。 
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2. 流域及び河川の概要について 

2.1 流域の地形・地質・土地利用等の状況 

錦川は、山口県と島根県の県境に位置する莇ヶ
あざみが

岳
だけ

（標高 1,004ｍ）に源を発し、周南市の向道

ダムを経て菅野ダム付近より北流し、岩国市錦町出合で宇佐川を合わせて南東に向きを変える。

その後、本郷川、生見川等の支川を合わせ岩国市街地に達し、名勝「錦帯橋」の下流で錦川本川

（今津川）と門前川に分派して瀬戸内海に注ぐ、山口県最大の二級河川である。  

 

流域面積     889.8km2 

流路延長       110.3km 

関係市町       岩国市、周南市、下松市、 

        島根県吉賀町 

流域内人口      77,000 人 

年間平均降水量  上流域  2,000mm、 

         中下流域 1,700mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.1 錦川流域図 

周南市 

下松市 

岩国市 

吉
賀
町 

県境 

市境 

市役所 

山 口 県 

県庁 



 2-2 

(1) 地形 

 錦川流域の地形は、大起伏山地である西中国山地と、おおむね高原状を呈する周防山地、そ

して周南丘陵の 3地形区にまたがる山口県の特徴を代表する地形である。 

 錦川の下流域は、錦川と小瀬川の河口に広がる三角州平野からなり、大部分が明治初期まで

に形成された藩政時代の干拓地である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2 流域の地形分類図 
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(2) 地質 

 地質は、北部地域は主として古生代の錦層群と呼ばれる砂質岩・泥質岩・酸性擬灰岩の互層

からなる弱変成岩類の原石層及び堆積岩や火山岩が高圧の変成を受けて黒色や緑色の結晶片

岩となった三群変成岩類からなり、錦層群は、錦町から鹿野町にかけて広い範囲で分布し、三

群変成岩類は錦町から周南市にかけて分布している。 

 玖珂郡や岩国市西方には層状チャートや泥岩を主とする玖珂層群が見られ、チャートは全て

深海に堆積した放散虫の遺骸に由来する。これらの堆積物は、ジュラ紀の終わり頃までに付加

されたと言われている。玖珂層群の南部では熱による変成作用を受け、領家変成岩に変わって

いる。 

 中世代の領家花崗岩類のうち、白亜紀後期にできた花崗岩は広島花崗岩と呼ばれ、中国地方

の瀬戸内海一帯に広くみられるほか、山間部にも小規模な岩体を構成している。 

 新生代の第四紀は、氷期と間氷期が繰り返し、それによって海水面が変動し、地層や地形の

形成、その他微生物の移り変わりに大きな影響を与えている。この時代の地層は山口県では海

岸や盆地の至るところでみられるが、1つ 1つの分布面積は比較的狭い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1.3 流域の地質図 
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(3) 気候 

 流域の気候は、上流域及び宇佐川流域の内陸山間型気候と中下流域の瀬戸内海型気候に大別

される。瀬戸内海型気候は温暖寡雨を特徴とし、中下流域の年間平均気温は 15℃程度、年間降

水量は 1,700 ㎜程度である。上流域・宇佐川流域の年間平均気温は 14℃程度であるが、日較差、

年較差が大きく、概して冷涼である。年間降水量は中下流域より多く 2,000 ㎜を越える箇所も

存在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.1.5 気象観測所位置図 

岩国観測所 

広瀬観測所 

図 2.1.4 地域月別平均気温・降水量 

（出典：気象庁 AMEDAS データ、H18～H22 平均） 
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(4) 流況 

 錦川の治水・利水上の基準点である臥竜橋における流況を以下に示す。 

 

表 2.1.1 流況表（流量 m3/s）（臥竜橋）  流域面積 890km2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年最大 豊水流量 平水流量 低水流量 渇水流量 年最小 年平均

1988 Ｓ63 595.44 35.62 18.50 10.87 7.20 6.78 38.98
1989 Ｈ1 424.78 26.48 17.85 12.77 9.10 8.20 32.11
1990 Ｈ2 912.72 47.91 32.44 26.44 16.00 10.53 49.04
1991 Ｈ3 818.24 51.32 26.66 16.86 10.53 9.13 46.12
1992 Ｈ4 527.93 30.00 15.47 10.90 9.12 7.55 29.57
1993 Ｈ5 744.51 50.25 23.39 13.93 9.72 8.07 57.50
1994 Ｈ6 268.35 23.96 15.18 7.69 6.40 6.20 21.52
1995 Ｈ7 839.54 22.73 13.98 10.35 6.58 5.93 29.10
1996 Ｈ8 367.23 22.73 14.34 10.41 9.27 8.85 26.54
1997 Ｈ9 830.97 31.32 14.34 10.71 9.70 7.65 41.79
1998 Ｈ10 494.91 34.82 16.00 11.43 8.04 8.04 34.63
1999 Ｈ11 978.72 33.09 15.98 10.24 34.82
2000 Ｈ12 240.49 19.38 12.72 10.89 9.00 7.29 19.06
2001 Ｈ13 382.62 24.17 15.22 10.89 9.30 8.41 26.08
2002 Ｈ14 250.87 24.04 12.72 10.24 8.70 7.84 24.68
2003 Ｈ15 610.06 33.27 22.19 17.90 13.35 11.33 40.99
2004 Ｈ16 606.17 32.19 19.41 13.79 8.45 7.16 40.16
2005 Ｈ17 1172.09 26.87 22.50 18.41 12.95 9.14 36.22
2006 Ｈ18 655.60 37.30 24.91 20.65 16.79 13.88 43.98
2007 Ｈ19 154.57 14.74 13.56 11.71 8.71 7.81 16.92
2008 Ｈ20 376.94 15.43 13.99 12.62 11.32 7.58 18.13
2009 Ｈ21 675.69 17.10 14.15 12.99 10.83 9.82 29.69

平均 587.66 29.76 17.98 13.30 10.05 8.44 33.53
最小 154.57 14.74 12.72 7.69 6.40 5.93 16.92

空欄：欠測 出典：ダム管理流量年表

年

上記22ヵ
年

図　流況図（臥竜橋）
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(5) 土地利用 

 錦川流域の土地利用は、全地域的に森林が多く、低地は極めて少ない状況である。低地は谷

底平野が所々で見られる程度で、水田と集落が形成されている。下流域では旧岩国市の中心地

があり、河口部の干拓地には工業地帯が形成されている。土地利用面積の割合は、山地が 97％、

平地は 3％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.7 流域の土地利用図 
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資料：河川現況調査（平成 7年度） 
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(6) 人口と産業 

流域関連市町村の人口推移を見ると、都市域への人口流入傾向から岩国市、周南市の旧徳山

市域、下松市では順調に人口が増加していたが、昭和 55 年～60 年をピークに、その後は微減

の傾向を示している。 

 錦川流域の中山間地域に当たる周南市の旧鹿野町、錦町、美和町、美川町、本郷村の人口は

戦後の昭和 30 年頃をピークに高度成長期の人口流出により急速に過疎化が進行している地域

となっている。特に美川町は平成 12 年度の人口がピーク時の約２割へ激減している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.2 域関連市町村人口の推移           （単位：人） 

図 2.1.8 人口の経年変化 
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 錦川は、古くから流域産業の重要な交通手段として利用され、上流で伐採された木材や、木材

を原料とした紙や工芸品などの特産品など川舟により下流の岩国へ運ぶことで、瀬戸内の海運に

よって運ばれてきた様々な物資との交易が生まれ、錦川と産業、錦川と生活が密着していたこと

がうかがえる。 

特に旧本郷村の『山代和紙』は江戸時代からの主要産業として、現在岩国地域における製紙業

発展の基礎となっている。 

また、河口の干拓事業による工場用地の確保と豊富な錦川の水の利用、さらには交通網の発達

により大規模な石油化学コンビナートが形成され、瀬戸内海工業地帯の一画として一躍を担って

いる。 

流域内の産業構造としては、中山間地域では、１次産業の農林業従事者が約３割～４割を占め

ている。  

下流域の旧岩国市は、中上流域と比べ、都市型の産業構造となっており、３割が工業関連の２

次産業、６割がサービス関連の第３次産業に従事している。近年、広島市域へのベッドタウン、

また錦帯橋や鵜飼で知られる全国的な観光都市として発展が期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.3  流域関連市町村における産業別労働力人口の内訳 

図 2.1.9 流域関連市町村における産業別労働力人口の構成比 
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(7) 自然環境 

（植生） 

 錦川流域の大半はヤブツバキクラス域の代償植生で覆われているが、西中国山地国定公園に

ブナクラス域自然植生のクロモジ－ブナ群集及びスギ－ブナ群集（スギ天然林）が見られ、小

五郎山一帯に代償植生のクリ－ミズナラ群集やアカマツ群集が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.10 流域の植生図 
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（動植物） 

1)上流域 

錦川の源流から宇佐川合流点までの上流域では、鹿野盆地では河岸の多くに竹林等の河畔林

が見られ、水際にはツルヨシ等が繁茂している。河床は主に礫で覆われ、瀬と淵にはタカハヤ、

カワムツ、アユ等が生息している。 

ダム湖周辺には豊かな森林が広がり、菅野ダム下流の河道周辺には、ケヤキやサワグルミが

川面にせり出すように繁茂している。河床には巨石が多く変化に富んだ流況を呈し、魚類では、

貴重種であるオヤニラミの他、アユ等が生息している。鳥類では、サギ類、カワセミ、セグロ

セキレイをはじめ多くの種類が見られる。 

最上流域はサケ科魚類ゴギのわが国における最南生息地であり、地理的分布上貴重である。 

 

2)中流域 

宇佐川合流点からＪＲ山陽新幹線付近までの中流域は、河岸は天然河岸の箇所も多く、キシ

ツツジやカワラハンノキ、ネコヤナギ、竹林等が河畔林を形成している。湾曲部の外側には大

きな淵、水裏部には砂礫堆の河原が形成され、瀬・淵の連続した典型的な中流域河床を呈し、

魚類では、貴重種のオヤニラミやカジカをはじめ、アユ等が生息している。また、南桑地区に

はカジカガエルが群生し「南桑カジカガエル生息地」として国の天然記念物に指定されている。

豊かな自然が残る河道内には、水辺を好むセキレイ類、カワセミ等をはじめ多くの鳥類が生息

している。 

 

3)下流域 

ＪＲ山陽新幹線付近から下流域は、その河床は主に砂礫で覆われ、流れはゆるやかに蛇行し、

瀬と淵が形成され、アユ、カワムツ、オイカワ等が生息している。八
はち

幡
まん

堰
ぜき

から臥竜橋下流まで

の湛水区間の規模の大きい中州や高水敷には、ツルヨシ、オギ、ヤナギ等の植生が繁茂し、カ

イツブリ等が生息している。また、錦川（今津川）・門前川分流点河畔には県の天然記念物の

「岩国市楠一丁目のクスノキ巨樹群及びムクノキ巨樹群」もあり、サギ等の生息場となってい

る。 

河口部には、汽水性のボラ、スズキ、マハゼ、シロウオ等の魚類が生息し、豊富な底生生物

を背景に河口部の干潟は、貴重種のチュウサギ、ホウロクシギをはじめサギ類やガンカモ類等

鳥類の渡来地となっている。 

 

4)宇佐川流域 

宇佐川は、清冽で豊富な水量と瀬・淵が小刻みに連続する河床形態を有し、多様な動植物が

生息・生育している。水際にはネコヤナギやサワグルミ等が繁茂し、清澄な流れには、国の特

別天然記念物のオオサンショウウオが生息し、ゴギ、アマゴ等の渓流魚や、アユ、アカザ等が
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生息している。水辺では渓流を好むヤマセミ、カワセミ等が見られ、ゲンジボタルも多く生息

している。 
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(8) 河川利用 

（空間利用） 

河川空間の利用としては、古くは江戸時代の材木運搬から舟運が開始され、流域の恵まれた

林産資源や特産の和紙を搬出したり、生活物資を輸送する重要な交通路となっていた。この舟

運は、沿川に道路が整備される大正時代まで盛んであった。 

現在は、下流域を中心として、地域住民の健康、体力増進等を目的に高水敷に運動公園が整

備され、多くの人々に利用されている。また、大正 14 年（1925 年）に名勝の指定を受けた錦

帯橋周辺、臥竜橋及び牛野谷堰周辺では、夏場に子どもたちが川遊びする姿が多く見られる。

さらに、多くの観光客が訪れる錦帯橋周辺の河川空間は、鵜飼い、川下り、花火大会等多彩に

利用されている。錦帯橋は、延宝元年（1673 年）、岩国藩第三代藩主吉川
きっかわ

広嘉
ひろよし

によって創建

された五連の美しいアーチ構造を有する木造橋で、木造橋としてはわが国最大の文化遺産と言

える。橋桁は、腐朽の進行具合を見ながら創建以来継続的に交換されており、近年では、平成

13 年秋から平成 16年春にかけて、洪水の少ない秋～春季を利用して架け替えられた。 

また、ＪＲ山陽新幹線から八幡堰の区間は、周辺の歴史・文化施設との連携を図るとともに、

動植物の生息・生育環境や竹林等の良好な景観との調和を図り、市民の憩いの場として、高水

敷等の整備を進めている。 

中流域は湾曲部に河原が広がり、カヌー、水浴、キャンプ等、水との直接的なふれあいを求

めた河川利用が盛んとなっている。特に根笠～南桑の区間では、堰等の横断構造物がないこと

からカヌーエリアとして利用されている。また、岩国市行波
ゆかば

では、国指定重要無形民俗文化財

の「神
かん

舞
まい

」が錦川の河川敷で行われているほか、正月行事の「どんど焼き」も流域各地の河原

等で行われている。 

上流域及び宇佐川流域では、木谷峡、寂地峡、深谷峡等の渓谷美が訪れる人々を魅了し、ア

ユ釣りのほか、アマゴ、ゴギが生息することから、渓流釣りに多くの人が訪れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

錦帯橋周辺の河川空間利用状況 

（左：花見、中：花火大会、右：鵜飼） 
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（内水面漁業） 

また、錦川の豊かな流れは、水産資源の生産にも大きく寄与している。漁業活動をみると、

第 5種共同漁業権が 4 つの内水面漁業協同組合に免許され、アユ、ウナギ、マス、コイ、カニ、

ハヤ、フナが漁獲されているほか、錦川の河川水が流入する河口周辺海域では、海面漁業とし

て第 1 種共同漁業権に基づくあさり漁業、わかめ漁業等のほか、第 1 種区画漁業権に基づくの

り養殖が営まれている。 

また、四手網
よつであみ

によるシロウオ漁や錦帯橋の鵜飼は、季節の風物詩として地元住民に親しまれ

ている。 

現行の内水面漁業権は以下のとおり設定されており、特にアユの漁獲が多くなっている。 

 

表 2.1.4 内水面漁業権一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

錦川のカヌー下り（根笠～南桑付近） 

宇佐川の早瀬でアユ釣りを楽しむ人 

あゆ うなぎ こい はや ふな ます かに

内共
第３号

錦川・玖北
・三須

岩国市・美川町・美和町・錦
町・本郷村・周東町・周南市

第５種共同
漁業権

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

内共
第４号

三　須 周南市地先（錦川水系）
第５種共同

漁業権
○ ○ ○ ○ ○ － ○

内共
第５号

錦川上流 周南市地先（錦川水系）
第５種共同

漁業権
○ ○ ○ ○ ○ ○ －

（平成６年４月１日許可）

免許
番号

免許を
受けた者

漁場の位置
漁業の
種　類

業業の名称

岩国市（旧美川町・旧美和町・

旧錦町・旧本郷村・旧周東町）・

周南市 
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図-1.6   錦川水系の内水面漁業権の設定状況 

向道ダム 

内共第４号（三須
さ ん す

） 内共第３号（錦川・玖
く

北
ほ く

・三須
さ ん す

） 

内
共
第
５
号
（
錦
川
上
流
）
 

牛 野 谷

川 
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(9) 河道特性 

1) 上流域 

錦川の源流から宇佐川合流点までの上流域の河道は、周南市莇ヶ岳を発し、田園と里山の景

観が調和する渋川
しぶかわ

合流点付近に位置する鹿野盆地を抜け、向道ダム、菅野ダムにより形成され

た湛水域を通り、峡谷部を流下している。 

河川景観は、上流から鹿野盆地の里山景観、向道ダム・菅野ダムの湖面景観、ダム上流の峡

谷景観に区分される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 中流域 

宇佐川合流点からＪＲ山陽新幹線付近までの中流域の河道は、峡谷を縫うように蛇行し、河

床勾配は上流部に比べ緩やかとなり、砂礫主体の河床には露岩が点在している。周防山地及び

周防丘陵に位置し、谷底平野が乏しく、主要な集落や農耕地は狭小な山麓や高台、山地の斜面

を切り開いて点在している。 

河川景観は、周辺に山地が迫り、渓谷景観に優れている。所々小規模の谷底平野が現れ、集

落が点在している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 下流域 

ＪＲ山陽新幹線付近から下流域の河道は、その河床は主に砂礫で覆われ、流れはゆるやかに

蛇行し、瀬と淵が形成されている。河道は扇状地及びデルタ地帯を築堤河道の形態で流下し、

錦川本川（今津川）と門前川に分派して瀬戸内海に至る。沿川には岩国市街地、ハス田等の農

耕地、臨海コンビナートが立地し、河口には広大な干潟が形成されている。また、岩国藩初代

鹿野盆地  鹿野盆地を流れる河川

はゆるやかな流れで、蛇行している。 

向道ダム貯水池  貯水池の周辺

は山林で囲まれ、美しい湖面が広

がっている。 

峡谷部  周囲を山林に囲ま

れ、流路幅が狭く峡谷景観を呈

している。 

宇佐川と錦川との合流点  河川は蛇行

し、水際まで河畔林が繁茂している。 

新南桑橋付近の河原  流れが緩やかで、水

裏部には大きな河原が形成されている。 
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吉川広家の時代に城下町を水害から守る水防林として植林された大規模な竹林が随所に見られ、

横山地区の竹林は日本三大美竹林に数えられる。 

河川景観は、両岸ともに河畔林（竹林）が多く、川幅も広くなって開放的な河川空間が広が

る。県内屈指の観光地である名勝「錦帯橋」があり、観光客が多く様々な河川空間の利用が行

われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 宇佐川域 

 最大の支川宇佐川は、県内最高峰の寂地
じゃくち

山に源を発し、寂地峡、深谷
ふかたに

峡等の渓谷から清冽

な水を集め、険しい谷間を流れる急流河川である。宇佐川は、清冽で豊富な水量と、瀬・淵が

小刻みに連続する河床形態を有し、多様な動植物が生息・生育している。 

また宇佐川は、寂地峡、雙津峡などの自然豊かな渓谷の間を流れており、大きな砂礫や岩が

露出し、早瀬、平瀬、淵などの河川の持つ様々な表情が連続して現れる河川景観となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横山地区の美竹林 

 勇壮な竹林が水際まで繁茂してい

る。日本の三大美竹林の一つに数えら

れている。 

錦帯橋の近景 

 県内屈指の観光地である「錦帯橋」

は、平成 13 年秋から平成 16 年春にか

けて架け替え工事が行われた。 

日本三大美竹林 

 嵯峨（京都府） 
 揖斐川（岐阜県） 
 錦川（山口県） 

日本三名橋 

 錦帯橋（山口県岩国市） 
 神橋（栃木県日光市） 
 猿橋（山梨県大月市） 

日本三奇橋 

 錦帯橋（山口県岩国市） 
 猿橋（山梨県大月市） 
 愛本橋（富山県宇奈月市） 

宇佐川上流域 

 西中国山地国定公園内は河川の原風景が残

り、自然豊かな渓流となっている。 
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(10) 河川水質 

 錦川の水は極めて清澄で、多くの人々から清流と認識され、下流域に至っても河床の礫や群泳

する魚の姿が橋上から視認できるほどである。また、宇佐川の寂地峡は名水百選に選出されてい

る。水質環境基準でみると、感潮域を除いて AA 類型（宇佐川）、A 類型（錦川）、湖沼の A 類

型（菅野湖）に指定されており、近年 10年間（平成 5年～平成 14年）においては、河川の BOD75％

値は平成 6年以降基準値を満足しており、湖沼の COD75％値は平成 7年以降基準値を満足してい

る。なお、菅野ダムには濁水対策としての選択取水設備や、水質保全対策の曝
ばっ

気
き

施設が整備され

ており、「清流錦川」の保全に寄与している。 

錦川の水質環境基準の類型指定状況は以下のとおりである。 

各地点の水質は、改善傾向にあり､錦川の中上流区間は平成 4 年の 1 観測所を除き A 類型を満

足し､宇佐川も平成 8年以降は清流の名にふさわしく概ね BOD=0.5mg/㍑（測定限界値）を保持し

ている。河口の感潮区間は、B類型を平成 3年以降満足している。菅野ダム湖も平成 7年から環

境基準を満足している。また、山代湖は平成 11、12 年ともに COD75％値 2.3mg/㍑で環境基準を

満足している。 

 （菅野ダムの曝気施設は平成 7 年より稼働、選択取水は平成 10 年より実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.1.5 環境基準の類型指定状況 

指定 水系名 指定機関
指　定
年月日

区　　間 類　型
基準値
(BOD)

(1)麻里布堰より今津川下流 Ｂ

(2)川下堰より門前川下流 Ｂ

(3)麻里布堰より上流
　（菅野湖に係わる水域および(4)
　　に掲げる水域を除く）

Ａ 2.0mg/㍑

(4)宇佐川 ＡＡ 1.0mg/㍑

菅野湖 菅野湖の全域 Ａ
COD

3.0mg/㍑

山代湖 H13.4.26 山代湖の全域 Ａ
COD

3.0mg/㍑

S47.6.16

3.0mg/㍑

河川

湖沼

錦川

山口県
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図 2.1.12 主要な水質観測地点の水質経年変化 

（宇佐川） 

(錦川下流) 

（錦川中上流） 

湖沼 A類型 

（山代湖） 

湖沼 A類型 

（菅野湖） 

● ：水質観測地点 

   ：水質類型指定区間 

BOD75％値（錦川下流:Ｂ類型）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

(mg/L)

大正橋 1.8 1.9 1.9 1.4 1.6 1.4 0.9 0.8 1.3 0.8 0.7 0.5 0.6 0.7 0.6 0.6 0.5 0.5 0.6 0.7

愛川橋 1.8 1.7 1.9 1.4 1.8 2.0 1.1 0.8 1.2 0.8 0.7 0.6 0.7 0.8 0.5 0.7 0.7 0.5 0.6 0.6

H.2 H.3 H.4 H.5 H.6 H.7 H.8 H.9 H.10 H.11 H.12 H.13 H.14 H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21

環 境 基 準 

3.0mg/L 

BOD75％値（錦川中流:Ａ類型）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

(mg/L)

愛宕橋 1.5 1.5 1.5 1.4 1.2 1.2 0.8 0.8 0.9 0.6 0.6 0.5 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

市上水取水口 1.5 1.4 2.1 1.4 1.5 1.3 0.8 0.5 0.6 0.6 0.6 0.5 0.6 0.7 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

守内橋地点 1.5 1.0 1.8 1.7 1.1 0.8 0.8 0.5 0.6 0.7 0.6 0.5 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

根笠橋 0.8 0.8 1.2 1.0 0.7 1.2 0.8 0.7 0.5 0.5 0.5 0.5 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

H.2 H.3 H.4 H.5 H.6 H.7 H.8 H.9 H.10 H.11 H.12 H.13 H.14 H.15 H.16 H.17 H.18 H.19 H.20 H.21

環 境 基 準 

2.0mg/L 

図 2.1.11 基準の類型指定状況と水質測定地点位置図 
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2.2 治水と利水の歴史 

2.2.1 治水の歴史 

(1) 過去の主な洪水 

昭和 25 年 9 月のキジア台風では、錦帯橋が流失し、岩国市内で浸水家屋 1,527 戸、浸水農地

579ha と莫大な被害を受けた。さらに翌年のルース台風は、これを上回る洪水となり、岩国市内

で浸水家屋 7,525 戸、浸水農地 542ha を数える被害が発生し、臥竜橋、愛宕橋等の橋梁がことご

とく流失した。  

近年では、平成 17 年 9 月の台風 14 号で、岩国市において藤河地区、南桑地区をはじめとして、

半壊家屋 312 戸、床上浸水 545 戸、床下浸水 169 戸を数える甚大な被害を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.1 錦川の主要な水害状況 

図 2.2.1 昭和 25 年 9 月 14 日キジア台風洪水による出水状況  

図 2.2.2 平成 11 年 9 月 24 日 台風 18 号による出水状況  

全壊 半壊 床上浸水 床下浸水 被害額 主な

(戸） (戸) (戸） (戸)
(百万
円）

被災地域

昭和5年8月12日 台風 － － － 岩国市 182 *1

昭和25年9月12日 キジア台風 5 61 285 1,242 320 岩国市 329 *1

昭和26年10月13日 ルース台風 47 30 1,385 6,140 435 岩国市 288 *1

平成11年9月24日 台風18号 2 3 29 94 1,310 錦川流域 166

平成17年9月6日 台風14号 － 312 545 169 9,208 錦川流域 414

出典：錦川改良工事誌、岩国市報、水害統計（各年度版）

*1内水被害、土砂被害を含む

発生年月日 原因

被災内容

流域平均２
日雨量(mm)

1,349

備考
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図 2.2.3 平成 17 年 9 月台風 14 号 浸水区域（下流域） 
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図 2.2.4 平成 17 年 9 月台風 14 号 浸水区域（中流域） 
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図 2.2.5 平成 17 年 9 月台風 14 号 浸水状況（岩国市・藤河地区） 

図 2.2.6 平成 17 年 9 月台風 14 号 浸水状況（美川町・南桑地区） 
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(2) 治水事業の沿革 

錦川の治水事業の歴史は古く、岩国藩初代藩主吉川広家が城下の安全を図るため、西暦 1600

年代前半に堤防を構築したことに始まる。この事業により、錦帯橋付近の低地が居住可能となり、

岩国藩城下町が発達した。昭和 5年の洪水では、臥竜橋が流失するとともに岩国市内で 1,349 戸

が浸水したため、岩国市街地の洪水対策を目的として「錦川改良工事」に着手した。この工事に

おける計画高水流量は、昭和 5年洪水の水位をもとに錦川本川で 3,250m3/s とし、これを錦川（今

津川）で 1,300m3/s、門前川で 1,950m3/s を分担させ、瀬戸内海へ流す計画であり、昭和 7 年に

着手し、昭和 14 年に完成した。昭和 25 年 9 月のキジア台風では、錦帯橋が流失し、岩国市内で

浸水家屋 1,527 戸、浸水農地 579ha と莫大な被害を受け、さらに翌年のルース台風は、これを上

回る洪水となり、岩国市内で浸水家屋 7,525 戸、浸水農地 542ha を数える被害が発生し、臥竜橋、

愛宕橋等の橋梁がことごとく流失した。 

これらの度重なる洪水被害と、周南地区の工業地域の発展にともなう用水需要の高まりを受け、

菅野ダムが昭和 41 年に完成した。また、昭和 44 年からは、錦川本川の河川改修事業に本格的に

着手し、岩国市行波を上流端として、臥竜橋地点において計画高水流量 3,250m3/s を安全に流下

できるよう事業を継続している。支川では、昭和 46 年に生見川において生見川ダムの建設が始

まり、昭和 60 年に完成しており、昭和 63 年からは平瀬ダムの建設に着手している。 

近年では、平成 17 年台風 14 号により甚大な被害が発生し、藤河地区と南桑地区においては、

再度災害防止対策として河川激甚災害対策特別緊急事業により河川改修を実施している。 

平成 20 年 7 月に「錦川水系河川整備基本方針」を策定し、平成 21 年 1 月に「錦川水系河川整

備計画」を策定した。河川整備基本方針では、100 年に 1回程度の降雨により発生する洪水に対

し、基準地点「臥竜橋」における基本高水のピーク流量 5,300m3/s を、上流のダム群によって計

画高水流量 3,250m3/s に低減させ、これを河道内において安全に流下させるものとしている。 

表 2.2.2 錦川の治水事業の経緯 

年度 事業内容・災害原因 備　　　　考

昭和5年8月 台風 浸水家屋1,349戸*1

昭和7年11月 錦川改良工事着手 錦川本川8,320m（錦帯橋まで）、門前川1,850m

昭和14年3月 錦川改良工事竣工
計 画 高 水 流 量 ： 錦 川 本 川 3,250m3/s 、 今 津 川
1,300m3/s、門前川1,950m3/s

昭和25年9月 キジア台風 錦帯橋流失、浸水家屋1,527戸、浸水農地579ha*1

昭和26年10月 ルース台風 浸水家屋7,525戸、浸水農地542ha*1

昭和34年4月 菅野ダム建設事業着手

昭和35年7月 梅雨前線豪雨 浸水家屋2,993戸*1

昭和41年3月 菅野ダム完成

昭和44年 錦川河川改修事業着手 計画高水流量：3,250m3/s

昭和46年 生見川ダム建設事業着手

昭和60年3月 生見川ダム完成

昭和63年 平瀬ダム建設事業着手

平成9年11月 錦川水系工事実施基本計画策定 基本高水流量：5,300m3/s、計画高水流量：3,250m3/s

平成11年9月 台風18号 浸水家屋123戸

平成17年9月 台風14号 浸水家屋714戸

平成20年7月 錦川水系河川整備基本方針策定 基本高水流量：5,300m3/s、計画高水流量：3,250m3/s

平成21年1月 錦川水系河川整備計画策定

*1内水被害、土砂災害を含む
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2.2.2 利水の歴史 

(1) 過去の主な渇水 

錦川の水は、岩国・周南地域の上水・工水として利用されており、しばしば渇水被害が発生し

ている。 

平成 6年渇水では、錦川水系から周南地区へ分水を行っている菅野ダムでは、厳しい自主節水

が実施され、菅野ダムでの自主節水率は工業用水に対して最大 80％、生活用水も最大 40％に達

し、市民生活、産業活動に大きな影響が出ている。 

 

 

年 

菅野ダムの節水状況 

開始 終了 
最大節水率(%) 

日数 
上水 工水 

平成 3年 11 月 15 日 翌年 4月 1 日 0 50 139 

平成 6年 7 月 15 日 翌年 5月 23 日 40 80 313 

平成 7年 7 月 10 日 翌年 6月 20 日 35 70 347 

平成 14 年 8 月 15 日 翌年 3月 5 日 40 75 203 

平成 19 年 9 月 27 日 翌年 4月 28 日 35 70 214 

平成 22 年 9 月  3 日 翌年 6月 12 日 35 75 282 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.3 菅野ダムの過去の主な節水状況 

 

図 2.2.7 平成 6年の渇水状況（菅野ダム） 図 2.2.8 平成 22 年の渇水状況（菅野ダム） 
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(2) 利水事業の沿革 

 河川水の利用は、古くは農業用水中心で、17 世紀半ばに灌漑用水路の開発が行われており、

玖北地区一帯の特産品であった和紙（山代紙）の生産にも利用されてきた。現在では、恵まれた

水資源を活かしてワサビ栽培やミネラルウォータの製造も行われている。 

また、錦川の水資源の開発は、大正時代の水力発電事業に始まり、大正 13 年に錦川第 1発電所、

昭和 2年に錦川第 2発電所が完成した。昭和に入ってからは岩国・周南地域の人口集中と工業の

進展による都市用水需要の増大に対応するため、昭和 16 年に向道ダムが完成、戦後では昭和 41

年に菅野ダム、昭和 60 年に生見川ダムが完成し、都市用水を開発している。 

 

現在、水道用水として日量最大約150,000m3、工業用水として日量最大約1,300,000m3を供給し、

このうち、周南地域へ水道用水として日量最大約 70,000m3、工業用水として日量最大約 510,000m3

を分水している。また、水力発電量は最大 42,000kW に及び、灌漑用水は約 1,600ha の農地に利用

されている。このように錦川の水資源は、瀬戸内海工業地帯の中核をなす岩国及び周南地域の石

油コンビナートの発展に大きく貢献している。 

 

表 2.2.4 既設ダム諸元 

 

 

 

 

 

 

＜既設ダム＞ 

向道ダム            菅野ダム           

 

                       

 

 

 

 

 

生見川ダム 

 

 

 

 

 

 

 

ダム 向道ダム 菅野ダム 生見川ダム  御庄川ダム 

水系・河川 

所在地 

完成年月日 

目的 
集水面積(km2) 

錦川 

周南市大道理 

昭和 15.10 

工(上)・電 

152.2 

錦川 

周南市中須北 

昭和 41.3.31 

治・工・上・電 

225.2 

錦川・生見川 
岩国市美川町南桑 

昭和 60.3.31 

治・工・電 

72.4 

 錦川・御庄川 

岩国市柱野 

昭和 34.3.31 

治 

21.3 
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図 2.2.9 水路及び発電所位置図 

 

錦川第二発電所 錦川第一発電所 
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表 2.2.5 錦川の水利権 

    ａ）上・工業用水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ｂ）農業用水 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2.6 発電量一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地点 種 別 用水名 備考

向道ダム 工 水 錦川向道工水  1.39 分水、うち日量31,200m3

は上水として利用

工 水 錦川工水  4.823 分水
周南市（旧徳山市）上水  0.306 〃
周南市（旧新南陽市）上水  0.151 〃

 5.28
平瀬ダム 上 水 錦町上水  0.005

岩国市工水  0.3306
帝人  1.1134
東洋紡　　　　　  2.0875
日本製紙  3.7714
生見川工水  1.48

上 水 岩国市上水　　　　　  0.9212
 9.7041合計

臥竜橋
工 水

取水量

（m3／s）

菅野ダム

合計

上 水

岩国市錦町上水 

種　別 件　数
かんがい面積

(ha)
備　考

許　可 18 776 3.185

慣　行
（ため池を含む）

177 839 11.633

未　届 6 12 0.372

合　計 201 1,627 15.190

最大取水量

(m3/s)

(kW) 
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2.3 錦川の現状と課題 

2.3.1 治水 

平成 17 年 9 月の台風 14号では、2日雨量が統計期間内では「過去最大」を観測し、岩国市の

藤河地区、南桑地区をはじめとして、半壊家屋 312 戸、床上浸水 545 戸、床下浸水 169 戸を数え

る甚大な被害を受けた。 

このため、平成 17年 9月の台風 14号洪水の再度災害防止のため、藤河地区、南桑地区におい

ては河川激甚災害対策特別緊急事業により河川改修に着手し、既に概成させているが、平瀬ダム

を前提とした整備であるため、現況では流下能力が不足しており、早急な対策が望まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H11台風18号 

166mm/2日 

図 2.3.2 臥龍橋上流域平均 2日雨量の推移 

 

 

平瀬ダム流域 

菅野ダム流域 

・平瀬ダム流域でも降雨量が多かった 

 
宇佐川流域 

 

図 2.3.1 平成 17年 9月台風 14 号 雨量状況 

臥竜橋地点上流域平均年最大2日雨量

1/100 計画規模 360mm/2日
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国道2号 

床上浸水 

山陽自動車道 

本線 
ランプ 

県道 錦川 

軒下浸水 

H17.9.6（14 号）被災水位 

 

掘削 

(激特 

事業) 

県道 

③ 

② 

① 

県道

①：14号実績水位 

②：河川改修後の水位 

③：河川改修＋平瀬ダム完成後の水位 

激特改修後写真 

激特改修後写真 

図 2.3.4 平成 17年台風 14号被災水位と事業整備後水位（イメージ図） 

図 2.3.3 平成 17年台風 14号被災水位と事業整備後水位（イメージ図） 

①：14号実績水位 

②：河川改修後の水位 

③：河川改修＋平瀬ダム完成後の水位 

 

国道187号 
錦川 

① H17.9.6（14 号）被災水位 

堤防嵩上げ 

(激特事業) 

② 
③ 

岩国市南桑地区 

Ｂ  Ｂ’ 

 

Ａ  Ａ’ 

岩国市藤河地区 

Ａ Ａ’ 

① 

② 

③ 

約90cm低下 

約70cm低下 

Ｂ’ Ｂ ① 

② 

③ 

約50cm低下 

約80cm低下 
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１ 

 

２ 

 
A 

A’ 

 1.3m浸水 

1 

 1.3m浸水 

2 

①：14号実績水位 

③：平瀬ダム完成後の水位 

図 2.3.5 美川町宮の串地区の事業効果 

図 2.3.6 平成 17年台風 14号被災水位と事業整備後水位（イメージ図） 

 

国道187号 
美川町役場 

H17.9.6（14号）被災水位 
① 

③ 

河川改修なし 

約2.1m低下 

A A’ 
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2.3.2 利水 

① 上水道用水 

岩国市錦町では、広瀬地区・広東地区において、下水道の整備や給水区域拡張に伴い、水道未

普及地域解消事業・生活基盤近代化事業（アロケーション事業）により平成 8年から水道施設整

備に着手し、平成 19年度に完了している。既に実績最大給水量に対して既得水利権（618m³/日）

では不足しており、現在は暫定豊水水利権を取得し、全給水区域で供用開始している。 

水源確保に関しては、錦川水系からの新たな水利権はダム水利以外には取得できないため、平

瀬ダム建設に参画し、安定的な取水を受けることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.3.1 広瀬・広東地区簡易水道事業の給水量実績 

 
既認可値 

(平成 16 年 7月) 

実績値 

平成 20 年度 

目標年度 平成 20 年度 － 

計画給水人口 2,270 人 2,087 人 

計画１日平均給水量 676ｍ3/日 664ｍ3/日 

計画１日最大給水量 995ｍ3/日 902ｍ3/日 

水源合計 1,018ｍ3/日 974ｍ3/日 

 
錦川水系木谷川（既得） 618ｍ3/日 618ｍ3/日 

ダム水利（暫定） 400ｍ3/日 356ｍ3/日 

 

図 2.3.7 広瀬・広東地区簡易水道事業の概要平面図 

（単独） 

（H18完了） 

 （H16完了） 

広瀬配水池 V=800m3 

 （H16完了） 

（H16完了） 

配水管（H16完了） 

（H17完了） 

※旧岩日線トンネル

(未供用)を活用 

配水管（H19完了） 
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② 不特定用水 

 錦川の水は、周南市、岩国市のかんがい用水、都市用水の水源として広く利用されているが、

平成６年など、しばしば深刻な水不足に見舞われている。 

 錦川は、名勝に指定されている錦帯橋と鵜飼で全国に知られ、城山周辺は文化ゾーンとして

公園整備されており重要な観光資源となっている。また、アユを中心とした内水面漁業も盛ん

である。 

このため、不特定用水の補給を行い、流水の正常な機能の維持を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3.8 錦川の渇水状況 

錦川 

Ｈ１７．２ 岩国市錦町広瀬付近 
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2.4 現行の治水計画 

錦川では、河川法に基づき、平成 20年 7月に「河川整備基本方針」、平成 21 年 1月に「河川

整備計画」を策定し、現在、順次整備を実施中である。 

●河川整備基本方針 

長期的な視点に立った河川整備の基本的な方針を明らかにし、計画規模、基本高水流量等を定

めたものである。錦川においては、「山口県河川委員会」の意見を聴いて、平成 20 年 7 月 8 日

に策定している。 

●河川整備計画 

河川整備基本方針に基づき、20 年～30 年後の河川整備の目標を明らかにし、具体的な整備区

間、整備規模等を定めたものである。錦川においては「川づくり検討委員会」の意見を聴いて、

平成２１年１月２９日に策定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.1 錦川水系河川整備基本方針、錦川水系河川整備計画の検討フロー 

 

表 2.4.1 錦川川づくり検討委員会の開催経緯（錦川水系河川整備計画の検討） 

回数 開催日 審議内容 

第１回 委員会 (H18.3/23) 
・現地踏査 

・河川整備計画の審議 

第２回 委員会 (H18.8/7) ・河川整備計画の審議 

第３回 委員会 (H18.10/12) ・河川整備計画の審議 

 

 

河川整備基本方針(長期計画) 
■河川の総合的な保全と利用に関する基本方針 

 河川環境の整備と保全に関する事項も含む 
■基本高水・計画高水・計画横断形状・正常流量等 

河川整備計画（中期計画） 
■河川の整備計画の対象期間・目標等 

■河川整備の内容（河川工事･河川維持）等 

河川工事・維持の実施 

山口県河川委員会 

 

錦川川づくり検討委員会 

学識経験者 

 

関係住民 

市町村長 
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2.4.1 錦川水系河川整備基本方針の概要 

錦川の治水計画に関する事項について、「錦川水系河川整備基本方針(H20.7.8 策定)」では以

下のとおり定められている。 

 

【錦川水系河川整備基本方針】 

第２章 河川の整備の基本となるべき事項 

第１節 基本高水並びにその河道及び洪水調節施設への配分に関する事項 

基本高水のピーク流量は、流域の人口、資産、面積等を勘案し、昭和 25 年 9 月、昭和 26 年

10 月、平成 11 年 9 月洪水等の既往洪水を踏まえ、100 年に 1 回程度の降雨により発生する洪水

に対応するものとし、基準地点臥竜橋において 5,300m3/s とする。このうち、流域内の洪水調節

施設により 2,050m3/s を調節し、河道への配分流量を 3,250m3/s とする。 

 

表 2.4.2 基本高水のピーク流量等一覧表 

河川名 
基 準 

地点名 

基本高水の 

ピーク流量 

洪水調節施設 

による 

調節流量 

河道への 

配分流量 

錦川 臥竜橋 5,300 2,050 3,250 

                           （単位：m3/s） 

 

 

第２節 主要な地点における計画高水流量に関する事項 

 錦川における計画高水流量は、基準地点臥竜橋において 3,250m3/s とし、錦川本川

（今津川）に 1,400m3/s、門前川に 1,850m3/s を分流する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              ■ ： 基準地点 

                            単位：m3/s 

 図 2.4.2 錦川計画高水流量配分図 

1,400 

1,850 

門前川 

錦川（今津川） 

基準地点 

臥竜橋 

3,250 

瀬 

戸 

内 

海 
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図 2.4.3 錦川計画高水流量配分図 
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バイパス 
トンネル 

800 

〔5,300〕 
《4,690》   
（4,400） 
3,250 

2,450 
ﾊﾞｲﾊﾟｽ区間 

〔4,260〕 
《4,250》 
(3,860) 
2,580  

〔2,800〕 
《2,800》 
 (2,520) 

1,590 

〔1,990〕 
<<1,540>> 
（1,060） 
  1,060 

<1,310> 
1,020 

   700 
 

〔1,960〕 
 1,500 

  

<800> 
560  
560  

1,360 
 

・ 

<140> 
110 
100 

 

・ ・ 

広瀬 

<50> 
50 
40 

 

<290> 
270 
230 

 

各地点表示 ダム地点表示 〔〕  ：基本高水流量 

《》  ：(菅野＋生見川ダム)ダム調節後 

（）  ：(菅野＋生見川＋平瀬)ダム調節後 

  ：ダム群調節後 

<>  ：サーチャージ水位時放流量 

 ：ダム最大放流量 

     ：流入ピーク時放流量 

  

790 
 

 

540 
 

 

1220 
 

 

将来計画ダム 

図 2.4.4 計画高水流量ハイドログラフ 
図５.３.３　臥竜橋基準点洪水調節図

（臥竜橋　1/100，360mm/2日）

計画高水決定洪水
（S26.10.13型）

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

S26.10.13
13:00

20:00 3:00 10:00 17:00 24:00 7:00 14:00 21:00 4:00 時刻ｔ

流
量
　
Ｑ
(m

3
/s
)

5,274m3/s(基本高水ピーク流量）

4,689m3/s(菅野ダム＋生見川ダム後）

4,400m3/s（平瀬ダム後）

3,245m3/s（計画ダム群後）
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2.4.2 錦川水系河川整備計画の概要 

錦川の治水計画に関する事項について、「錦川水系河川整備計画(H21.1.29 策定)」では以下

のとおり定められている。 

(1)計画対象区間 

河川整備計画の対象区間は、2級河川に指定されている全ての区間とする。 

(2)対象期間 

 河川整備計画の対象期間は概ね 30 年とする。 

 

2.4.3 流量に関する目標 

河川流量に関する整備目標は、既往洪水規模と河道の整備状況を踏まえた整備に係る事業期間

のバランスを考慮して決定している。 

 

２．河川整備計画の目標に関する事項 

2.4 河川整備計画の目標 

2.4.1 洪水、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する目標 

本計画の上位計画である錦川水系河川整備基本方針では、100 年に 1 回程度発生する洪水に

対し、基本高水のピーク流量を基準地点“臥竜橋”において 5,300m3/s とし、流域内の洪水調節

施設により 2,050m3/s を調節し、河道への流量配分を 3,250m3/s としています。 

この計画における洪水を安全に流下させる河川整備を実現するためには、膨大な事業費と期

間を要します。したがって、錦川の当面の河川整備の内容を定める河川整備計画においては、過

去の水害の発生状況、流域内の資産状況、河川整備の進捗状況、及び投資規模等の社会的・現実

的な諸条件等を総合的に勘案し、戦後第 3位で、錦帯橋を流失させたことで知られる昭和 25 年

9 月キジア台風洪水規模の出水を目標とし、浸水被害の軽減に努めます。 

このため、既設の菅野ダム・生見川ダムと新設の平瀬ダムによって洪水調節を行い、名勝で

ある錦帯橋地点で安全に流下できる流量である 2,450m3/s を同地点の河道の目標流量とします。 

しかしながら、錦帯橋地点より下流区間については、高度な土地利用がなされ資産も集中し

ており、築堤区間であることから洪水被害が甚大化する恐れがあります。このことから、基準点

“臥竜橋”における目標流量については、下流の横断工作物に支障のない範囲で流下能力の向上

に努め、2,450 m3/s を 2,800m3/s として洪水の安全な流下を図ります。 

なお、戦後最大であった平成 17 年 9 月台風 14 号洪水規模の出水に対しては、浸水被害の軽

減に努めます。 
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表 2.4.3  目標とする整備規模および流量 

河 川 名 地 点 
整備計画の 

規 模 

整備計画の 

目標流量 
計画高水位 

錦
にしき

 川
がわ

 

臥
が

竜
りょう

橋
ばし

 
昭和 25 年 9 月 

キジア台風洪水 2,800 m3/s 注 2) T.P.+7.587m 注 1) 

錦 帯 橋
きんたいきょう

 
昭和 25 年 9 月 

キジア台風洪水 2,450 m3/s T.P.+9.000m 注 1) 

注 1）T.P.：東京湾中等潮位（2000 年以前の測地結果による表示） 

注 2）臥竜橋地点においては、沿川の資産状況等から目標流量を引き上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.6 河川整備計画の目標流量 

 

 

図 2.4.5 河道整備における目標流量 
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〔     〕:基本高水ピーク流量(1/100) 
(     ) :計画高水流量(1/100) 
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･ 2,450 

基準地点 

“臥竜橋” 

錦 川 

錦 
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河川整備計画の目標流量 ※計画規模1/10（キジア台風実績）の洪水を安全に流下させる。 

平成17年14号台風洪水に対しては、浸水被害の軽減を図る。 

黒字：平瀬ダムなし(キジア台風)

赤字：平瀬ダムあり(キジア台風)

青字：平瀬ダムなし(H17，14号台風)
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2.4.4 対応施策 

河川整備計画における対応施策を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号 河 川 名 種 別 対 象 区 間 

A 錦
にしき

  川
がわ

 ダム建設 岩国市錦町広瀬
ひろせ

 （平瀬ダム） 

B 錦
にしき

 川
がわ

（今
いま

津川
づがわ

） 河道整備 
錦川（今津川）八 幡 堰

はちまんぜき

上流から行波
ゆかば

付

近（保木川の支川処理区間含む） 

C 錦
にしき

  川
がわ

 河道整備 岩国市美川町南桑
なぐわ

付近 

D 牛
うし

 野
の

 谷
や

 川
がわ

 排水機場整備 岩国市牛野谷付近 

表 2.4.4 錦川水系の河川整備計画における工事対象区間 

図 2.4.7  工事対象区間位置図 
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河川沿いの土地利用状況や資産集積状況、地形状況、河道状況（築堤・掘込区間の別など）等

を総合的に判断し、洪水を流下させる断面について、以下の３つの確保方法で設定する。 

 

目標流量に対する流下断面の確保の考え方 

①「安全な流下を図る」：河道断面に余裕高を確保し、洪水を流下させる。 

②「氾濫を防止する」 ：河道断面に余裕高は確保できないが、氾濫は防止する。 

③「家屋浸水を防止する」：田畑の氾濫は許容するが、家屋への浸水は防止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
・築堤河道 
・資産が集中 
・背後地の土地利用が市街地 

「目標流量の安全な流下を図る」 

「14 号流量に対し氾濫を防止する」 

「14 号流量水位」 「目標流量水位」 

（キジア台風洪水相当） 
余裕高 

掘削 

A 河道や周辺地域の特性 
 

「目標流量に対し氾濫を防止する」 

「14 号流量に対し家屋浸水を防止する」 

 
・掘込河道、無堤部あり 
・土地利用が田畑主体 
・遊水機能を有する 

氾濫しないように 

築堤する 

「14 号流量水位」 

田畑等 

掘削 

(超過洪水に対し、 

遊水機能を維持する) 

 

Ｂ 河道や周辺地域の特性 

「目標流量水位」 

（キジア台風洪水相当） 

 

南桑地区 

「目標流量の安全な流下を図る」 

「14 号流量に対し氾濫を防止する」 

 

・山間狭隘河道 

・氾濫原がない 

「14 号流量水位」 

余裕高 

Ｃ 河道や周辺地域の特性 

「目標流量水位」 

（キジア台風洪水相当） 

図 2.4.4 目標流量に対する流下断面の確保の考え方 

岩国市街地

御庄

行波

南桑

Ｂ

A

Ｃ
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錦川本川では、戦後第３位の昭和 25 年９月キジア台風洪水規模を安全に流下させること、戦

後最大となった平成 17年台風 14 号洪水で浸水被害の軽減を図ることを目標とする。 
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川 

流下能力向上区間 L=約 17,700m 単位：m3/s 

南桑 
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ダム地点表示 

<>  ：サーチャージ水位時放流量 

  ：ダム最大放流量 

     ：流入ピーク時放流量 

 

･3,400 
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本
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南桑 

 

流下能力向上区間 
L=約 2,700m 

バイパス 
トンネル 

･2,950 

 

       :整備計画目標流量 
〔     〕:基本高水ピーク流量(1/100) 
(     ) :計画高水流量(1/100) 

 

(800) 

･3,120 ･3,400 

山
陽
新
幹
線 

（今 
津 

川） 

錦 
川 

 

<1,310> 
790 

<800> 
1,200 450 

450 
1,170 

330 

単位：m3/s 

ダム地点表示 

<>  ：サーチャージ水位時放流量 

  ：ダム最大放流量 

     ：流入ピーク時放流量 

図 2.4.5 目標流量と整備区間〔キジア台風〕 

図 2.4.6 目標流量と整備区間〔平成 17年台風 14号〕 
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(1) 箇所別の実施内容 

整備計画で実施する流下能力向上対策箇所は、下表及び下図に示す。 

箇所別の流下能力向上対策の横断的イメージを、次頁以降に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ｃ 錦 川 

（岩国市美川町南桑付近）Ｌ=約 2,700m 

No.153 
(南桑) 

図 2.4.7  

表 2.4.5 整備計画で実施する流下能力向上対策箇所 

記号 河川名 整備区間 
整備計画目標流量 

（m3/s） 

延長 

(m) 
実施内容 

Ａ 
錦川 

（今津川） 

岩国市山手町4丁目地先～ 

門前川分派点 1,050 約930 
・河床掘削 

・護  岸 

・築  堤 
Ｂ 錦川 門前川分派点～行波付近 2,800～2,200 約16,800 

Ｃ 錦川 岩国市美川町南桑付近 1,950 約2,700 
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＜A 区間＞ 

1) 岩国市愛宕橋付近：錦川・No.26 

 

 

 

 

発達した中州は河積を阻害しており、上流区間の流下能力の向上のため、中州の掘削と合わせ繁茂する樹木を除去。

掘削に当たっては、動植物の生息・生育環境に配慮。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜B 区間＞ 

2) 岩国市横山付近：錦川・No.44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

護岸を設置。護岸は環境保全型護岸など

により、動植物の生息・生育環境に配慮。 
低水路を拡幅し、護岸を設置。護岸は環境保全型護岸

などにより、動植物の生息・生育環境に配慮。 

中州の掘削、樹木の伐採 

河床掘削 

竹林の一部伐採 

図 2.4.12 流下能力向上対策イメージ（A 区間） 

図 2.4.13 流下能力向上対策イメージ（B 区間）  



 2-45 

3) 岩国市藤河付近：錦川・No.52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 岩国市南河内付近：錦川・No.87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低水路を拡幅し、護岸を設置。護岸は環境保全

型護岸などにより、動植物の生息・生育環境に

配慮。 

 

掘削に当たっては、動植物の生息・生育環境

に配慮。 

 

護岸整備 

河床掘削 

築堤及び護岸を設置。護岸は環境保全型護岸などにより、動植物

の生息・生育環境に配慮。 

保木川 錦川 

築堤 

図 2.4.8 流下能力向上対策イメージ（B 区間） 

図 2.4.9 流下能力向上対策イメージ（B 区間） 
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＜C 区間＞ 

5) 岩国市南桑付近：錦川・No.153 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

景観に配慮した護岸を新設。下流部の河床掘削にあたっては、

カジカガエルなど動植物の生息・生育環境に配慮。 

護岸整備 

図 2.4.10 
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2.4.5 河川整備計画の進捗状況 

各事業の実施状況は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4.17 河川整備計画の事業実施状況 

 

広域河川改修事業 

(錦川(今津川) L=930m） 

広域河川改修事業 

（錦川 L=16,800m） 

ふるさとの川整備事業 

（L=8,800m H4～） 

 

牛野谷川排水機場 

（H18着手～H20完成） 

河川激甚災害対策特別緊急事業 

（藤河地区 L=5,600m H17着手～H21概成） 

河川激甚災害対策特別緊急事業 

（南桑地区 L=2,700m H17着手～H21概成） 
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河川整備計画対象区間の内で激特区間の改修は H21 までに概成しており、状況を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横山付近 

藤河付近 

  

河床掘削 

竹林の一部伐採 
 

整備前の状況 

 

整備前の状況 

 

（岩国市横山付近） 

（岩国市藤河付近） 
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 牛野谷川排水機場は、H20 に完了しており、状況を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

護岸整備 

整備前の状況 

 

（岩国市南桑付近） （岩国市南桑付近） （岩国市南桑付近） 

牛野谷川 牛野谷川 

南桑付近 

図 2.4.11 牛野谷川排水機場の整備状況 
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2.5 現行の利水計画 

2.5.1 錦川水系河川整備基本方針の概要 

錦川の利水計画に関する事項について、「錦川水系河川整備基本方針(H20.7.8 策定)」では以

下のとおり定められている。 

 

【錦川水系河川整備基本方針】 

第２章 河川の整備の基本となるべき事項 

第４節 主要な地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量に関する事項 

  臥竜橋地点における流水の正常な機能を維持するため必要な流量は、利水の現状、動植物の

保護、漁業等を考慮し、かんがい期 11.67m3/s、非かんがい期 10.42m3/s とする。 

 

 

 

 

2.5.2 錦川水系河川整備計画の概要 

錦川の利水計画に関する事項について、「錦川水系河川整備計画(H21.1.29 策定)」では以下

のとおり定められている。 

 

【錦川水系河川整備計画】 

2.河川整備計画の目標に関する事項 

2.4.2 河川の適正な利用及び流水の正常な機能の維持に関する目標 

（２）流水の正常な機能の維持 

 流水の正常な機能を維持するため必要な流量については、河川整備基本方針において、動植

物の生息・生育環境の保護、漁業、景観、水質などの河川維持流量及び水利流量を確保する観

点から、基準地点“臥竜橋”において概ね 12m3/s としています。 

河川整備計画においては、既設ダム群を適切に運用するとともに、新たに錦町広瀬地内に平

瀬ダムを建設し、渇水被害の軽減に努めます。 

 また、平成 6年渇水のような異常渇水においても被害を最小限に抑えるため、河川管理者と

水利権者相互の情報交換を行い、緊急時における水融通の円滑化を図るなど関係機関との連携

強化に努めます。 
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３．河川整備の実施に関する事項 

3.1 河川工事の目的、種類及び施行の場所並びに当該河川工事の施行により 

設置される河川管理施設の機能の概要 

(1)平瀬ダム建設 

 

2) 流水の正常な機能の維持 

ダム下流の既得の農業用水、生活用水、工業用水の安定取水、動植物の生息・生育環境

の保全、河川景観の保持などのため、10 年に１回程度発生すると考えられる渇水時にも錦

町広瀬地点において概ね 1.5m3/s の流量を確保するとともに、ダム下流区間における渇水被

害の軽減を図ります。 

この目的のため、利水容量 3,160,000m3を確保します。 

3) 水道用水の開発 

錦町の水道用水として、新たに 1 日 400m3 の取水を可能にするため、利水容量 40,000m3

を確保します。 

4) 発電 

流水の正常な機能の維持のための用水や水道用水等としてダムから放流する水を利用し、

最大出力 1,100 キロワットの発電を行います。 
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2.5.3 上水道計画 

岩国市錦町の広瀬簡易水道は、昭和 38 年に創設された。平成 7 年に下水道事業計画（広瀬地

区）が策定され、既設の簡易水道の施設能力が下水道に対応するだけの水量・水圧が不足してい

たことから、平成 8年に簡易水道事業の経営変更認可を取得し、平成 8年度から広瀬地区の水道

施設整備工事と下水道整備工事の同時施工により平成 16 年度に完了した。また平成 5 年頃から

水道未普及地域の広東地区から水道施設整備の陳情があったことにより、平成 16 年度に経営変

更認可を取得し、広東地区の水道施設整備を平成 19 年度に完了した。 

両地区の増加水量分の水源となる平瀬ダムは建設中であり、全給水区域で給水開始して既得水

利権では水量が不足するため、現在は暫定豊水水利権により計画取水量を確保・対応している。  

錦川の山口県岩国市錦町広瀬地先に重力式コンクリートダムを築造することで、利水容量

3,200,000m3（うち水道用水容量 40,000m3）を確保し、広瀬地区における上水道用水 400m3/日を

確保する。 

取水方法としては、左支川木谷川より取水し、導水管によって広瀬浄水場へ導いた後、広瀬・

広東地区へ配水している。取水相当量を平瀬ダムにより補給し、下流の取水へ影響を及ぼさない

ようにする計画としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.5.1 広瀬・広東地区簡易水道事業の概要平面図 

（単独） 

（H18完了） 

 （H16完了） 

広瀬配水池 V=800m3 

 （H16完了） 

（H16完了） 

配水管（H16完了） 

（H17完了） 

※旧岩日線トンネル

(未供用)を活用 

配水管（H19完了） 

水道計画（H16認可） 

 ・計画給水人口        ：２，２７０人 

 ・需要量（計画１日最大給水量）：９９５ｍ３ ／日 

 ・取水量（計画１日最大取水量）：１，０１８ｍ３／日（内新規分４００ｍ３／日） 

 ・利水（水道）容量      ：４０，０００ｍ３ 

【現計画】 
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2.5.4 流水の正常な機能の維持 

(1) 維持流量 

維持流量は、「動植物の生息地または生育地の状況」、「景観」から検討した必要流量を河

川区分毎にその最大値で設定した。 

 

項 目 維持流量を 
検討した項目 検討対象外とした理由 

①動植物の生息地また
は生育地の状況 ○(設定)  
②景 観 ○(設定)  
③流水の清潔の保持 △(参考として検討) 現状は水質環境基準を満足しているため 

④舟 運 － 「錦帯橋の鵜飼舟」について、過去の渇水時における運行
中止はない 

⑤漁 業 － ノリの養殖等の特殊事情はなく、「動植物の生息地または生
育地の状況」からの必要流量で満足される 

⑥塩害の防止 － 
今津川は八幡井堰、門前川は牛野谷頭首工があり、特に潮
位の高い大潮時以外の塩水遡上はない。堰下流では取水
はなく、過去に地下水の塩水化等の障害事例もない。 

⑦河口閉塞の防止 － 過去に河口閉塞による障害報告がない 

⑧河川管理施設の保護 － 護岸等の河川管理施設はコンクリートおよび石構造であり、
水没を要する木製等のものは無い。 

⑨地下水位の維持 － 
錦川下流地域沿川の地下水位は潮位や河川水位との相関
はなく、年間を通じてほぼ一定である。 
河川流量の減少で地下水位が低下し、取水障害が発生し
た被害報告は過去にない。 

⑩観光 － 流量減が影響するような観光はない。 
⑪豊かなふれあい確保 － 景観からの必要流量が確保されていれば問題ない。 
 

正常流量を決定根拠となるのは、概ね以下の地点・期間である。 

  ・今津川八幡井堰：①動植物（魚道のアユ遡上 1 月 1 日～12 月 31 日） 

  ・錦城橋上流：①動植物（アユ産卵 10 月 1日～12月 31 日） 

  ・本郷川合流点下流：①動植物（アユ産卵 10 月 1日～12 月 31 日） 

  ・宇佐川合流点～平瀬ダム：①動植物（ウグイ産卵 1 月 1日～9月 30日・アユ産卵 10月 1日～

12 月 31 日） 
 

 

表 2.5.1 維持流量の設定 
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(2) 水利流量 

錦川の既得水利は、下表のとおり利用されている。 

 

 

河川 
  
許・慣 用水名 管理者名 灌漑面積 

(ha） 

取水量（ｍ
3
/s） 

    代かき期 非かんがい期 
  期間 取水量 期間 取水量 

今津川 
1 許可 麻里布用水   93 4/20 ～ 10/10 0.362  10/11 ～ 4/19 ― 
2 許可 川下用水   46 4/20 ～ 10/10 0.195  10/11 ～ 4/19 ― 

錦川 

3 許可 愛宕用水   215 4/1 ～ 10/30 0.694  11/1 ～ 3/31 ― 
4 許可 持国揚水機 持国水利組合 3 4/1 ～ 9/30 0.080  10/1 ～ 3/31 ― 
5 許可 杭名揚水機 岩国市杭名土地改良区 2 5/1 ～ 10/10 0.050  10/11 ～ 4/30 ― 
6 許可 行波第一揚水機 岩国市行波土地改良区 5 5/1 ～ 10/6 0.060  10/7 ～ 4/30 ― 
7 許可 下揚水機 岩国市下土地改良区 7 5/1 ～ 10/6 0.075  10/7 ～ 4/30 ― 
8 許可 行波第二揚水機 岩国市行波土地改良区 2 5/1 ～ 10/6 0.094  10/7 ～ 4/30 ― 
9 許可 天尾揚水機 岩国市天尾土地改良区 5 4/20 ～ 10/10 0.075  10/11 ～ 4/19 ― 

合計 計 378       1.685        0.000  

 

 

 

  地点 種 別 用水名 
取水量（m

3
／s） 

備 考 
かんがい期 非かんがい期 

錦川 臥 竜 橋 地 点 

工 水 

  岩国市工水     0.3306 
 

帝人 1.1134 
 

東洋紡      2.0875 
 

日本製紙 3.7714 
 

生見川工水      1.4800 生見川ダム開発水量 

上 水 岩国市上水      0.922 
 

慣 行 その他用水      0.1159 
 

 

 

表 2.5.2(1) 農業用水水利権一覧表 

表 2.5.2(2) 都市用水水利権一覧表 



 2-55 

(3) 正常流量 

維持流量、水利流量、現況流量のデータより、縦断的水収支計算から臥竜橋地点で次のとお

り正常流量を設定した。 

 

代表地点名 

流域 

面積 

(km2) 

期  間 

期間Ⅰ 

1/1～3/31 

期間Ⅱ 

4/1～9/30 

期間Ⅲ 

10/1～10/30 

期間Ⅳ 

10/31～12/31 

臥 竜 橋 889.8 
10.42 11.67 11.67 10.42 

(1.17) (1.31) (1.31) (1.17) 

平瀬ダム地点 336.2 
1.22 1.22 1.46 1.46 

(0.36) (0.36) (0.43) (0.43) 

 
 
 

(4) 利水容量 

平瀬ダムの利水容量（不特定＋上水道）は、昭和 34 年～平成 15 年までのデータによる利
水計算を行い、基準年昭和 42年における補給を可能とする 3,200 千 m3 とした。 

 

注）（ ）値は 100km2当たりの比流量を表す。（単位：m3/s／100km2） 

表 2.5.4  正常流量の設定値 
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3. 検証対象ダムの概要 

3.1 平瀬ダム事業の目的 

(1)洪水調節 

ダム地点の計画高水流量１，５００ｍ3／ｓのうち、８００ ｍ3 ／ｓの洪水調節を行い、錦川

沿川地域の水害を防御する。 

(2)利水 

ダム地点下流沿川の既得用水の確保や、錦川にみられる動植物の生息・生育環境の保全に必要

な流量の確保、さらには岩国市錦町の水道用水として新たに取水される流量（４００ｍ3／日）

の確保ができるように、ダムから安定した流水を補給する。 

(3)発電 

ダムから放流する流水を利用し、水力発電所（山口県企業局）により電気（最大１，１００ｋ

Ｗ）を発電する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダム名 平瀬ダム 

位置 山口県岩国市錦町広瀬地先 

ダム諸元 

形式 重力式コンクリートダム 

堤高 約73ｍ 

堤頂長 約300ｍ 

堤体積 約340,000㎥ 

貯水池諸元 

総貯水容量 29,500,000㎥ 

有効貯水容量 27,500,000㎥ 

洪水調節容量 24,300,000㎥ 

利水容量 3,200,000㎥ 

堆砂量 2,000,000㎥ 

図 3.1.1 平瀬ダム事業 概要図 

表 3.1.1 平瀬ダムの概要 
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最低水位   EL 118.0m 

常時満水位 EL 128.1m 

サーチャージ水位 EL 158.1m 

80 

100 

120 

140 

160 

180 EL.(m) 

ダ
ム
高
約

73
.0

m 

洪水調節容量 
24,300,000m3 

利水容量 3,200,000m3 

流水の正常な 
機能の維持   3,160,000m3 
水道用水      40,000m3 

発電      (3,200,000m3) 
 

利水容量 
3,200,000m3 

堆砂容量 
2,000,000m3 

総貯水容量 
29,500,000m3 

有効貯水容量 
27,500,000m3 

図 3.1.2 平瀬ダム容量配分図 
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3.2 平瀬ダム事業の経緯と進捗 

平瀬ダム事業については、国道 434 号などの付替道路工事を進めるとともに、H21.5 には転流

工（ダム本体工事の際に流水を迂回するためのトンネル）を完成している。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.2.2 現在の進捗状況（平成２２年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    項目および進捗状況 

事業費ベース：約６９％ 

  用地買収：９９％完了 

  転流工：平成２１年５月完成 

  付替国道４３４号：９７％完成（Ｈ２３供用予定） 

  付替県道錦鹿野線：平成１９年２月完成 

  付替市道６５％ 

  付替林道１２％ 

年月 事業内容 

昭和25年9月 整備計画決定洪水であるキジア台風が発生 

昭和26年10月 ルース台風により浸水被害発生 

昭和48年 実施計画調査着手 

昭和63年 建設事業着手 

平成5年2月 補償基準妥結 

平成6年3月 ダム事業全体計画認可 

平成9年11月 工事実施基本計画認可 

平成元年 付替道路工事着手 

平成17年9月 台風14号により甚大な浸水被害発生 

平成20年7月 「錦川水系河川整備基本方針」策定 

平成21年1月 「錦川水系河川整備計画」策定 

ﾀﾞﾑサイト(右岸上流より) 

図 3.2.1 平瀬ダム予定地の現状 

表 3.2.1 平瀬ダム事業の経緯 
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（平瀬ダム事業） 
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4. 平瀬ダム事業の検証に係る検討の内容 

4.1 検証対象ダム事業等の点検 

 

基本計画等の作成または変更から長期間が経過しているダム事業については、必要に応じて総

事業費、堆砂計画、工期や過去の洪水実績など計画の前提となっているデータ等について詳細に

点検を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）総事業費の点検 

（２）工期の点検 

平瀬ダム事業の完成工期の点検を行う。 

（３）治水計画の点検 

近年の洪水実績を考慮した上で、錦川の治水計画の現時点における点検を行う。 

（４）利水計画の点検 

近年の降雨実績を考慮した上で、利水計画（上水道・不特定）の観点からの現時点における点検を行

う。 

（５）堆砂計画の点検 

近年の堆積実績を踏まえ、平瀬ダム事業の堆砂計画の現時点における点検を行う。 

 

 

 

 

（６）ダム計画の点検 

現時点における、平瀬ダム事業の費用対効果の点検を行う。 

 

平瀬ダム事業の総事業費の点検を行う。 
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4.1.1 総事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1.1  平瀬ダム事業費 

(単位：百万円) 

費   目 総事業費 
平成 22年度まで 

 執行済額 

平成23年度以降 

 残事業費 

事 業 費  74,000 51,389 22,611 

工 事 費  72,935 50,620 22,315 

事 務 費  1,065 769 296 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平瀬ダムの総事業費については、既計画である整備計画（平成２１年１月策定）

に対して、現在まで、付替国道等の工事のみを実施してきており、平成２１、２

２年度の進捗に合わせて事業費の精査を行った結果、総事業に変更はない。 

 

    建設に要する費用の概算額：７４０億円 
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4.1.2 工期 

 

平瀬ダム建設事業については、既計画である整備計画（平成２１年１月策定）において平成２

６年度完成として事業を進めてきたが、現状の県の財政状況を踏まえ、工期を平成３３年度まで

に延長する。 

 工期：昭和６３年度から平成２６年度まで → 昭和６３年度から平成３３年度まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平瀬ダム建設事業工程表

工種 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

調査設計

用地補償

付替道路

転流工

ダム本体

試験湛水

ダム詳細設計・付替道路詳細設計、用地補償調査

用地買収

付替道路工事

ダム本体工着手

試験湛水

転流工

ダム詳細設計・付替道路詳細設計、用地補償調査

用地買収

付替道路工事

ダム本体工着手

試験湛水

転流工

図 4.1 平瀬ダム建設事業工程表 
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4.1.3 治水計画 

錦川水系河川整備基本方針策定時は、昭和 34年～平成 11 年の雨量データを用いて算定を行っ

ており、近年（平成 12年～平成 22年）の雨量データを追加して検討を行った。 

（１）河川整備基本方針 

① 年最大雨量の抽出 

河川整備基本方針策定後の近年（平成12年～平成22年）の年最大２日雨量を算出し、対象洪水

を追加した。 

 

 

 

② 計画降雨継続時間の算定 

 以下より、降雨継続時間は「２日」とする。 

・主要降雨群の平均継続日数は2.2日、26.7時間である。 

・100mm以上の降雨に対する包絡率は、2日雨量で約78％となっている。 

・確率雨量を求める標本数が85ヵ年分あり、時間単位雨量の標本数：60ヵ年より多くの標本を

確保でき、統計的信頼性が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

S 1 7 5 184.2 S 21 4 30 148.2 S 41 6 30 183.0 S 61 6 15 209.1 H 12 5 26 105.0
2 7 6 140.2 22 6 23 146.3 42 7 1 125.0 62 7 14 143.5 13 6 19 183.7
3 6 24 219.6 23 8 25 144.3 43 9 24 123.5 63 6 1 132.3 14 9 16 116.6
4 5 6 110.2 24 8 17 162.4 44 7 7 208.0 H 1 9 1 194.3 15 7 18 113.8
5 8 12 181.5 25 9 12 328.8 45 8 14 187.8 2 6 14 235.4 16 8 30 199.8
6 7 20 97.2 26 10 13 288.1 46 8 4 229.0 3 7 3 176.1 17 9 6 414.1
7 7 6 115.8 27 7 1 142.9 47 8 20 212.0 4 8 7 185.6 18 4 9 188.7
8 5 15 114.7 28 6 27 173.2 48 6 25 147.6 5 7 27 185.3 19 8 2 120.2
9 9 19 153.4 29 9 24 200.1 49 9 7 232.7 6 7 25 125.6 20 6 20 128.5

10 6 27 237.9 30 4 15 222.1 50 6 23 157.4 7 7 2 228.8 21 7 20 169.8
11 7 22 162.6 31 6 29 161.1 51 4 28 154.7 8 8 13 141.1 22 7 12 270.0
12 7 25 125.0 32 7 2 185.8 52 4 24 151.6 9 6 27 209.1
13 6 12 197.1 33 4 21 120.9 53 6 10 134.9 10 10 16 140.2
14 10 15 81.2 34 7 13 159.3 54 6 26 194.6 11 9 23 165.5
15 6 25 202.6 35 7 7 234.0 55 6 30 162.3
16 6 25 341.8 36 7 4 192.1 56 6 25 279.1
17 3 28 102.8 37 7 4 170.4 57 7 15 200.9
18 7 22 264.4 38 8 9 226.9 58 6 19 155.8
19 9 16 105.6 39 6 25 189.1 59 8 20 175.3
20 9 16 231.8 40 6 18 217.2 60 6 23 267.4

生起年月日 流域平均
２日雨量

生起年月日 流域平均
２日雨量

生起年月日 流域平均
２日雨量

生起年月日 流域平均
２日雨量

生起年月日 流域平均
２日雨量

 

追加対象降雨 

一雨降雨（100mm以上）

0
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1 2 3 4

継続日数（日界９時の場合）

個
数

0.0%
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40.0%
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60.0%
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80.0%

90.0%

100.0%

個数

累積頻度

図 4.2 ピーク流量とｎ

（１～３）日雨量の関係 
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③ 計画降雨量の算定 

 既計画での降雨量の統計期間は、昭和元年～平成11年で、100年確率での計画降雨量は360mm／2

日としている。 

平成12年以降の降雨を追加し、昭和元年から平成22年までの年最大2日雨量を確率統計処理した。

この結果、既定計画降雨量は、近年の降雨も含めて検討しても確率規模1／100で計算された範囲

に含まれており、妥当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針確率 

1/100 

基本方針 

計画降雨量 

360mm/2day 

 

409.0 349.4 

1/100 

360 

H12（105.0） 

H13（183.7） 

H14（116.6） H15（113.8） 

H16（199.8） 

H17（414.1） 

H18（188.7） 

H19（120.2） 
H20（128.5） 

H21（169.8） 

H22（270.0） 

水系名 錦川(S1～H22) 河川名 錦川(n=84) 地点名 臥竜橋 データ件数 85

計算手法 Exp Gumbel SqrtEt Gev LogP3 Iwai LN3Q LN3PM LN2LM LN2PM

SLSC(99%) 0.041 0.022 0.024 0.023 0.017 0.017 0.017 0.024 0.019 0.019

確率水文量 確率年 Exp Gumbel SqrtEt Gev LogP3 Iwai LN3Q LN3PM LN2LM LN2PM
2 161.5 171.1 168.4 171.3 170.9 171.4 171.3 169.5 172.4 172.4
3 186.7 195.2 193.5 195.4 195.0 195.6 195.4 193.4 196.5 196.5
5 218.4 221.9 223.4 222.2 221.9 222.3 222.0 220.6 222.7 222.6
10 261.5 255.6 263.6 255.6 255.7 255.5 254.9 255.2 254.6 254.4
20 304.6 287.8 305.1 287.4 288.3 286.8 286.1 289.1 284.3 284.1
30 329.8 306.4 330.1 305.7 307.1 304.8 303.9 308.8 301.2 300.8
50 361.5 329.6 362.8 328.5 330.8 327.2 326.2 333.9 322.0 321.6
80 390.7 350.8 393.9 349.2 352.8 347.7 346.5 357.1 340.9 340.5
100 404.6 360.9 409.0 359.0 363.3 357.4 356.2 368.2 349.9 349.4
150 429.8 379.2 437.2 376.8 382.5 375.0 373.8 388.6 366.0 365.5
200 447.7 392.1 457.7 389.3 396.2 387.6 386.3 403.3 377.4 376.8

JackKnife推定誤差 確率年 Exp Gumbel SqrtEt Gev LogP3 Iwai LN3Q LN3PM LN2LM LN2PM
100 27.3 22.9 27.0 41.3 38.7 51.2 41.5 41.5 23.6 23.8

確率統計解析

手法の1/100確

率水文量 
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 H12～H22年の降雨を追加して、河川整備基本方針の確率年（100年）に対する降雨量を算定した

結果、349.4mmから409.0mmまでの値となった。これより、既定計画雨量はこの範囲にあり、妥当

である。 

表 4.1.2 計画雨量の検証結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 時間分布、空間分布の異常性の検討 

150mm/2日以上でかつ臥竜橋1,000m3/s以上、または菅野ダム流入量310m3/s以上の降雨を対象と

して、引き伸し後の降雨が、時間分布、空間分布が基準値を超える降雨を棄却し、計画対象降雨

を選定した。 

 河川整備基本方針検討時における時間雨量の存在する昭和25年から平成11年までの計画対象降

雨の選定結果は、以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画規模 
計画降雨 

（2日雨量） 

検討結果 

（確率評価値； 2日雨量） 
評価 

河川整備基本方針 

1/100 
360mm 

評価範囲 

349.4mm≦Ｒ≦409.0mm 

既定計画降雨量は、確率

評価値の範囲に入ってお

り妥当である。 

臥竜橋地点（1/100）

降雨倍率
洪水到達時間の
1/2（≒6時間）

洪水到達時間
(=11時間) 西部流域 北東部流域 南東部流域

2day-R = 360mm
洪水到達時間の
1/2（≒6時間）

洪水到達時間
(=11時間)

西部
流域

北東部
流域

南東部
流域

洪水到達時間の
1/2（≒6時間）

洪水到達時間
(=11時間)

西部
流域

北東部
流域

南東部
流域

基準値 188mm 基準値 223mm 基準値 413mm 基準値 389mm 基準値 385mm

S25.9.12 328.8 1.095 110.3 174.3 322.7 336.5 327.7 120.7 190.9 353.3 368.5 358.9      ○ S25.9.12

S26.10.13 288.1 1.250 140.6 156.8 255.9 311.1 307.2 175.7 196.1 319.9 388.9 384.0      ○ S26.10.13

S32.7.1～2 168.4 2.138 91.5 98.9 182.7 153.9 164.6 195.6 210.3 390.6 329.1 352.0 ×      S32.7.1～2

S32.7.2～3 185.8 1.938 91.5 98.9 208.7 176.7 163.8 177.3 191.6 404.5 342.4 317.4      ○ S32.7.2～3

S35.7.7 234.0 1.538 153.7 208.6 248.5 213.5 236.4 236.4 320.9 382.2 328.3 363.6 × ×     S35.7.7

S39.6.26 179.8 2.002 104.3 120.9 210.6 164.2 174.4 208.9 242.0 421.7 328.8 349.1 × × ×    S39.6.26

S40.6.18 217.2 1.657 97.2 131.1 201.8 191.5 267.7 161.1 217.3 334.3 317.4 443.5     ×  S40.6.18

S44.7.7 208.0 1.731 65.7 96.9 226.0 189.4 203.4 113.7 167.7 391.2 327.8 352.1      ○ S44.7.7

S45.8.14 187.8 1.917 151.8 172.2 191.6 203.4 164.4 291.0 330.1 367.2 389.9 315.2 × ×  ×   S45.8.14

S46.8.4 229.0 1.572 89.3 125.4 285.1 191.4 193.2 140.3 197.1 448.2 300.8 303.8   ×    S46.8.4

S47.7.10～11 179.6 2.004 69.3 82.4 207.2 205.8 110.1 83.5 123.8 415.2 412.4 220.7   × ×   S47.7.10～11

S47.7.11～12 170.4 2.113 69.3 82.4 199.6 183.2 113.8 146.4 174.2 421.7 387.1 240.4   ×    S47.7.11～12

S47.8.20 212.0 1.698 77.2 124.0 173.5 243.1 231.2 131.0 210.6 294.6 412.8 392.6    × ×  S47.8.20

S49.9.7 232.7 1.547 63.2 91.8 222.4 222.3 258.4 97.7 142.0 344.1 343.9 399.7     ×  S49.9.7

S50.8.16 155.4 2.317 104.2 143.5 144.4 167.8 149.3 241.4 332.5 334.6 388.9 346.0 × ×     S50.8.16

S51.9.12 145.9 2.467 101.2 123.7 132.6 170.9 135.7 249.7 305.1 327.0 421.7 334.8 × ×  ×   S51.9.12

S54.6.26 194.6 1.850 69.8 100.7 206.9 167.3 203.3 129.1 186.2 382.8 309.4 376.2      ○ S54.6.26

S56.6.25 279.1 1.290 72.9 114.2 293.0 271.6 266.6 94.0 147.4 377.9 350.3 343.9      ○ S56.6.25

S57.7.15 200.9 1.792 73.9 107.7 234.3 190.5 164.6 132.5 193.0 419.8 341.3 295.0   ×    S57.7.15

S59.8.21 175.3 2.054 77.2 123.0 211.4 173.7 122.4 158.6 252.6 434.3 356.8 251.4  × ×    S59.8.21

S60.6.22～23 232.5 1.548 99.7 150.3 237.7 267.8 184.5 154.3 232.6 367.9 414.6 285.5  ×  ×   S60.6.22～23

S60.6.23～24 267.4 1.346 99.7 150.3 274.8 287.0 222.6 134.1 202.2 369.9 386.2 299.6      ○ S60.6.23～24

S60.6.27 240.4 1.498 97.5 132.6 250.2 256.8 207.9 146.1 198.6 374.9 384.6 311.4      ○ S60.6.27

H2.6.15 235.4 1.529 89.2 137.3 261.2 230.3 202.3 136.3 209.9 399.3 352.2 309.3      ○ H2.6.15

H3.7.5 176.1 2.044 89.6 115.6 186.8 179.3 156.5 183.1 236.3 381.7 366.5 320.0  ×     H3.7.5

H4.8.8 185.6 1.940 165.5 176.1 170.9 201.1 189.8 321.0 341.7 331.4 390.2 368.3 × ×  ×   H4.8.8

H5.7.26～27 178.1 2.021 83.9 108.7 160.1 182.6 198.7 169.5 219.6 323.6 369.0 401.6     ×  H5.7.26～27

H5.7.27～28 185.3 1.943 83.9 108.7 155.8 189.2 223.3 162.9 211.1 302.7 367.6 433.8     ×  H5.7.27～28

H7.7.3 228.8 1.573 66.4 118.6 246.7 235.9 193.8 104.4 186.5 388.0 371.0 304.8      ○ H7.7.3

H9.5.12～13 192.1 1.874 69.0 117.0 199.2 183.1 192.3 129.2 219.3 373.4 343.0 360.4      ○ H9.5.12～13

H9.5.13～14 192.9 1.866 69.0 117.0 204.0 180.6 186.9 128.7 218.4 380.7 337.0 348.8      ○ H9.5.13～14

H9.6.28 209.1 1.722 100.9 158.6 211.8 218.0 194.8 173.8 273.1 364.8 375.4 335.4  ×     H9.6.28

H11.9.24 165.5 2.175 131.9 143.9 189.0 167.2 128.1 286.8 313.0 411.1 363.6 278.5 × ×     H11.9.24

臥竜橋地点上流域
短時間降雨量　(実績：mm)

臥竜橋地点上流域
洪水到達時間内雨量（引伸後：mm）

時間分布による棄却

洪水型 流域平均
２日雨量

洪水型
対 象
洪 水

分割流域平均２日雨量
（実績：mm）

分割流域平均２日雨量
（引伸後：mm）

地域分布による棄却（下欄：基準値mm）

 

基準地点“臥竜橋”地点における基本高水

決定降雨（S26.10.13ルース台風型）
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 今回検討期間を延長した、平成12年から平成22年までの計画対象降雨の選定結果（流域平均雨

量が150mm/2日以上でかつ臥竜橋1,000m3/s以上、または菅野ダム流入量310m3/s以上の降雨）は、

以下のとおりである。（既往最大のH17.9降雨については下記参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤治水計画の検証 

 選定した検討対象降雨（H18.6.24、H22.7.12）に対して実施した結果、計画決定降雨が既計画

と同様の「昭和26年10月ルース台風型降雨」で、基本高水ピーク流量及び計画高水流量は、

5,300m3/s、3,250 m3/sとなり、既計画は妥当である。 

 また、洪水調節容量も既計画と同一波形となり、妥当である。さらに、主要地点の流量は、既

計画と同じになることから、流量配分は妥当である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既往最大の平成１７年降雨は、実績雨量が計画降雨を上回ることから、実績降雨で評価する。 

地域分布および時間分布から判断すると、特異な降雨と位置付けられ、対象降雨として選定し

ない。※ 

参考として実績降雨を与え、流出計算した結果、基本高水流量は、「基本方針」を２％程度上回

るが、基本方針の洪水調節施設を配置すれば計画高水流量を下回る。 

※）錦川水系河川整備基本方針 参考資料 「平成17年台風14号に関する資料及び 

  河川整備基本方針の取り扱いについて」より 

  （第24回山口県河川委員会にて平成18年2月審議・了承済み） 

検討期間延長

により計画対象

となった降雨 

臥竜橋地点（1/100） 菅野ダム 平瀬ダム 宇佐川ダム 本郷川ダム 生見川ダム

降雨倍率 調節前 調節後
貯水容量
（Ａ）

治水容量
（Ａ×1.2）

貯水容量
（Ｂ）

治水容量
（Ｂ×1.2）

貯水容量
（Ｃ）

治水容量
（Ｃ×1.2）

貯水容量
（Ｄ）

治水容量
（Ｄ×1.2）

貯水容量
（Ｅ）

治水容量
（Ｅ×1.2）

360mm/2日 (m3/s) (m3/s) （千m3） （千m3） （千m3） （千m3） （千m3） （千m3） （千m3） （千m3） （千m3） （千m3）

S25.9.12 ギジャ台風 328.8 1.095 ○ 3,973 2,413 8,128 9,750 19,027 22,830 14,590 17,510 9,661 11,590 7,864 9,440

S26.10.13 ルース台風 288.1 1.250 ○ 5,274 3,245 4,579 5,500 18,759 22,510 15,901 19,080 10,640 12,770 10,470 12,560

S32.7.2～3 梅雨前線 185.8 1.938 ○ 3,785 2,621 7,918 9,500 18,027 21,630 12,264 14,720 10,828 12,990 6,873 8,250

S44.7.7 梅雨前線 208.0 1.731 ○ 3,215 2,292 10,609 12,730 18,719 22,460 8,002 9,600 9,237 11,080 7,216 8,660

S54.6.26 梅雨前線 194.6 1.850 ○ 3,983 2,797 12,277 14,730 19,141 22,970 9,297 11,160 7,378 8,850 5,938 7,130

S56.6.25 梅雨前線 279.1 1.290 ○ 2,687 1,978 4,867 5,840 17,754 21,300 7,562 9,070 7,852 9,420 5,001 6,000

S60.6.23～24 梅雨前線 267.4 1.346 ○ 3,230 1,786 4,476 5,370 17,599 21,120 13,143 15,770 10,528 12,630 6,277 7,530

S60.6.27 梅雨前線 240.4 1.498 ○ 3,215 1,917 4,837 5,800 17,510 21,010 12,467 14,960 8,435 10,120 6,213 7,460

H2.6.15 梅雨前線 235.4 1.529 ○ 4,087 2,383 14,118 16,940 19,501 23,400 12,725 15,270 8,789 10,550 6,843 8,210

H7.7.3 梅雨前線 228.8 1.573 ○ 3,572 2,410 10,659 12,790 19,200 23,040 14,964 17,960 9,320 11,180 7,250 8,700

H9.5.12～13 寒冷前線 192.1 1.874 ○ 4,608 3,001 13,533 16,240 20,201 24,240 13,073 15,690 9,751 11,700 8,195 9,830

H9.5.13～14 寒冷前線 192.9 1.866 ○ 4,483 2,878 12,316 14,780 19,825 23,790 12,398 14,880 9,543 11,450 8,073 9,690

H18.6.24 梅雨前線 160.1 2.249 ○ 3,784 2,693 13,645 16,370 19,921 23,900 6,368 7,640 6,791 8,150 5,828 6,990

H22.7.12 梅雨前線 270.0 1.333 ○ 3,896 2,751 9,561 11,470 19,028 22,830 14,345 17,210 9,165 11,000 7,121 8,550

計画対象洪水のうちの最大値 5,274 3,245 14,118 16,940 20,201 24,240 15,901 19,080 10,828 12,990 10,470 12,560

基本・計画ピーク流量（m3/s）またはダム最大容量 5,300 3,250 14,120 17,000 20,210 24,300 15,910 19,100 10,830 13,000 10,470 12,600

臥竜橋地点流量

洪水型 降雨原因
対 象
洪 水

流域平均
２日雨量
（実績）

 

 

 

 

 
 

 

※下表のダム操作ルールは、全て河川整備基本方針で定めたルールである。 

計画決定降雨（S26.10ルース台風型） 

検討期間延長により計画対象となった降雨 

臥竜橋地点（1/100）

降雨倍率
洪水到達時間の
1/2（≒6時間）

洪水到達時間
(=11時間)

西部流域 北東部流域 南東部流域

2day-R = 360mm
洪水到達時間の
1/2（≒6時間）

洪水到達時間
(=11時間)

西部
流域

北東部
流 域

南東部
流 域

洪水到達時間の
1/2（≒6時間）

洪水到達時間
(=11時間)

西部
流域

北東部
流 域

南東部
流 域

基準値 188mm 基準値 223mm 基準値 413mm 基準値 389mm 基準値 385mm

H13.6.18 183.7 1.960 61.9 105.5 182.2 173.0 198.0 121.2 206.9 357.2 339.2 388.0     ×  H13.6.18

H16.8.30 199.8 1.802 167.0 185.5 209.4 176.5 213.0 300.9 334.3 377.4 318.0 383.8 × ×     H16.8.30

H17.9.6 414.1 1.000 214.9 299.5 388.4 432.3 429.9 214.9 299.5 388.4 432.3 429.9 × ×  × ×  H17.9.6

H18.4.9 188.7 1.908 54.5 87.2 188.8 174.2 205.4 103.9 166.4 360.2 332.3 391.8     ×  H18.4.9

H18.6.24 160.1 2.249 57.8 72.6 180.6 127.5 168.7 130.1 163.3 406.1 286.8 379.3      ○ H18.6.24

H21.7.19 169.8 2.120 96.7 109.5 176.1 176.5 153.0 204.9 232.2 373.3 374.2 324.4 × ×     H21.7.19

H22.7.12 270.0 1.333 79.7 108.7 281.8 257.4 267.9 106.2 144.8 375.6 343.1 357.1      ○ H22.7.12

洪水型

臥竜橋地点上流域
短時間降雨量　(実績：mm)

分割流域平均２日雨量
（実績：mm）

臥竜橋地点上流域
洪水到達時間内雨量

（引伸後：mm）

分割流域平均２日雨量
（引伸後：mm）

洪水型流域平均
２日雨量

時間分布による棄却 地域分布による棄却（下欄：基準値mm）

対 象
洪 水
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（2）河川整備計画 

平瀬ダム案による現整備計画の計画規模及び計画流量は、戦後第 3 位である昭和 25 年 9 月キ

ジア台風洪水規模（概ね 1/10）の出水を安全に流下させることとしており、戦後最大となった

平成 17 年 9 月台風 14 号（概ね 1/100）の出水に対しては、堤防満杯で流下させ、浸水被害の軽

減に努めることとしている。   

整備計画流量に対して、平成 18 年以降発生した洪水の実績最大流量(平成 22 年）は下回って

おり、現行の計画規模及び計画流量を見直す必要はない。 

 

表 4.1.3 整備計画流量の検証結果 

 

 
河川整備計画 

（キジア台風実績） 

平成 17 年 9 月 

洪水規模（既往最大） 

平成 22 年 

洪水実績 

２日雨量 328.8mm/2 日 414.1mm/2 日 270.0mm/2 日 

平瀬ダム後 

流 量 

2,450m3/s 

（2,800m3/s） 
3,400m3/s 2,070m3/s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成18年以降発生した洪水の実績最大流量(平成22年7月洪水）は目標流量を下回ったため、

計画規模、目標流量は妥当である。また、整備対象区間は、区間外の浸水被害がないことから

妥当である。  

 

2日雨量：臥竜橋地点の上流域平均雨量 

流  量 ：臥竜橋地点の平瀬ダム後（菅野ダム、生見川ダムあり）流量 

平瀬ダム+菅野ダム+生見川ダム調節後
基本方針

Q=4,400m3/s

キジア台風実績

Q=2,450m3/s

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H17実績 H18 H19 H20 H21 H22

流
量
（m

3
/s

)

図 4.3 臥竜橋地点の平瀬ダム後（菅野ダム、生見川ダムあり）流量 

計画降雨継続時間（2日間） 
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4.1.4 利水計画 

(1) 利水参画者への確認について 

① 上水道事業 

本検討に際して、山口県（ダム事業者）から岩国市（利水参画者）へ、ダム事業の検証に係

る検討について、ダム事業参画継続の意思、水需要計画の点検・確認、利水代替案の検討を

平成 23 年 6 月 10 日付けで要請を行い、平成 23年 7 月 7日付けで回答を得ており、その内容

を以下に示す。 

 

○ダム事業参画継続の意思 

（回答） 

広瀬地区の簡易水道は平成 19 年度に施設整備が完了し、計画給水区域全域で給水開始を

しています。取水実績は既得水利権では不足しており、暫定豊水水利権により計画取水量を

確保しています。 

将来の水需要について検討しましたがダム事業によって得られる水利権がなければ不足

することが明らかになりました。 

また、平瀬ダムに頼らない水利についても検討しましたが、その費用は経済的ではありま

せんでした。 

安心、安全な飲料水を将来にわたって安定的に住民に給水するためには平瀬ダムにより水

利を確保する以外ありえないことから、岩国市は平瀬ダム事業への参画を継続します。 

 

   ○水需要計画の点検 

   （回答） 

   過去 10年間（平成 11 年から平成 20 年）の実績値を用いて推計し、将来の給水区域内人口、

日最大給水量を算定した結果、将来の水需要については、ダム事業によって得られる水利権

がなければ不足することが明らかとなりました。 

【水需給計画】 

 今回事業評価 

 
既認可値 

(平成 16 年 7月) 

実績値 

平成 20 年度 

今回事業評価値 

（目標年度） 
予測値 

目標年度 平成 20 年度 － 平成 24 年度 平成 34 年度 

計画給水人口 2,270 人 2,087 人 2,179 人 47,2941,974 人 

計画１日平均給水量 676ｍ3/日 664ｍ3/日 685ｍ3/日 626ｍ3/日 

計画１日最大給水量 995ｍ3/日 902ｍ3/日 980ｍ3/日 896ｍ3/日 

水源合計 1,018ｍ3/日 974ｍ3/日 1,018ｍ3/日 1,018ｍ3/日 

 
錦川水系木谷川 618ｍ3/日 618ｍ3/日 618ｍ3/日 618ｍ3/日 

ダム水利（暫定） 400ｍ3/日 356ｍ3/日 400ｍ3/日 400ｍ3/日 

    

   ○代替案 

（回答） 

     平瀬ダムに頼らない水利として、井戸建設案と岩国市上水道受水案を検討しましたが、

井戸建設案について、その費用が経済的ではなく、また、岩国市に合併したことによる

岩国市水道局（上水道事業者）から受水する案については、当簡易水道の給水区域は市

内の錦川最上流に位置し、上水道事業については最下流となり、実測で約４０ｋｍの距

離を下流から上流に向けて中継ポンプにより送水をしなければならなく経済的ではなく、
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統合計画についても経営統合のみであり、水道施設自体の統合計画はないため、代替案

の可能性はありません。 

 

② 発電事業 

本検討に際して、山口県（ダム事業者）から山口県企業局（発電参画者）へ、ダム事業

の検証に係る検討について、ダム事業参画継続の意思、最大使用水量及び最大出力の確認

を平成 23 年 7 月 11 日付けで要請を行い、平成 23 年 7 月 22 日付けで回答を得ており、そ

の内容を以下に示す。 

 

○ダム事業参画継続の意思 

 引き続き、ダム事業に参画する。 

○最大使用水量及び最大出力の確認 

 最大使用水量４．００ｍ３／ｓ、最大出力１，１００ｋｗ 

 

(2) 利水計画（上水道） 

岩国市錦町の広瀬地区、簡易水道等施設整備事業は、平成 8 年に着手し、平成 16 年に広東地

区を拡張した変更認可を取得している。平成 22 年度には平瀬ダム完成を平成 26年度とした水道

事業の再評価を実施し、事業計画の継続は妥当とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩国市からの需要計画について、平瀬ダム完成を平成 33 年度にし、近年の給水区域内人口、

日最大給水量を算定した結果、計画の需要量相当が必要であり、計画最大取水量 1,018m³/日とす

る水道計画の変更は必要ないものと判断した。 

このため、水道用水のための利水容量 40 千 m³も、変更の必要はない。 

 

 

 

 

 

水道計画（H16認可） 

 ・計画給水人口        ：２，２７０人 

 ・需要量（計画１日最大給水量）：９９５ｍ３ ／日 

 ・取水量（計画１日最大取水量）：１，０１８ｍ３／日（内新規分４００ｍ３／日） 

 ・利水（水道）容量      ：４０，０００ｍ３ 

近年の給水人口及び給水量から見直した年度別給水人口と給水量から将来の水道用水需要

量等を点検した結果、水道計画の変更はない 

そのため、利水（水道）容量は４０千m3とする。 

【現計画】 
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(3) 利水計画（不特定） 

 錦川水系河川整備基本方針策定時は、昭和 34 年～平成 15 年のデータを用いて以下の手順によ

り算定を行っており、近年（平成 16 年～平成 21年）のデータを追加して検討を行った。 

なお、現行手法の検討手順は、「正常流量検討の手引き（案）」（H19.9)に基づく 

① 維持流量の設定 

必要流量の検討対象 11項目に対し、錦川における項目別必要流量は、①動植物の生息地または

生育地の状況、②景観によって決定されている。維持流量設定地点の内、正常流量の決定の根拠

となるのは、概ね以下の地点・期間である。 

 

  ・今津川八幡井堰：①動植物（魚道のアユ遡上 1月 1日～12月 31 日） 

  ・錦城橋上流：①動植物（アユ産卵 10 月 1日～12 月 31 日） 

  ・本郷川合流点下流：①動植物（アユ産卵 10 月 1日～12月 31 日） 

  ・宇佐川合流点～平瀬ダム：①動植物（ウグイ産卵 1 月 1 日～9 月 30 日・アユ産卵 10

月 1 日～12 月 31 日） 

 

この地点の中で、近年、河川改修を実施した区間（激特）は錦城橋上流のみであるが、アユ産

卵場となる瀬を含む改修区間全体においては、魚類等の生息に配慮し、平水位以上の州の掘削に

とどめており、通常、水が流れている低水部分に変更を与えていない。 

 

 

 

 

② 水利流量の確認 

  

 

 

 

③正常流量の設定 

 

 

 

 

④利水容量の設定 

既計画の利水容量（不特定＋上水道）は、昭和 34年～平成 15 年までのデータによる利水計算

を行い、基準年昭和 42年における補給を可能とする 3,200 千 m3 としており、近年のデータ（平

成 16 年～平成 21 年）を追加して検討した結果、不特定利水容量 3,200 千 m3 に大きな変化はな

い。 

 

 

 

平成17年以降において水利権の増減を伴う更新は行なわれていないことから、水利量の

見直しはない。 

錦川の河道においては、正常流量の決定地点付近での大きな改変は見られず、維持流量設

定の対象となっているｳｸﾞｲ・ｱﾕ・ﾖｼﾉﾎﾞﾘ等の魚種は、継続して生息が確認されていることか

ら、維持流量の変更はしない。  

近年のデータを追加しても、①維持流量、②水利流量、③流況に変化がないことから、錦川

の既定計画における正常流量は妥当であり、変更は行なわない。 

現行計画の利水容量の変更は必要ないものと判断される。  
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4.1.5 堆砂計画 

既計画は、近傍ダムの竣工から平成 13 年度まで実績堆砂データ等を用いて算定を行っており、

近年（平成 14年～平成 21 年）のデータを追加して検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近傍ダムの実績堆砂量 

 ・平瀬ダムの計画比堆砂量は、以下に示す方法により検討した。 

   1)近傍ダムの実績堆砂量 

   2)近傍ダムの実績比堆砂量を確率処理 

  考え方に変更なし 

 

年比堆砂量の決定方法 

 ・近傍ダムの実績データからの推定値により総合的に評価の上決定 

  考え方に変更なし 

 

計画堆砂量 

 ・年比堆砂量×流域面積×100年間 

  考え方に変更なし 

近年（平成14年～平成21年）のデータを追加して同様の手法により検討を行った結果、計画堆砂容

量は既定計画と同じ2,000千m3とする。 
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4.1.6 ダム計画（費用対効果） 

平瀬ダムの費用対効果については、「治水経済調査マニュアル（案）平成 17 年 4月」及び「治

水経済調査マニュアル（案）各種資産評価単価及びデフレーター 平成 23 年 2 月改正」に基づ

き、費用対効果分析を行った。 

全体事業費で約 1,100 億円に対して、便益は約 2,100 億円、B/C=2.0 となり、事業の投資効果

を確認した。なお、残事業費では、約 190 億円に対して、便益は約 1,600 億円、B/C=8.6 となり、

事業の投資効果を確認した。 

また、「残事業費」、「残工期」、「残資産」を 10%変動させて感度分析を行った結果、全体

事業において B/C=1.9～2.2、残事業において B/C=7.8～9.5 となった。 

 

総便益(B) 

①治水施設の整備に伴う便益：1,568 億円 

②不特定容量分の便益：569 億円 

③残存価値：3億円 

 

総費用(C） 

①建設費：1,011 億円 

②維持管理費：54億円 

 

費用便益比（B/C） 

B/C＝2,140 億円／1,065 億円=2.0 

 

表 4.1.5 費用対効果分析検討結果（全体事業） 

 B（億円） C（億円） B/C 

0.元ケース 2,140 1,065 2.0 

1.残事業費+10% 2,150 1,083 2.0 

2.残事業費-10% 2,130 1,046 2.0 

3.残工期+10% 2,078 1,060 2.0 

4.残工期-10% 2,203 1,067 2.1 

5.資産+10% 2,297 1,065 2.2 

6.資産-10% 1,983 1,065 1.9 

 

表 4.1.6 費用対効果分析検討結果（残事業） 

  B(億円) C(億円） B/C 

0.元ケース 1,623  189  8.6  

1.残事業費+10% 1,632  208  7.9  

2.残事業費-10% 1,613  170  9.5  

3.残工期+10% 1,563  186  8.4  

4.残工期-10% 1,684  190  8.9  

5.資産+10% 1,776  189  9.4  

6.資産-10% 1,470  189  7.8  
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■検証を行う上での基本的な考え方 

・個別ダムの検証は、まず複数の治水対策案を立案する。複数の治水対策案の一つは、検証対象ダ

ムを含む案とし、その他に、検証対象ダムを含まない方法による治水対策案を必ず作成する。 

・治水対策案は、河川整備計画において想定している目標と同程度の安全度を達成することを基本

として立案する。 

 

   安全度 

    ・キジア台風洪水規模の出水に対し、安全な流下を図る（計画高水位以下） 

    ・平成１７年台風１４号洪水規模の出水に対し、浸水被害軽減を図る 

     （堤防満杯以下） 

   対象区間 

    ・整備対象区間 

 

 

・河川を中心とした対策に加え、流域を中心とした対策を含めて、幅広い治水対策案を立案する。 

・治水対策案は、河川や流域の特性に応じ立案する。 

・立案した治水対策案が多い場合には、概略評価を行うことにより、２～５案程度の治水対策案を

抽出する。 

 

 

4.2 概略評価による治水対策案の選定（一次選定） 

4.2.1 目的別ダム事業費の算出 

(1) 検証にあたっての基本的な考え方 

 

 

 

平瀬ダム建設は、「治水（洪水調節）」と「不特定利水」と「水道」を目的としたダムであり、

目的別に分けて評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 検証の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各ダム事業について、洪水調節、新規利水、流水の正常な機能の維持等の目的別

に検討を行う。 

◆ ダム案については、各目的ごとの残事業費を検証に使用する。 
（ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目P14－5行目参照） 

図 4.2.1 目的別ダム事業費の算出 

共同ダム事業費
７４０億円

（治水と利水の
両方を目的）

残事業費
２２６億円

平成22年度

までの進捗

514億円執行済

進捗率
69.5％

ダム事業費（治水分）
１５６億円

ダム事業費（不特定分）
６９億円

ダム事業費（水道分）
０．２３億円

ダム事業費（治水分）
１５６億円

ダム事業費（不特定分）
６９億円

ダム事業費（水道分）
０．２３億円

特定多目的ダム法の
「分離費身替わり妥当
支出法」に沿って目的
ごとに残事業費を算出
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(1) 治水対策案の決定手順 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」において、ダムを含む 26 手法の

治水の方策（表-1）および 7項目の評価軸（表-2）が示されている。 

 細目に基づき、次の検討フローにより治水対策案を決定する。（下図の【対策案の検討フロ

ー】を参照。） 

① 国から示された２６手法の対策から、７項目の評価軸の内、実現性、安全度（被害軽減効

果）、コストで概略評価し、錦川流域の治水対策として検討可能な手法を選定する。（一

次選定） 

② ①で選定した手法を単独又は複合的に組合せ、具体的な治水対策案を立案する。 

③ 安全度、コスト、実現性、地域への影響や環境への影響などの７項目の評価軸について評

価を行う。（二次選定） 

④ 最適な治水対策案を決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.2.1(表－１)(1) 国土交通省の示す治水対策案（26 手法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４．抽出対策案を評価軸ごとに評価（二次選定） 

 ５．治水対策案の総合的な評価 

 ６．治水対策案の決定 

・選定した各手法を単独又は複合的に組合せて治水対策案を立案する。 

【評価軸】 ・実現性･･･土地所有者の協力の見通し、関係者との調整、制度上・技術上の観点など 

      ・安全度･･･効果の内容、範囲等から目標安全度の確保、治水効果の定量的判断の可否など 

      ・コスト･･･完成までに要する費用、維持管理費に要する費用など 

【評価軸】 ・安全度     ･･･河川整備計画を基準とした安全度、効果発揮時期など 

      ・コスト     ･･･総事業費、維持管理費、ダム中止に伴って発生する費用など 

      ・実現性     ･･･土地所有者の協力、制度上・技術上の観点など 

      ・持続性     ･･･治水効果の持続 

      ・柔軟性     ･･･気候変化や社会環境変化等、将来の不確実性に対する適応など 

      ・地域社会への影響･･･事業地およびその周辺地域への影響、地域振興効果など 

      ・環境への影響  ･･･水環境、動植物、生態系および土砂移動、景観への影響など 

 2．概略評価により治水対策案を選定（一次選定） 

 1．複数の治水対策案の立案 

・ダム案とダム以外の案を、国から示された２６手法（表－１）から立案。 

 3．治水対策案の立案 

1.ダム ダムの洪水調節により、洪水を防御する。

2.ダムの有効活用 既設ダムかさ上げやダム間の容量振替等により洪水調節機能を増強･効率化し、洪水を防御する。

3.遊水地（調整池） 水田などの土地を利用し、堤内地で洪水調節を行い、洪水を防御する。

4.放水路（捷水路） 洪水の一部を海、他河川、当該河川の下流へ分流し、洪水を防御する。

5.河道の掘削 河道の掘削により流下能力を向上させ、洪水を防御する。

6.引堤 引き堤により流下能力を向上させ、洪水を防御する。

7.堤防のかさ上げ 堤防のかさ上げにより流下能力を向上させ、洪水を防御する。

8.河道内の樹木の伐採 河道内の樹木の繁茂が激しい場合は伐採により流下能力を向上させ、洪水を防御する。

9.決壊しない堤防 計画高水位以上の流水に対して決壊しない堤防を構築し、人的被害の低減を図る。

10.決壊しづらい堤防 計画高水位以上の流水に対して決壊しにくい堤防を構築し、人的被害の低減を図る。

11.高規格堤防 堤内地側へ広い天端幅の堤防を構築し、計画を超える洪水にして人的被害の低減を図る。

12.排水機場 内水処理のための排水ポンプ場の設置を行い、浸水を軽減する。

1.ダム ダムの洪水調節により、洪水を防御する。

2.ダムの有効活用 既設ダムかさ上げやダム間の容量振替等により洪水調節機能を増強･効率化し、洪水を防御する。

3.遊水地（調整池） 水田などの土地を利用し、堤内地で洪水調節を行い、洪水を防御する。

4.放水路（捷水路） 洪水の一部を海、他河川、当該河川の下流へ分流し、洪水を防御する。

5.河道の掘削 河道の掘削により流下能力を向上させ、洪水を防御する。

6.引堤 引き堤により流下能力を向上させ、洪水を防御する。

7.堤防のかさ上げ 堤防のかさ上げにより流下能力を向上させ、洪水を防御する。

8.河道内の樹木の伐採 河道内の樹木の繁茂が激しい場合は伐採により流下能力を向上させ、洪水を防御する。

9.決壊しない堤防 計画高水位以上の流水に対して決壊しない堤防を構築し、人的被害の低減を図る。

10.決壊しづらい堤防 計画高水位以上の流水に対して決壊しにくい堤防を構築し、人的被害の低減を図る。

11.高規格堤防 堤内地側へ広い天端幅の堤防を構築し、計画を超える洪水にして人的被害の低減を図る。

12.排水機場 内水処理のための排水ポンプ場の設置を行い、浸水を軽減する。

河川を中心とした対策



 4-16 

表 4.2.1(表－１)(2) 国土交通省の示す治水対策案（26 手法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一次選定に際しては、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で示されて

いる「26 手法の治水の方策」から「7項目の評価軸」の内「3項目の評価軸」に着目して、方策

案の概略選定を行う。 

 なお、３項目の評価軸は、次のとおりである。 

   ① 実現性         … 土地所有者の協力の見通し、関係者との調整、制度

上・技術上の観点など 

   ② 安全度（被害軽減効果） … 効果の内容、範囲等から目標安全度の確保、治水効

果の定量的判断の可否など 

   ③ コスト         … 完成までに要する費用、維持管理費に要する費用な

ど 

 

 

図 4.2.2 治水対策案の検討フロー 

『○』or『△』の場合 『×』の場合 

【対策案の選定】 

 ○：対策案として選定する。 
【対策案の選定】 

 ×：対策案として選定しない。 

『○』の場合 『×』の場合 

【実現性】 

○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。 

△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ

れていない。 

×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低

い。          
    

【安全度（被害軽減効果）】 

○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保でき、かつ定量評価が可能。 

×：上記いずれかが丌可能。 

【治水安全度】 

 －：評価対象外。                        

『○』の場合 

【コスト】 

×：コストが極めて高い。  

○：それ以外。 

『×』の場合 

13.雨水貯留施設 都市部において雨水貯留施設を設け、河道のピーク流量を低減させる。

14.雨水浸透施設 都市部における浸透ます等の雨水浸透施設を設け、河道のピーク流量を低減させる。

15.遊水機能を有する土地の保全 洪水時に河川水があふれ自然に洪水を調節している池、沼沢等を保全し流出低減機能を維持する。

16.部分的に低い堤防の存置 堤防が低い箇所を残し、洪水を一時的に堤内地に貯留させ、流出低減機能を維持する。

17.霞堤の存置 堤防を不連続にした霞堤を残し、洪水を一時的に堤内地に貯留させ、流出低減機能を維持する。

18.輪中堤 保全対象である家屋の周辺を堤防で囲って浸水から防御する。

19.二線堤 本堤の後にもう一列築堤を行い、決壊後の洪水氾濫の拡大を防止する。

20.樹林帯等 堤防決壊時の氾濫水の勢いを減勢させ、決壊の拡大を防止する。

21.宅地嵩上げ・ピロティ建築等 浸水箇所の宅地地盤の嵩上げや一階部が浸水しても大丈夫な建築構造にし、浸水被害を抑制する。

22.土地利用規制 浸水箇所への家屋築造などを法律等により規制し、浸水被害を抑制する。

23.水田等の保全 水田などの貯留効果を保全し、流出低減機能を維持する。

24.森林の保全 森林の保全と適切な管理により流出抑制機能を改善し、流出低減機能を拡大させる。

25.洪水の予測情報の提供等 ハザードマップや水位情報を提供し、人的被害の低減を図る。

26.水害保険等 家屋、家財の資産について、損害保険により水害時の被害額の補填し、被害軽減を図る。

13.雨水貯留施設 都市部において雨水貯留施設を設け、河道のピーク流量を低減させる。

14.雨水浸透施設 都市部における浸透ます等の雨水浸透施設を設け、河道のピーク流量を低減させる。

15.遊水機能を有する土地の保全 洪水時に河川水があふれ自然に洪水を調節している池、沼沢等を保全し流出低減機能を維持する。

16.部分的に低い堤防の存置 堤防が低い箇所を残し、洪水を一時的に堤内地に貯留させ、流出低減機能を維持する。

17.霞堤の存置 堤防を不連続にした霞堤を残し、洪水を一時的に堤内地に貯留させ、流出低減機能を維持する。

18.輪中堤 保全対象である家屋の周辺を堤防で囲って浸水から防御する。

19.二線堤 本堤の後にもう一列築堤を行い、決壊後の洪水氾濫の拡大を防止する。

20.樹林帯等 堤防決壊時の氾濫水の勢いを減勢させ、決壊の拡大を防止する。

21.宅地嵩上げ・ピロティ建築等 浸水箇所の宅地地盤の嵩上げや一階部が浸水しても大丈夫な建築構造にし、浸水被害を抑制する。

22.土地利用規制 浸水箇所への家屋築造などを法律等により規制し、浸水被害を抑制する。

23.水田等の保全 水田などの貯留効果を保全し、流出低減機能を維持する。

24.森林の保全 森林の保全と適切な管理により流出抑制機能を改善し、流出低減機能を拡大させる。

25.洪水の予測情報の提供等 ハザードマップや水位情報を提供し、人的被害の低減を図る。

26.水害保険等 家屋、家財の資産について、損害保険により水害時の被害額の補填し、被害軽減を図る。

流域を中心とした対策
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4.2.3 ダム  

治水上の効果(主に現行の治水計画で想定している程度の大きさの洪水に対する効果)として、

河道のピーク流量を低減させる効果がある。 

効果が発現する場所は(堤防が決壊した場合又は溢水した場合に氾濫が想定される区域を含

む)ダムの下流となる。 

錦川における概略評価は表 4.2.2のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.3 平瀬ダムイメージ図 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 既計画であり、家屋移転が
完了し、付替道路や転流工等を整
備しており、早期現実が可能であ
る

○
ピーク流量を低減、ダム下
流に効果有り

目標とする安全度
確保が可能

可能 ○ ○ ○
基本方針メニュー
整備計画メニュー

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 既計画であり、家屋移転が
完了し、付替道路や転流工等を整
備しており、早期現実が可能であ
る

○
ピーク流量を低減、ダム下
流に効果有り

目標とする安全度
確保が可能

可能 ○ ○ ○
基本方針メニュー
整備計画メニュー

表 4.2.2 概略評価 
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4.2.4 ダムの有効活用 

既設のダムのかさ上げ、放流設備の改造、利水容量の買い上げ、ダム間での容量の振替、操作

ルールの見直し等により洪水調節能力を増強・効率化させ、下流河川の流量を低減させる方策で

ある。 

錦川における概略評価は表 4.2.3、表 4.2.4のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 菅野ダム、生見川ダムのか
さ上げ、操作ルール見直により可
能であるが、用地買収や関係者と
の調整に時間を要する

△
ピーク流量を低減、ダ
ム下流に効果有り

流量低減効果が小さく、
目標とする安全度確保
が困難

可能 × － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 菅野ダム、生見川ダムのか
さ上げ、操作ルール見直により可
能であるが、用地買収や関係者と
の調整に時間を要する

△
ピーク流量を低減、ダ
ム下流に効果有り

流量低減効果が小さく、
目標とする安全度確保
が困難

可能 × － ×

図 4.2.4 ダムかさあげイメージ図 

表 4.2.3 概略評価 
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●既設ダム有効利用（操作ルール変更） 

【検討条件】 

 既設ダム、菅野ダム及び生見川ダム両ダムを全量カットした場合 

【検討結果】 

 既設ダムを全量カットしたとしても整備計画の目標は達成できない。 

なお、菅野ダム、生見川ダムの操作ルールを変更案は、ダム治水安全度が低下する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.5 遊水地（調整池） 

河川に沿った地域で、洪水流量の一部を貯留し、下流のピーク流量を低減させ洪水調節を行う

施設である。治水上の効果として、河道のピーク流量を低減させる効果があり、効果が発現する

場所は遊水地等の下流となる。 

錦川における概略評価は表 4.2.5のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果 コスト

対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等 評価 効果の内容・範囲 安全度の確保

定量
評価

評価 評価

ダム湖掘削
可能 ダム貯水地内掘削により可能であるが、新たに地元や地
権者の同意を得る必要がある。

△
ピーク流量を低減、
ダム下流に効果有り

目標とする安全度
確保が困難

可能 × － ×

利水容量の買い上げ
困難 既設菅野ダム、生見川ダムの利水容量に余剰はなく、買
い上げは困難である

× － － － － － ×

ダム間での容量振り替え
困難 流域内で流況が大きく異なる河川に設置されたダムが存
在しない

× － － － － － ×

操作ルールの見直し
困難 操作ルールを見直しで可能であるが、治水安全度を低下
させずに流量調節効果を増大することは困難である。

× － － － － － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果 コスト

対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等 評価 効果の内容・範囲 安全度の確保

定量
評価

評価 評価

ダム湖掘削
可能 ダム貯水地内掘削により可能であるが、新たに地元や地
権者の同意を得る必要がある。

△
ピーク流量を低減、
ダム下流に効果有り

目標とする安全度
確保が困難

可能 × － ×

利水容量の買い上げ
困難 既設菅野ダム、生見川ダムの利水容量に余剰はなく、買
い上げは困難である

× － － － － － ×

ダム間での容量振り替え
困難 流域内で流況が大きく異なる河川に設置されたダムが存
在しない

× － － － － － ×

操作ルールの見直し
困難 操作ルールを見直しで可能であるが、治水安全度を低下
させずに流量調節効果を増大することは困難である。

× － － － － － ×

出典：今後の治水対策のあり方に 

関する有識者会議 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上
の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 広大な用地（耕地）が必
要となり、生活基盤が失われる
ため、地権者の同意に時間を要
する。

△
ピーク流量を低減、遊
水地下流に効果有り

広大な土地が必要である
が、山地地形のため適地
が存在せず、目標とする
安全度確保が困難

可能 × － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上
の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 広大な用地（耕地）が必
要となり、生活基盤が失われる
ため、地権者の同意に時間を要
する。

△
ピーク流量を低減、遊
水地下流に効果有り

広大な土地が必要である
が、山地地形のため適地
が存在せず、目標とする
安全度確保が困難

可能 × － ×

図 4.2.5 遊水地イメージ 

表 4.2.4 概略評価 

表 4.2.5 概略評価 

項 目 キジア台風 H17台風14号 

臥竜橋 

ピーク流量

(m3/s) 

既設ダム現行操作後 2,995 4,120 

平瀬ダムあり 2,456 3,368 

     既設ダム全カット    2,506   3,700 
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●錦川沿川で唯一遊水地が可能な南河内地区に遊水地を設けた場合の流量低減効果を算出 

【検討条件】 

遊水地の規模は 1/5000 地形図より以下のとおりとなる。 

①遊水地面積：270,000m2 

②自然遊水地として平均水深：2.0m 

③遊水地の可能容量：300,000m3(＝270,000m2×1.1m) 

【検討結果】 

遊水地による流量低減効果は以下のとおりとなる。したがって、遊水地単独では整備計画の目

標は達成できない。 

・キジア台風時     ：約 40m3/s の低減 

・H17,台風 14号時 ：約 50m3/s の低減 

【事業費】 

遊水地案事業費は、約 30億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、遊水地案は投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遊水地

錦川

 錦川 遊水地 

平均水深 2.0m 

mm 

南河内地区遊水地のイメージ断面

図 

遊水地

錦川

遊水地遊水地

錦川

 錦川 遊水地 

平均水深 2.0m 

mm 

南河内地区遊水地のイメージ断面

図 

図 4.2.6 遊水地候補地 
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4.2.6 放水路（捷水路） 

放水路(捷水路)は、河川の途中から分岐する新川を開削し、直接海、他の河川又は当該河川の

下流に流す水路である。治水上の効果として、河道のピーク流量を低減させる効果があり、効果

が発現する場所は分流地点の下流となる。 

錦川における概略評価は表 4.2.6のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 御庄から横山に捷水路（バ
イパストンネル）を整備すること
で可能であるが、あらたな用地買
収が発生し、用地買収や地権者等
との調整に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
分流地点下流に効果
有り

目標とする安全度確保
が可能

可能 ○ ○ ○

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 御庄から横山に捷水路（バ
イパストンネル）を整備すること
で可能であるが、あらたな用地買
収が発生し、用地買収や地権者等
との調整に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
分流地点下流に効果
有り

目標とする安全度確保
が可能

可能 ○ ○ ○

図 4.2.7 放水路のイメージ 

表 4.2.6 概略評価 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 
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4.2.7 河道の掘削  

河川の流下断面積を拡大して、河道の流下能力を向上させる方策である。なお、再び堆積する

と効果が低下する。 

錦川における概略評価は表 4.2.7のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 河道掘削により可能である
が、漁協等関係機関との調整に時
間を要する

△
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

目標とする安全度確保
が可能

可能 ○ ○ ○

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 河道掘削により可能である
が、漁協等関係機関との調整に時
間を要する

△
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

目標とする安全度確保
が可能

可能 ○ ○ ○

図 4.2.8 河道の掘削イメージ 

表 4.2.7 概略評価 
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4.2.8 引堤  

堤防間の流下断面積を増大させるため、堤内地側に堤防を新築し、旧堤防を撤去する方策であ

る。 

錦川における概略評価は表 4.2.8のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関 
する有識者会議 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考

土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等
評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 引堤により可能であるが、地権者の
同意や漁協等関係機関との調整に時間を要
する

△
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

目標とする安全度
確保が可能

可能 ○ ○ ○

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考

土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等
評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 引堤により可能であるが、地権者の
同意や漁協等関係機関との調整に時間を要
する

△
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

目標とする安全度
確保が可能

可能 ○ ○ ○

図 4.2.9 引堤イメージ 

表 4.2.8 概略評価 
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4.2.9 堤防のかさ上げ 

堤防の高さを上げることによって河道の流下能力を向上させる方策である。ただし、水位の上

昇により、仮に決壊した場合、被害が現状より大きくなる恐れがある。 

錦川における概略評価は表 4.2.9のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.10 河道内の樹木の伐採 

河道内の樹木群が繁茂している場合に、それらを伐採することにより、河道の流下能力を向上さ

せる。樹木が再び繁茂すると効果が低下する。 

錦川における概略評価は表 4.2.10のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

出典：今後の治水対策の 
あり方に関する有 
識者会議 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 堤防かさ上げにより可能で
あるが、地権者の同意や漁協
関係機関との調整に時間を要
する

△
流下能力を向上、対
策箇所に効果有り

目標とする安全度確
保が可能

可能 ○ ○ ○
HWLが上昇するため、破堤
時の被害が増大する。

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の
観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 堤防かさ上げにより可能で
あるが、地権者の同意や漁協
関係機関との調整に時間を要
する

△
流下能力を向上、対
策箇所に効果有り

目標とする安全度確
保が可能

可能 ○ ○ ○
HWLが上昇するため、破堤
時の被害が増大する。

図 4.2.10 堤防のかさ上げイメージ 

表 4.2.9 概略評価 

表 4.2.10 概略評価 

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×
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4.2.11 決壊しない堤防 

計画高水位以上の水位の流水に対して決壊しない堤防。洪水発生時の危機管理の面から、水位

が堤防高を越えるまでの間は避難することが可能である。 

錦川における概略評価は表 4.2.11のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

4.2.12 決壊しづらい堤防 

計画高水位以上の水位の流水に対しても急激に決壊しないような粘り強い構造の堤防。洪水発

生時の危機管理の面から、避難するための時間を増加させる効果がある。 

錦川における概略評価は表 4.2.12のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

4.2.13 高規格堤防  

通常の堤防より堤内地側の堤防幅が非常に広い堤防。洪水発生時の危機管理の面から、避難地

として利用することが可能。 

錦川における概略評価は表 4.2.13のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省HP、河川事業概要出典：国土交通省HP、河川事業概要

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観
点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

８
可能 河道内に現在繁茂する樹木を
伐採可能である

○
流下能力を向上、対策
箇所及びその上流に効
果有り

河道内樹木を全伐採し
ても、目標とする安全
確保が困難

可能 × － ×

河道計画におい
て、樹木影響な
し（樹木なし）
として評価して
いる

9
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

10
困難 研究途中の技術であるため、
現段階では使用できない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

11
可能 用地買収が広範囲で、補償物件が
多数発生し、地権者等との調整に時間を
要する

△
流下能力を向上、
対策箇所に効果
有り

目標とする安全度確
保が可能。ただし、7.
堤防かさ上げよりコ
ストがかかる

可能 ○ × ×

7)堤防かさ上げ
よりコストがか
かるので検討し
ない。

12
困難 排水機場が受け持つ小支川流域に
効果があるもので、本川流量低減や流下
能力向上には寄不しない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

11
可能 用地買収が広範囲で、補償物件が
多数発生し、地権者等との調整に時間を
要する

△
流下能力を向上、
対策箇所に効果
有り

目標とする安全度確
保が可能。ただし、7.
堤防かさ上げよりコ
ストがかかる

可能 ○ × ×

7)堤防かさ上げ
よりコストがか
かるので検討し
ない。

12
困難 排水機場が受け持つ小支川流域に
効果があるもので、本川流量低減や流下
能力向上には寄不しない

× － － － － － ×

図 4.2.11 高規格堤防イメージ 

表 4.2.11 概略評価 

表 4.2.13 概略評価 

表 4.2.12 概略評価 
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4.2.14 排水機場  

自然流下排水の困難な地盤の低い地域で、強制的に内水を排水するためのポンプを有する施設。

本川河道のピーク流量の低減や流下能力向上には寄与せず、本川水位が高いときに排水すれば、

かえって本川水位を増加させ、危険性が高まることがある。 

錦川における概略評価は表 4.2.14のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.15 雨水貯留施設  

都市部における保水機能の維持のために、雨水を貯留させる施設。地形や土地利用の状況等に

よって、河道のピーク流量を低減させる場合があり、効果が発現する場所は対策実施箇所の下流

となる。 

錦川における概略評価は表 4.2.15のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排水機場
の整備

出典：国土交通省HP、河川事業概要

総合内水対策緊急事業のイメージ総合内水対策緊急事業のイメージ

排水機場
の整備

出典：国土交通省HP、河川事業概要

総合内水対策緊急事業のイメージ総合内水対策緊急事業のイメージ

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

11
可能 用地買収が広範囲で、補償物件が
多数発生し、地権者等との調整に時間を
要する

△
流下能力を向上、
対策箇所に効果
有り

目標とする安全度確
保が可能。ただし、7.
堤防かさ上げよりコ
ストがかかる

可能 ○ × ×

7)堤防かさ上げ
よりコストがか
かるので検討し
ない。

12
困難 排水機場が受け持つ小支川流域に
効果があるもので、本川流量低減や流下
能力向上には寄不しない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

11
可能 用地買収が広範囲で、補償物件が
多数発生し、地権者等との調整に時間を
要する

△
流下能力を向上、
対策箇所に効果
有り

目標とする安全度確
保が可能。ただし、7.
堤防かさ上げよりコ
ストがかかる

可能 ○ × ×

7)堤防かさ上げ
よりコストがか
かるので検討し
ない。

12
困難 排水機場が受け持つ小支川流域に
効果があるもので、本川流量低減や流下
能力向上には寄不しない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

11
可能 用地買収が広範囲で、補償物件が
多数発生し、地権者等との調整に時間を
要する

△
流下能力を向上、
対策箇所に効果
有り

目標とする安全度確
保が可能。ただし、7.
堤防かさ上げよりコ
ストがかかる

可能 ○ × ×

7)堤防かさ上げ
よりコストがか
かるので検討し
ない。

12
困難 排水機場が受け持つ小支川流域に
効果があるもので、本川流量低減や流下
能力向上には寄不しない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

11
可能 用地買収が広範囲で、補償物件が
多数発生し、地権者等との調整に時間を
要する

△
流下能力を向上、
対策箇所に効果
有り

目標とする安全度確
保が可能。ただし、7.
堤防かさ上げよりコ
ストがかかる

可能 ○ × ×

7)堤防かさ上げ
よりコストがか
かるので検討し
ない。

12
困難 排水機場が受け持つ小支川流域に
効果があるもので、本川流量低減や流下
能力向上には寄不しない

× － － － － － ×

図 4.2.12 排水機場イメージ 
表 4.2.14 概略評価 

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

13
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留施設
として整備が可能であるが、関係者との調整
に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

都市部に対する対策
なため調整効果がご
く僅かであり、目標
とする安全度確保が
困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

14
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可能で
あるが、土地所有者等との調整に時間を要す
る

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

調節効果がごく僅か
であり、目標とする
安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

13
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留施設
として整備が可能であるが、関係者との調整
に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

都市部に対する対策
なため調整効果がご
く僅かであり、目標
とする安全度確保が
困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

14
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可能で
あるが、土地所有者等との調整に時間を要す
る

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

調節効果がごく僅か
であり、目標とする
安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

表 4.2.15 概略評価 

図 4.2.13 雨水貯留施設イメージ 
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●流域内の学校グランドを雨水貯留させた時の下流への流量低減効果を算定 

 

【検討条件】  

・算定では、雨水貯留の効果分を飽和雨量（Rsa）に上積みすることにより評価する。 

・降雨初期には降雨は校庭に貯留するため校庭からの流出量はゼロとし、水深が高くなり堰頂

部を越えると校庭から流出するようになる。この時は流入＝放流とする。 

・対象とする施設は流域内の学校（校庭）とする。 

・貯留高は 0.5m とする 

【検討結果】 

検討の結果、基準点における洪水低減効果が 1%となった。したがって、雨水貯留設遊単独で

は整備計画の目標は達成できない。 

【事業費】 

雨水貯留施設建設による事業費は、 

約 21億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、雨水貯留施設案は投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

降雨

校庭

水位が施設天端高を超える
と貯留施設から流出する。

（流入＝放流）

施設天端の高さまでは施
設に貯留されるものとす

る。

降雨

校庭

降雨

校庭

水位が施設天端高を超える
と貯留施設から流出する。

（流入＝放流）

施設天端の高さまでは施
設に貯留されるものとす

る。

図 4.2.14 錦川流域内の教育施設位置 

表 4.2.16 流出計算結果 

 

項 目 

 

キジア台風 

H17 

台風14号 

 

臥竜橋 

ピーク流量 

(m3/s) 

計 画 設 定

値 

2995 4125 

雨 水 貯 留

後 

2990 4108 

低減量 5 17 
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4.2.16 雨水浸透施設  

都市部における保水機能の維持のために、雨水を浸透させる施設。地形や土地利用の状況等に

よって、河道のピーク流量を低減させる場合があり、効果が発現する場所は対策施箇所の下流と

なる。 

錦川における概略評価は表 4.2.17のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省HP、河川事業概要 

浸透ますや浸透地下トレンチ 

図 4.2.15 雨水浸透施設イメージ 

表 4.2.17 概略評価 

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

13
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留施設
として整備が可能であるが、関係者との調整
に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

都市部に対する対策
なため調整効果がご
く僅かであり、目標
とする安全度確保が
困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

14
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可能で
あるが、土地所有者等との調整に時間を要す
る

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

調節効果がごく僅か
であり、目標とする
安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

13
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留施設
として整備が可能であるが、関係者との調整
に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

都市部に対する対策
なため調整効果がご
く僅かであり、目標
とする安全度確保が
困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

14
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可能で
あるが、土地所有者等との調整に時間を要す
る

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

調節効果がごく僅か
であり、目標とする
安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

13
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留施設
として整備が可能であるが、関係者との調整
に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

都市部に対する対策
なため調整効果がご
く僅かであり、目標
とする安全度確保が
困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

14
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可能で
あるが、土地所有者等との調整に時間を要す
る

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

調節効果がごく僅か
であり、目標とする
安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

13
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留施設
として整備が可能であるが、関係者との調整
に時間を要する

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

都市部に対する対策
なため調整効果がご
く僅かであり、目標
とする安全度確保が
困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない

14
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可能で
あるが、土地所有者等との調整に時間を要す
る

△
ピーク流量を低減、
対策箇所下流に効

果有り

調節効果がごく僅か
であり、目標とする
安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水
浸透施設、水田等の
複合案でも目標の安
全度が確保できない
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●流域の全宅地に雨水浸透施設を設けた場合の、流量低減効果を算出 

【検討条件】 

・算定では、現状における雨量から雨水浸透の効果(浸透)分を差し引くことにより評価する。 

・浸透強度は、「雨水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）」に示される目安（浸透強度

約 5mm/hr）を想定し宅地に設置する。 

【検討結果】 

検討の結果、臥竜橋地点ピーク流量は右表 の通りとなり、臥竜橋地点においてギジア台風洪

水ピーク流量が約 80m3/s 低減、H17 台風 14 号洪水で約 100m3/s の低減となる。したがって、雨

水浸透施設単独では整備計画の目標は達成できない。 

【事業費】 

雨水浸透施設建設による事業費は、約 8,254 億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、雨水浸透施設案は投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 降雨 

 

地下へ浸透   
  

地下へ浸透した残りが流出

（雨量強度－地下浸透強度） 

図 4.2.16 雨水浸透施設イメージ図 

表 4.2.18 流出計算結果 

項 目 キジア台風 
H17 

台風14号 

臥竜橋 

ピーク流量

(m3/s) 

計 画 設 定

値 

2995 4127 

雨 水 貯 留

後 

2919 4020 

低減量 76 103 
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4.2.17 遊水機能を有する土地の保全  

河道に隣接し、洪水時に河川水があふれるか又は逆流して洪水の一部を貯留し、自然に洪水を

調節する作用を有する池、沼沢、低湿地等。河川や周辺の土地の地形等によって、河道のピーク

流量を低減させる場合がある。 

錦川における概略評価は表 4.2.19のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.18 部分的に低い堤防の存置  

下流の氾濫防止等のため、通常の堤防よりも部分的に高さを低くしておく堤防。越流の形状や

地形等によって、河道のピーク流量を低減させる場合があり、効果が発現する場所は対策実施箇

所の下流となる。 

錦川における概略評価は表 4.2.20のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：河川用語集 

：国土技術政策総合研究所 

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

15
困難 沿川に遊水機能を有する土地は存在
せず、実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

16
困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せず、
実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

15
困難 沿川に遊水機能を有する土地は存在
せず、実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

16
困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せず、
実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

15
困難 沿川に遊水機能を有する土地は存在
せず、実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

16
困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せず、
実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

15
困難 沿川に遊水機能を有する土地は存在
せず、実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

16
困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せず、
実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

15
困難 沿川に遊水機能を有する土地は存在
せず、実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

16
困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せず、
実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

15
困難 沿川に遊水機能を有する土地は存在
せず、実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

16
困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せず、
実施は困難

× － － － － － ×
遊水地案に
含まれる

図 4.2.17 遊水機能を有する土地イメージ  

表 4.2.19 概略評価 

表 4.2.20 概略評価 
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4.2.19 霞堤の存置  

上流部の堤防の決壊等による氾濫流を河道に戻す、洪水の一部を一時的に貯留するなどといっ

た機能がある。また氾濫流を河道に戻す機能により、洪水による浸水継続時間を短縮したり、氾

濫水が下流に拡散することを防いだりする効果がある。 

錦川における概略評価は表 4.2.21のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省HP、河川に関する用語 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

困難 沿川に霞堤は存在せず、実施は困難 × － － － － － ×
遊水地案に含まれ
る

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

困難 沿川に霞堤は存在せず、実施は困難 × － － － － － ×
遊水地案に含まれ
る

図 4.2.18 霞堤イメージ 

表 4.2.21 概略評価 
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4.2.20 輪中堤  

特定の区域を洪水の氾濫から防御するため、その周囲を囲んで設けられた堤防。効果が発現す

る場所は輪中堤内となる。当該方策そのものに下流の河道のピーク流量を低減させたり流下能力

を向上させたりする機能は無い。 

錦川における概略評価は表 4.2.22のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.21 二線堤  

万一本堤が決壊した場合に、洪水氾濫の拡大を防止。河道のピーク流量低減や流下能力向上に

寄与しない。 

錦川における概略評価は表 4.2.23のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堤防で囲まれた集落 

出典：国土交通省HP、河川事業概要 
図 4.2.19 輪中堤のイメージ 

出典：国土交通省HP、河川事業概要 図 4.2.20 二線堤による氾濫防御のイメージ 

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

18
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
輪中堤は丌可能である

× － － － － － ×

19
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
二線堤は丌可能である

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

18
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
輪中堤は丌可能である

× － － － － － ×

19
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
二線堤は丌可能である

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

18
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
輪中堤は丌可能である

× － － － － － ×

19
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
二線堤は丌可能である

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

18
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
輪中堤は丌可能である

× － － － － － ×

19
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
二線堤は丌可能である

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

18
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
輪中堤は丌可能である

× － － － － － ×

19
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
二線堤は丌可能である

× － － － － － ×

方策
№

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

18
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
輪中堤は丌可能である

× － － － － － ×

19
困難 下流市街地部は家屋が密集しており、
二線堤は丌可能である

× － － － － － ×

表 4.2.22 概略評価 

表 4.2.23 概略評価 
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4.2.22 樹林帯等 

堤防の治水上の機能を維持増進し、又は洪水流を緩和するよう、堤内土地に堤防に沿って設置

された帯状の樹林等。越流時における堤防の安全性の向上、堤防の決壊時の決壊部分の拡大抑制

等の機能を有する。 

錦川における概略評価は表 4.2.24のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.23 宅地のかさ上げ、ピロティ建築等  

盛土して宅地の地盤高を高くしたり、建築構造を工夫したりすることによって、浸水被害の抑

制等を図る。個人や個別の土地等の被害軽減を図る対策として、かさ上げやピロティ化により浸

水被害を軽減させる。 

錦川における概略評価は表 4.2.25のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省HP、   

  河川事業概要 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 沿川の水田利用に新たに樹林帯を
設置することは可能であるが、地権者と
の調整に時間を要する △

対象箇所の越流時の堤
防安全性向上や堤防の
決壊時の決壊部分の拡
大抑制に効果あり

氾濫を許容するもので
あり、目標とする安全
度確保が困難

－ × － ×

氾濫を許容する
ものであり、耕
地等は同一の治
水安全度が確保
できない。

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 沿川の水田利用に新たに樹林帯を
設置することは可能であるが、地権者と
の調整に時間を要する △

対象箇所の越流時の堤
防安全性向上や堤防の
決壊時の決壊部分の拡
大抑制に効果あり

氾濫を許容するもので
あり、目標とする安全
度確保が困難

－ × － ×

氾濫を許容する
ものであり、耕
地等は同一の治
水安全度が確保
できない。

出典：国土交通省HP、河川事業概要 図 4.2.22 ピロティ建築（神奈川県横浜市の例） 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

困難 下流市街地部では市街地全体を嵩
上げすることとなり、丌可能である

× － － － － － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・技術上の観点等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

困難 下流市街地部では市街地全体を嵩
上げすることとなり、丌可能である

× － － － － － ×

図 4.2.21  

表 4.2.24 概略評価 

表 4.2.25 概略評価 
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●下流市街地部で、浸水の可能性のある全ての家屋に対して、かさ上げ、ピロティ建築等の対

策を行なう場合の事業規模 

【検討条件】 

・・藤河地区下流の市街地部における浸水家屋数を算出し、概算補償費を算出する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【検討結果】 

検討の結果、下流市街地部では約 12,500 戸の家屋を嵩上げすることとなり、不可能である 

【評価結果】以上の結果より、宅地のかさ上げ、ピロティ建築等案は、採用しない。 

 

錦川浸水範囲（T=1/100） 

項 目 被害数量 

浸水家屋数 約12,500（戸） 

補償費 約3,750（億円） 

表 4.2.26 下流市街地の被害状況 

図 4.2.23 錦川下流域の浸水範囲図 
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4.2.24 土地利用規制  

浸水頻度や浸水のおそれが高い地域において、土地利用の規制・誘導によって被害を抑制する。

土地利用規制により現況を維持することで、浸水頻度や浸水のおそれが高い地域への現状以上の

資産の集中を抑制することが可能。 

市街化調整区域のうち、溢水、湛水等による災害の発生のおそれのある土地の区域については、

市街化区域への編入は原則として行わない。 

錦川における概略評価は表 4.2.27のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.25 水田等の保全  

雨水を一時貯留、地下浸透させるという水田の機能を保全。現況の水田の保全によって一時的

貯留することによって河道への流出抑制できるが流下能力の向上に寄与しない。 

錦川における概略評価は表 4.2.28のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

困難 浸水区域が既に住居区域であり、
土地利用を規制することは丌可能

× － －
－

－ － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

困難 浸水区域が既に住居区域であり、
土地利用を規制することは丌可能

× － －
－

－ － ×

 
出典：河川用語集：国土技

術政策総合研究所 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 水田の畦畔を整備（かさ上げ）
や貯留操作を行えば、治水上の機能向
上が可能であるが、水田所有者との調
整に時間を要する

△
ピーク流量を低
減、対策箇所下
流に効果有り

流域面積に占める水田面積は
3%程度と少なく、目標とす
る安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 水田の畦畔を整備（かさ上げ）
や貯留操作を行えば、治水上の機能向
上が可能であるが、水田所有者との調
整に時間を要する

△
ピーク流量を低
減、対策箇所下
流に効果有り

流域面積に占める水田面積は
3%程度と少なく、目標とす
る安全度確保が困難

ある程
度推定
可能

× － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

図 4.2.24  

図 4.2.25 水田の保全イメージ 

表 4.2.27 概略評価 

表 4.2.28 概略評価 
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●流域内の全ての水田の畦畔の堰板を高くした場合の流量低減効果を算定 

【検討条件】 

・算出では、現状での畦畔の高さを考慮し、水田での貯留深は営農期の湛水深 5cm に加えて、

洪水時に 15cm を貯留することとする（計 20cm）。 

・降雨初期には降雨は水田に貯留するため水田からの流出量はゼロとし、水深が高くなり堰頂

部を越えると水田から流出するようになる。この時は流入＝放流とする。 

【検討結果】 

検討の結果、臥竜橋地点においてギジア台風洪水ピーク流量が約 30m3/s 低減、H17 台風 14 号

洪水で約 50m3/s の低減となる。したがって、水田貯留単独では整備計画の目標は達成できない。 

【事業費】 

水田等の保全による事業費は、約 69 億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、雨水貯留施設案は投資効果が低く、

採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.26 森林の保全  

森林土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくり流出させるという森林の機能を保全

する。良好な森林からの土砂流出は少なく、また風倒木等が河川に流出して災害を助長すること

等があるため、森林の保全と適切な管理が重要。 

錦川における概略評価は表 4.2.30のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 森林の保全は可能であるが、流
出抑制機能の改善は丌確実であるうえ、
相当な年数を要する

△

ピーク流量を低減、対象
箇所下流に効果があると
考えられるが、大きくは
期待できない

流域面積に占める森
林面積は88%を占め、
既に森林機能の効果
は見込まれており、
目標とする安全度確
保が困難

現時点
では

困難

× － ×

森林の保全・整備
は森林機能の維
持・改善のために
も重要である

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 森林の保全は可能であるが、流
出抑制機能の改善は丌確実であるうえ、
相当な年数を要する

△

ピーク流量を低減、対象
箇所下流に効果があると
考えられるが、大きくは
期待できない

流域面積に占める森
林面積は88%を占め、
既に森林機能の効果
は見込まれており、
目標とする安全度確
保が困難

現時点
では

困難

× － ×

森林の保全・整備
は森林機能の維
持・改善のために
も重要である

降雨

水の出口

堰板

田面

の高さまでは水田
に貯留されるもの
とする。

水位がの高さを超える
と水田から流出する。
（流入＝放流）

降雨

水の出口

堰板

田面

の高さまでは水田
に貯留されるもの
とする。

水位がの高さを超える
と水田から流出する。
（流入＝放流）

図 4.2.26 錦川流域内の水田貯留イメージ 
表 4.2.29 流出計算結果 

表 4.2.30 概略評価 

項 目 キジア台風 
H17 

台風14号 

RSA(mm) 

計画設定値 150.5 90.0～200.0 

水田貯留後 155.0 94.5～204.5 

臥竜橋 

ピーク流量

(m3/s) 

計画設定値 2995 4125 

水田貯留後 2962 4079 

低減量 32 45 
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4.2.27 洪水の予測、情報の提供等 

洪水時に備えて、住民が適確で安全に避難できるように、ハザードマップを公表したり、防災

無線、テレビ・ラジオ、携帯電話等により洪水の予測や情報の提供等を行う。 

錦川における概略評価は表 4.2.31のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.28 水害保険等  

家屋、家財の資産について、水害に備えるための損害保険。氾濫した区域において、個人や個

別の土地等の被害軽減を図る対策として、水害の被害額の補填が可能。 

錦川における概略評価は表 4.2.32のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

  

出典：山口県河川課ＨＰ 出典：岩国市ＨＰ 
図 4.2.27 洪水の予測、情報提供のイメージ 

表 4.2.31 概略評価 

表 4.2.32 概略評価 

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 洪水ハザードマップや洪水予報
等、洪水時の危機管理に対応する対策
を実施している

○

人的被害の軽減は可
能だが、家屋資産の
被害軽減を図ること
はできない

氾濫を許容するもの
であり、目標とする
安全度確保が困難

－ × － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 洪水ハザードマップや洪水予報
等、洪水時の危機管理に対応する対策
を実施している

○

人的被害の軽減は可
能だが、家屋資産の
被害軽減を図ること
はできない

氾濫を許容するもの
であり、目標とする
安全度確保が困難

－ × － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 被害の補填が可能であるが、氾
濫を許容するものであり、理解を得る
ことが困難

△
個人資産消失を補填
できるが、氾濫自体
を回避できない

氾濫を許容するもの
であり、目標とする
安全度確保が困難

－ × － ×

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技術上の観点
等

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保 定量評価
評
価

可能 被害の補填が可能であるが、氾
濫を許容するものであり、理解を得る
ことが困難

△
個人資産消失を補填
できるが、氾濫自体
を回避できない

氾濫を許容するもの
であり、目標とする
安全度確保が困難

－ × － ×
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4.2.29 治水対策案の選定（一次選定） 

 以上で述べた 26手法の治水の方策案の選定結果を表 4.2.33(1)(2)に示す。 

 

表 4.2.33(1) 治水対策案の選定 

【河川を中心とした対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：丌選定 
コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

評

価

の

記

号 

【治水安全度の向上・被害軽減効果】 

○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確

保でき、かつ定量評価が可能 

×：上記いずれかが丌可能 

－：実現性評価が×のため、評価対象外。 

【実現性】 

○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。 

△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十

分確保されない。 

×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実

現性が低い。 

【コスト】 

×：コストが極めて高い。 

○：それ以外。 

－：治水安全度の向上・被害軽

減効果が×のため、評価対象外。 

方策

実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考
土地所有者の協力の見通し・
技術上の観点等

評価 効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評価

1 ダム 平瀬ダム
可能 既計画であり、家屋移転が完了
し、付替道路や転流工等を整備してお
り、早期現実が可能である

○
ピーク流量を低減、ダム下流
に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○
基本方針メニュー

整備計画メニュー

2

ダムの有効活
用（ダム再開
発・再編、操
作ルールの見
直し等）

菅野ダム
生見川ダム
嵩上げ

可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ上
げ、操作ルール見直により可能である
が、用地買収や関係者との調整に時間
を要する

△
ピーク流量を低減、ダム下流
に効果有り

流量低減効果が小さく、目標と
する安全度確保が困難 可能 × － ×

菅野ダム
生見川ダム
貯水地内掘削

可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水地
内掘削により対応可能であるが、関係
者との調整に時間を要する

△
ピーク流量を低減、ダム下流
に効果有り

流量低減効果が小さく、目標と
する安全度確保が困難 可能 × － ×

3 遊水地（調節池）
可能 広大な用地が必要であり、用地
買収や地権者との調整に時間を要する △

ピーク流量を低減、遊水地下
流に効果有り

広大な土地が必要であるが、山
地地形のため適地が存在せず、
目標とする安全度確保が困難

可能 × － ×

4 放水路（捷水路）

可能 御庄から横山に捷水路（バイパ
ストンネル）を整備することで可能で
あるが、あらたな用地買収が発生し、
用地買収や地権者等との調整に時間を
要する

△
ピーク流量を低減、分流地点
下流に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

5 河道の掘削
可能 用地買収や地権者、漁協などの
関係者との調整に時間を要する △

流下能力を向上、対策箇所及
びその上流に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

6 引堤
可能 用地買収や地権者、漁協などの
関係者との調整に時間を要する △

流下能力を向上、対策箇所及
びその上流に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

7
堤防のかさあげ
（モバイルレビーを含む）

可能 用地買収や地権者との調整に時
間を要する △

流下能力を向上、対策箇所に
効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○
ＨＷＬが上昇するため、破
堤時の被害が増大する

8 河道内の樹木の伐採
可能 河道内に現在繁茂している樹木
を伐採する ○

流下能力を向上、対策箇所及
びその上流に効果有り

河道内樹木を全伐採しても、目
標とする安全度確保が困難 可能 × － ×

河道計画において、樹木影
響なし（樹木なし）として
評価している

9 決壊しない堤防

困難 著しく高い堤防は下流を除いて
存在しない
研究途中の技術であるため、現段階で
は使用できない

× － － － － － ×

10 決壊しづらい堤防

困難 著しく高い堤防は下流を除いて
存在しない
研究途中の技術であるため、現段階で
は使用できない

× － － － － － ×

11 高規格堤防
可能 用地買収が広範囲で、補償物件
が多数発生し、地権者等との調整に時
間を要する

△
流下能力を向上、対策箇所に
効果有り

目標とする安全度確保が可能。
ただし、7.堤防かさ上げよりコ
ストがかかる

可能 ○ × ×
「7.堤防かさ上げ」よりコ
ストがかかるため検討しな
い

12 排水機場
困難 排水機場が受け持つ小支川流域
に効果があるが、本川流量低減に寄不
しない

× － － － － － ×
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表 4.2.34(2) 治水対策案の選定 

【流域を中心とした対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：丌選定 
コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

評

価

の

記

号 

【治水安全度の向上・被害軽減効果】 

○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確

保でき、かつ定量評価が可能 

×：上記いずれかが丌可能 

－：実現性評価が×のため、評価対象外。 

【実現性】 

○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。 

△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十

分確保されない。 

×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実

現性が低い。 

【コスト】 

×：コストが極めて高い。 

○：それ以外。 

－：治水安全度の向上・被害軽

減効果が×のため、評価対象外。 

方策
実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技
術上の観点等

評価 効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評価

13 雨水貯留施設
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留
施設として整備が可能であるが、関係者
との調整に時間を要する

△
ピーク流量を低減、対策箇所下流
に効果有り

都市部に対する対策なため調整効
果がごく僅かであり、目標とする
安全度確保が困難

ある程度
推定可能 × － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

14 雨水浸透施設
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可
能であるが、土地所有者等との調整に時
間を要する

△
ピーク流量を低減、対象箇所下流
に効果有り

調節効果がごく僅かであり、目標
とする安全度確保が困難

ある程度
推定可能 × － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

15
遊水機能を有する
土地の保全

困難 沿川に遊水機能を有する土地は存
在せず、実施は困難 × － － － － － × 遊水地案に含まれる

16
部分的に低い堤防
の存置

困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せ
ず、実施は困難 × － － － － － × 遊水地案に含まれる

17 霞堤の存置
困難 沿川に霞堤は存在せず、実施は困
難 × － － － － － × 遊水地案に含まれる

18 輪中堤
困難 下流市街地部は家屋が密集してお
り、輪中堤は困難 × ― ― － － － ×

19 二線堤
困難 下流市街地部は家屋が密集してお
り、二線堤は困難 × ― ― － － － ×

20 樹林帯等
可能 沿川の水田利用に新たに樹林帯を
設置することは可能であるが、地権者と
の調整に時間を要する

△
対象箇所の越流時の堤防安全性向
上や堤防の決壊時の決壊部分の拡
大抑制に効果あり

氾濫を許容するものであり、目標
とする安全度確保が困難 － × － ×

氾濫を許容するものであ
り、耕地等は同一の治水
安全度が確保できない。

21
宅地のかさ上げ、
ピロティ建築等

困難 下流市街地部では市街地全体を嵩
上げすることとなり、丌可能。 × ― ― － － － ×

22 土地利用規制
困難 浸水区域が既に住居区域であり、
土地利用を規制することは丌可能 × － － － － － ×

23 水田等の保全

可能 水田の畦畔を整備（かさ上げ）や
貯留操作を行えば、治水上の機能向上が
可能であるが、水田所有者との調整に時
間を要する

△
ピーク流量を低減、対策箇所下流
に効果有り

流域面積に占める水田面積は3%
程度と少なく、目標とする安全度
確保が困難

ある程度
推定可能 × － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

24 森林の保全
可能 森林の保全は可能であるが、流出
抑制機能の改善は丌確実であるうえ、相
当な年数を要する

△
ピーク流量を低減、対象箇所下流
に効果があると考えられるが、大
きくは期待できない

流域面積に占める森林面積は
88%を占め、既に森林機能の効
果は見込まれており、目標とする
安全度確保が困難

現時点で
は困難 × － ×

森林の保全・整備は森
林機能の維持・改善の
ためにも重要である

25
洪水の予測、

情報の提供等

可能 洪水ハザードマップや洪水予報等、
洪水時の危機管理に対応する対策を実施
している

○
人的被害の軽減は可能だが、家屋
資産の被害軽減を図ることはでき
ない

氾濫を許容するものであり、目標
とする安全度確保が困難

－ × － ×

26 水害保険等
可能 被害の補填が可能であるが、氾濫
を許容するものであり、理解を得ること
が困難

△
個人資産消失を補填できるが、氾
濫自体を回避できない

氾濫を許容するものであり、目標
とする安全度確保が困難

－ × － ×

方策
実現性 治水安全度の向上・被害軽減効果

コスト
対策案
の選定

備考土地所有者の協力の見通し・技
術上の観点等

評価 効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評価

13 雨水貯留施設
可能 学校や公共施設の敷地を雨水貯留
施設として整備が可能であるが、関係者
との調整に時間を要する

△
ピーク流量を低減、対策箇所下流
に効果有り

都市部に対する対策なため調整効
果がごく僅かであり、目標とする
安全度確保が困難

ある程度
推定可能 × － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

14 雨水浸透施設
可能 宅地内に雨水浸透施設の整備が可
能であるが、土地所有者等との調整に時
間を要する

△
ピーク流量を低減、対象箇所下流
に効果有り

調節効果がごく僅かであり、目標
とする安全度確保が困難

ある程度
推定可能 × － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

15
遊水機能を有する
土地の保全

困難 沿川に遊水機能を有する土地は存
在せず、実施は困難 × － － － － － × 遊水地案に含まれる

16
部分的に低い堤防
の存置

困難 沿川に部分的に低い堤防は存在せ
ず、実施は困難 × － － － － － × 遊水地案に含まれる

17 霞堤の存置
困難 沿川に霞堤は存在せず、実施は困
難 × － － － － － × 遊水地案に含まれる

18 輪中堤
困難 下流市街地部は家屋が密集してお
り、輪中堤は困難 × ― ― － － － ×

19 二線堤
困難 下流市街地部は家屋が密集してお
り、二線堤は困難 × ― ― － － － ×

20 樹林帯等
可能 沿川の水田利用に新たに樹林帯を
設置することは可能であるが、地権者と
の調整に時間を要する

△
対象箇所の越流時の堤防安全性向
上や堤防の決壊時の決壊部分の拡
大抑制に効果あり

氾濫を許容するものであり、目標
とする安全度確保が困難 － × － ×

氾濫を許容するものであ
り、耕地等は同一の治水
安全度が確保できない。

21
宅地のかさ上げ、
ピロティ建築等

困難 下流市街地部では市街地全体を嵩
上げすることとなり、丌可能。 × ― ― － － － ×

22 土地利用規制
困難 浸水区域が既に住居区域であり、
土地利用を規制することは丌可能 × － － － － － ×

23 水田等の保全

可能 水田の畦畔を整備（かさ上げ）や
貯留操作を行えば、治水上の機能向上が
可能であるが、水田所有者との調整に時
間を要する

△
ピーク流量を低減、対策箇所下流
に効果有り

流域面積に占める水田面積は3%
程度と少なく、目標とする安全度
確保が困難

ある程度
推定可能 × － ×

貯水貯留施設、雨水浸
透施設、水田等の複合
案でも目標の安全度が
確保できない

24 森林の保全
可能 森林の保全は可能であるが、流出
抑制機能の改善は丌確実であるうえ、相
当な年数を要する

△
ピーク流量を低減、対象箇所下流
に効果があると考えられるが、大
きくは期待できない

流域面積に占める森林面積は
88%を占め、既に森林機能の効
果は見込まれており、目標とする
安全度確保が困難

現時点で
は困難 × － ×

森林の保全・整備は森
林機能の維持・改善の
ためにも重要である

25
洪水の予測、

情報の提供等

可能 洪水ハザードマップや洪水予報等、
洪水時の危機管理に対応する対策を実施
している

○
人的被害の軽減は可能だが、家屋
資産の被害軽減を図ることはでき
ない

氾濫を許容するものであり、目標
とする安全度確保が困難

－ × － ×

26 水害保険等
可能 被害の補填が可能であるが、氾濫
を許容するものであり、理解を得ること
が困難

△
個人資産消失を補填できるが、氾
濫自体を回避できない

氾濫を許容するものであり、目標
とする安全度確保が困難

－ × － ×
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4.3 治水対策案の立案 

前項で選定した治水の方策を単独又は複数の組み合わせにより、ダム案や他に考えられる治水

対策案を立案する。 

なお、錦川流域は、河川激甚災害対策特別緊急事業が行われ、現状ではほぼ完成しているため、

現状（平成 22 年度末時点）の河川事業後の河道形状を前提条件とするとともに、地形的条件や

土地利用状況などを踏まえて治水対策案を立案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

治水対策案の一次選定結果 

◆ダム 

◆捷水路（バイパストンネル） 

◆河道の掘削 

◆引堤 

◆堤防のかさ上げ 

抽出した上記の案を単独又は組み合わせた対策案を立案して詳細な検討を実施 

  １）平瀬ダム＋河川改修（河道の掘削、引堤、堤防かさ上げ）（現計画） 

  ２）河道の掘削+捷水路（バイパストンネル） 

  ３）引堤+捷水路（バイパストンネル） 

  ４）堤防のかさ上げ+捷水路（バイパストンネル） 

 

錦川水系の地形的条件や土地利用状況などを踏まえた治水対策案 
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4.3.1 平瀬ダム＋河川改修案 

錦川の岩国市錦町広瀬地先に平瀬ダム（重力式コンクリートダム）を築造することで洪水調節

容量 24,300,000m3 を確保し、洪水調節により洪水のピーク流量を低減させるとともに、流下能

力が不足する区間について河川改修により流下能力の向上を図る。 

 

□ 施設検討条件 

・キジア台風実績及び H17 台風 14号実績の洪水に対して、平瀬ダムの洪水調節と河川改修

により臥竜橋基準地点での洪水ピーク流量の低減を図る。 

・平瀬ダムの洪水調節方法は水位制御方式。 

・河道断面は、ダムにより洪水調節した後の流配がキジア台風に対し「安全流下」、H17 台

風 14号に対し「再度災害防止となる」ことを目標とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 整備内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔河道〕         ：河川改修を伴う 

 

 住家 用地 

ダ ム 0戸 0.6ha 

河 道 0戸 6.6ha 

〔ダム〕 

・ダムの目的     ：洪水調節、正常流量、 

上水道、発電 

・ダムの型式     ：重力式コンクリートダム 

・ダムの規模 

   ダ  ム  高     ：約 73m 

   堤  頂  長     ：約 300m 

・貯水池容量配分 

   洪水調節容量 ：24,300,000m3 

 堆砂容量     ： 2,000,000m3 

    総貯水容量   ：29,500,000m3 

 

 

〔残補償〕 

〔残事業費〕 

項 目 

金額（億円） 

ダム 

(治水) 
河 道 

事業費 156 37 

 

 

 

図 4.3.1 平瀬ダム＋河川改修案の目標流量配分図 

平瀬ダム事業 

2,300 

平瀬ダム 

生見川ダム 

錦帯橋 

単位 ：ｍ
3
/s 

2,450 2,800 

今 津 川 

門前川 

生 

見 

川 

臥
竜
橋 

3,400 3,400 3,260 
1,950 
2,950 

御
庄 

南
桑 

上段：平瀬ダムあり（キジア台風） 

下段：平瀬ダムあり（H17.14号台風） 

 



 4-42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.2 河川改修事業区間 

生見川ダム 

保木川 
御庄川 

生見川 

今津川 
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藤河地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.3 河川改修区間 

図 4.3.4 河川改修による河積確保のイメージ 
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南桑地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.5 河川改修区間 

図 4.3.6 掘削による河積確保のイメージ 

図 4.3.7 河川改修による河積確保のイメージ 
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□ 平瀬ダム 事業計画図 

図 4.3.8 全体計画平面図 
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図 4.3.11 標準断面図 
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図 4.3.10 ダム上流面図 

図 4.3.9 ダム平面図 
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4.3.2 河道の掘削＋バイパストンネル案 

●平瀬ダムを位置付けない場合の河川改修案（河道の掘削、引堤、堤防の嵩上げ）について 

錦帯橋区間は目標流量に対して流下能力が不足しているが、社会的影響が大きいため、河川改

修が困難である。 

このため、右岸側に錦川改良河川全体計画（中小河川改修事業 H9.11.28 認可）に位置づけら

れているバイパストンネルを併用することを前提として、この区間の現況流下能力(HWL：

2,450m3/s、堤防満杯：3,400m3/s)以上を流さないこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○錦帯橋付近の治水対策 

目標流量を河道改修で対応する場合、引堤案が考えられるが、錦帯橋の架替えや岩国ＩＣの

移転が発生することから、バイパス案を採用する。 
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図 4.3.13 錦帯橋付近の治水対策 
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（バイパストンネル） 

錦帯橋周辺の景観に配慮するとともに、背後地に資産が集中する藤河地区までの流下能力不足

区間を防御するため、錦川改良河川全体計画（中小河川改修事業 H9.11.28 認可）に位置づけ

られている放水路を建設する。 

【検討条件】 

 バイパスルートは錦川(No.58～No.35)を結ぶ延長 1.36km のトンネルとして考える。 

トンネル計画流量は、Q＝730m3/s とした。これに対して、河川トンネルの設計流量は、本

トンネルを開水路方式とし、計画流量の 130％増しとする。 

【検討結果】 

トンネル断面は、等流計算によって算定する。この結果、トンネル 1本当たりの流下能力は

200m3/s となり、計画流量 730m3/s を処理するためには 4本のトンネルが必要になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.14  平瀬ダムなしの目標流量配分図 
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4.3.2 河道の掘削＋バイパストンネル案 

流下能力が不足する区間について、河道の掘削により流下能力の向上を図る。なお、下流の御

庄川合流点から横山地区については、バイパストンネルにより流下能力の向上を図る。 

□ 検討条件 

 ・河道内の掘削により必要な河積を確保する。 

□ 河道改修内容 

 ・河道掘削：錦川 L=18.6km ＋ バイパストンネル L=1.36km 
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図 4.3.17 河川改修事業区間 
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図 4.3.16 河道の掘削＋バイパストンネル案の目標流量配分図 
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藤河地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.18 河川改修区間 

図 4.3.19 河道の掘削による河積確保のイメージ 
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図 4.3.20 河道の掘削案のイメージ図(錦見地区) 
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南桑地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.21 河川改修区間 

図 4.3.22 河道の掘削による河積確保のイメージ 
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4.3.3 引堤＋バイパストンネル案 

流下能力が不足する区間について、河道の引堤により流下能力の向上を図る。なお、下流の御

庄川合流点から横山地区については、バイパストンネルにより流下能力の向上を図る。 

 

□ 検討条件 

  ・河経済性等を考えて左右岸のどちらか一方を 引堤する。 

□ 河道改修内容 

 ・引堤：錦川 L=20.2km ＋ バイパストンネル L=1.36km 
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〔残補償〕 

 

 

 

〔残事業費〕 

項 目 金額（億円） 

事業費 861 

合 計 880 

 

 

 

図 4.3.24 河川改修事業区間 

図 4.3.23 引堤＋バイパストンネル案の目標流量配分図 
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藤河地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 4.3.25 河川改修図 

図 4.3.26 引堤による河積確保のイメージ 
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南桑地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.3.29 引堤による河積確保のイメージ 
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4.3.4 堤防のかさ上げ＋バイパストンネル案 

流下能力が不足する区間について、堤防のかさ上げにより流下能力の向上を図る。なお、下流

の御庄川合流点から横山地区については、バイパストンネルにより流下能力の向上を図る。 

□ 検討条件 

  ・左右岸の両方をかさ上げします。 

  ・護岸の範囲は計画高水位までとし、それより上部については土羽とする。 

□ 河道改修内容 

 ・堤防かさ上げ：錦川 L=12.9km ＋ バイパストンネル L=1.36km 
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〔残事業費〕 

項 目 金額（億円） 

事業費 492 

 

 

 

 住家 用地 
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図 4.3.31 河道改修区間図 

図 4.3.30 堤防のかさ上げ＋バイパストンネル案の目標流量配分図 
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藤河地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3.32 河川改修面図 

図 4.3.33かさ上げによる積確保のイメージ 
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南桑地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.3.35 かさ上げによる河積確保のイメージ 

図 4.3.34 河川改修図 
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4.4 治水対策案の評価軸ごとの評価（二次選定） 

立案した治水対策案を、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で示され

ている以下の１）～７）の評価軸により評価する。 

 

   1) 安全度（被害軽減効果）   2) コスト   3) 実現性   4) 持続性 

   5) 柔軟性   6) 地域社会への影響   7) 環境への影響 

 

評価に当たっては、現状における施設の整備状況や事業の進捗状況等を原点として検討を行っ

た。すなわち、コストの評価に当たり、実施中の事業については、残事業費を基本とした。また、

ダム中止に伴って発生するコストや社会的影響等を含めて検討することとした。  

評価の考え方一覧表を表 4.4.1 に、評価基準を表 4.4.2 に示す。  

また、検証を行う上での基本的な考え方は次のとおりである。 

 

 

■検証にあたっての基本的な考え方 

・評価に当たっては、現状（又は河川整備計画策定時点）における施設の整備状況や事業の進

捗状況を原点として検討を行う。 

・各治水対策案について、目標を上回る洪水が発生する場合の状態や、必要に応じ、局地的な

大雨が発生する場合の状態を明らかにするなど、河川や流域の特性に応じ、各評価軸につい

て評価する。 

・各評価軸についてそれぞれ的確な評価を行った上で、財政的、時間的な観点を加味して目的

別の総合評価を行う。 

・目的別の総合評価に当たって、一定の「安全度」を確保することを基本として、「コスト」

を最も重視する。なお、これらの考え方によらずに、特に重視する評価軸により評価を行う

場合等は、その理由を明示する。 

・各目的別の検討を踏まえて、検証の対象とするダム事業に関する総合的な評価を行う。 

・科学的合理性、地域間の利害の衡平性、透明性の確保を図り、地域の意向を十分に反映する

ための措置を講じて検討を進める。 
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1.安全度  ①河川整備計画レベルの目標に対し安全を確保できるか 

（流量低減、水位低下、資産被害抑

制、人身被害抑制の観点で評価） 

②目標を上回る洪水等が発生した場合にどのような状態とな

るか 

  ③段階的にどのように安全度が確保されていくか 

 
 ④どの範囲でどのような効果が確保されていくか 

2.コスト 

（必要に応じ、直接的な費用だけで

なく、関連して必要となる費用につ

いても明らかにして評価する） 

①完成までに要する費用 

②維持管理に要する費用 

③その他の費用 

3.実現性 

①土地所有者等の協力の見通し 

②その他の関係者との調整の見通し 

③法制度上の観点から実現性の見通し 

④技術上の観点から実現性の見通し 

4.持続性 将来にわたって持続可能といえるか 

5.柔軟性 
地球温暖化に伴う気候変化や社会環境の変化など将来の不確

実性に対する柔軟性 

6.地域社会への影響 

①事業地及びその周辺への影響はどの程度か 

②地域振興に対してどのような効果があるか 

③地域間の利害の衡平への配慮がなされているか 

7.環境への影響 ①水環境に対してどのような影響があるか 

②生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にどのような

影響があるか 

③土砂流動がどう変化し、下流河川・海岸にどのように影響

するか 

④景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのような影響があ

るか 

⑤その他 

 

 

表 4.4.2 評価基準 

 

 

 

 

 

 

※定量化できない「評価軸の考え方」については、「評価軸の考え方」毎に相対評価を行う。 

 

 

表 4.4.1 治水対策案に対する評価軸（7項目）および評価の考え方 

＊ダム案のコストについては現時点からの残事業費を計上 

・評価軸ごとに評価を行う。 

・コストは定量的な評価が可能なため、順位を付ける。 

・コスト以外は定量的な評価が困難なため、評価の考え方ごとに考察を行った後、○△×

により評価を行う。 

○：比較案の中で最も適した案 

×：比較案の中で最も劣る案 

△：○、×の中間案 
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1）各対策案における安全度の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）各対策案におけるコストの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.4.3 安全度評価一覧 

表 4.4.4 コスト評価一覧 

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

1.

安
全
度

（
流
量
低
減
、
水
位
低
下
、
資
産
被
害
抑
制
、
人
身
被
害
抑
制
の
観
点
で
評
価
）

①河川整備計画レベルの目
標に対し安全を確保できる
か

・キジア台風規模の出水を、
安全に流下させることができ
る（計画高水位以下）

・14号台風規模の出水に対
して、浸水被害軽減を図るこ
とができる。（堤防高以下）

○

・キジア台風規模の出水を、
安全に流下させることができ
る（計画高水位以下）

・14号台風規模の出水に対し
て、浸水被害軽減を図ること
ができる。（堤防高以下）

△

・キジア台風規模の出水を、
安全に流下させることができ
る（計画高水位以下）

・14号台風規模の出水に対
して、浸水被害軽減を図るこ
とができる。（堤防高以下）

×

・キジア台風規模の出水を、
安全に流下させることができ
る（計画高水位以下）

・14号台風規模の出水に対し
て、浸水被害軽減を図ること
ができる。（堤防高以下）

△

②目標を上回る洪水等が発
生した場合にどのような状
態となるか

(ダム)

・1/100確率規模までの洪
水に対して、浸水被害の軽減
効果が図られる。

(河道)

・1/100確率規模までの洪水
に対して、浸水被害の軽減効
果が図られる。

(河道)

・1/100確率規模までの洪
水に対して、浸水被害の軽減
効果が図られる。

(河道)

・1/100確率規模までの洪水
に対して、浸水被害の軽減効
果が図られる。

③段階的にどのように安全
度が確保されていくか

(ダム)

・平瀬ダムが完成するまで安
全度は向上しない

・平瀬ダム完成まで、約10
年である。

(河道)

・下流から一連区間を整備す
ることで段階的に安全度が向
上する。

・すべての河川改修が完成す
るまで約20年である。

(河道)

・下流から一連区間を整備す
ることで段階的に安全度が向
上する。

(河道)

・下流から一連区間を整備す
ることで段階的に安全度が向
上する。

・他案に比べ完成に時間を要
する。

(河道)

・下流から一連区間を整備す
ることで段階的に安全度が向
上する。

④どの範囲でどのような効
果が確保されていくか

・計画区間内で目標安全度が
確保される。

・平瀬ダム下流のすべての区
間において、安全度が向上す
る。

・計画区間内で目標安全度が
確保される。

・計画区間外では安全度が向
上しない。

・計画区間内で目標安全度が
確保される。

・計画区間外では安全度が向
上しない。

・計画区間内で目標安全度が
確保される。

・計画区間外では安全度が向
上しない。

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

2.
コ
ス
ト

（
必
要
に
応
じ
、
直
接
的
な
費
用
だ
け
で
な
く
、
関
連
し
て
必
要
と
な
る
費
用
に
つ
い
て
も
明
ら
か
に
し
て
評

価
す
る
）

①完成までに要する費用 総事業費：
（ダム） 511億円（治水分）
（河道） 131億円
残事業費：
（ダム） 156億円（治水分）
（河道） 37億円

計 193億円

補償家屋数：
０戸

買収面積：
宅地 0.1ha
水田・畑 6.5ha
山林等 0.6ha

①

総事業費：（残事業費）

442億円

補償住家数：
0戸

買収面積：
宅地 0.1ha
水田・畑 10.8ha
山林等 0.0ha

②

総事業費：（残事業費）

861億円

補償住家数：
136戸

買収面積：
宅地 9.2ha
水田・畑 29.0ha
山林等 0.8ha

④

総事業費：（残事業費）

492億円

補償住家数：
32戸

買収面積：
宅地 0.9ha
水田・畑 7.1ha
山林等 1.5ha

③

②維持管理に要する費用 維持管理費
（河川）
河川管理延長に大きな増がない
ため、新たに維持管理費用が発
生しないものとし、計上しない
（平瀬ダム）
県内ゲート付きダムの実績維持
管理費（機器更新含む）

0.62億円/年
50年間の維持管理費（治水分）
＝0.62億円/年×50年×河川分
アロケ率99.6%×治水分アロケ
率69.4%

＝21億円

50年分の
維持管理費用：21億円

維持管理費
（河川）
錦川の実績維持管理費（浚渫、
伐採費）をバイパス水路によ
る増加延長(1.4km)分に計上。
0.016億円/年×５０年

＝0.8億円

50年分の
維持管理費用：0.8億円

維持管理費
（河川）
錦川の実績維持管理費（浚渫、
伐採費）をバイパス水路によ
る増加延長(1.4km)分に計上。
0.016億円/年×５０年

＝0.8億円

50年分の
維持管理費用：0.8億円

維維持管理費
（河川）
錦川の実績維持管理費（浚渫、
伐採費）をバイパス水路による
増加延長(1.4km)分に計上。
0.016億円/年×５０年

＝0.8億円

50年分の
維持管理費用：0.8億円

③その他の費用 ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要となる道路
（国道、市道）を完成させる
ための建設費用

・負担金返還費用（水道＋発
電）

計 18億円

ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要となる道路
（国道、市道）を完成させる
ための建設費用

・負担金返還費用（水道＋発
電）

計 18億円

ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要となる道路
（国道、市道）を完成させるた
めの建設費用

・負担金返還費用（水道＋発
電）

計 18億円

合計 214億円 461億円 880億円 511億円

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

2.
コ
ス
ト

（
必
要
に
応
じ
、
直
接
的
な
費
用
だ
け
で
な
く
、
関
連
し
て
必
要
と
な
る
費
用
に
つ
い
て
も
明
ら
か
に
し
て
評

価
す
る
）

①完成までに要する費用 総事業費：
（ダム） 511億円（治水分）
（河道） 131億円
残事業費：
（ダム） 156億円（治水分）
（河道） 37億円

計 193億円

補償家屋数：
０戸

買収面積：
宅地 0.1ha
水田・畑 6.5ha
山林等 0.6ha

①

総事業費：（残事業費）

442億円

補償住家数：
0戸

買収面積：
宅地 0.1ha
水田・畑 10.8ha
山林等 0.0ha

②

総事業費：（残事業費）

861億円

補償住家数：
136戸

買収面積：
宅地 9.2ha
水田・畑 29.0ha
山林等 0.8ha

④

総事業費：（残事業費）

492億円

補償住家数：
32戸

買収面積：
宅地 0.9ha
水田・畑 7.1ha
山林等 1.5ha

③

②維持管理に要する費用 維持管理費
（河川）
河川管理延長に大きな増がない
ため、新たに維持管理費用が発
生しないものとし、計上しない
（平瀬ダム）
県内ゲート付きダムの実績維持
管理費（機器更新含む）

0.62億円/年
50年間の維持管理費（治水分）
＝0.62億円/年×50年×河川分
アロケ率99.6%×治水分アロケ
率69.4%

＝21億円

50年分の
維持管理費用：21億円

維持管理費
（河川）
錦川の実績維持管理費（浚渫、
伐採費）をバイパス水路によ
る増加延長(1.4km)分に計上。
0.016億円/年×５０年

＝0.8億円

50年分の
維持管理費用：0.8億円

維持管理費
（河川）
錦川の実績維持管理費（浚渫、
伐採費）をバイパス水路によ
る増加延長(1.4km)分に計上。
0.016億円/年×５０年

＝0.8億円

50年分の
維持管理費用：0.8億円

維維持管理費
（河川）
錦川の実績維持管理費（浚渫、
伐採費）をバイパス水路による
増加延長(1.4km)分に計上。
0.016億円/年×５０年

＝0.8億円

50年分の
維持管理費用：0.8億円

③その他の費用 ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要となる道路
（国道、市道）を完成させる
ための建設費用

・負担金返還費用（水道＋発
電）

計 18億円

ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要となる道路
（国道、市道）を完成させる
ための建設費用

・負担金返還費用（水道＋発
電）

計 18億円

ダム中止に伴う費用

・生活再建上必要となる道路
（国道、市道）を完成させるた
めの建設費用

・負担金返還費用（水道＋発
電）

計 18億円

合計 214億円 461億円 880億円 511億円
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3）各対策案における実現性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）各対策案における持続性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

5）各対策案における柔軟性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.4.5 実現性評価一覧 

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

3.

実
現
性

①土地所有者等の協力の見
通し

買収状況
補償家屋数：

０戸
買収面積：
宅地 0.１ha
水田・畑 6.5ha
山林等 0.6ha

の補償が必要である。

・河川改修においては、施工
進捗に応じ、順次買収中であ
る。

・平瀬ダムにおいては、家屋
移転100%、用地買収９９％
が完了している。

○

買収状況
補償住家数：

0戸
買収面積：
宅地 0.1ha
水田・畑 10.8ha
山林等 0.0ha

の補償が必要である。

・治水対策が変更となり、調
整に時間を要する。

△

買収状況
補償住家数：

136戸
買収面積：
宅地 9.2ha
水田・畑 29.0ha
山林等 0.8ha

の補償が必要である。

・治水対策が変更となり、土
地所有者との調整に見通しが
つかない。

×

買収状況
補償住家数：

32戸
買収面積：
宅地 0.9ha
水田・畑 7.1ha
山林等 1.5ha

の補償が必要である。

・治水対策が変更となり、土
地所有者との調整に見通しが
つかない。

×②その他の関係者との調整
の見通し

・河川改修においては、各内
水面漁協、農業関係者等への
協議が必要となるが、整備計
画により整備の方向性につい
ては承認されている。

・各内水面漁協、教育委員会、
農業関係者等との調整が必要
となる。

・各内水面漁協、教育委員会、
農業関係者、橋梁管理者等と
の調整が必要となる。

・各内水面漁協、教育委員会、
農業関係者、橋梁管理者等と
の調整が必要となる。

③法制度上の観点から実現
性の見通し

・現行法内であるので、問題
はない。

・現行法内であるので、問題
はない。

・現行法内であるので、問題
はない。

・現行法内であるので、問題
はない。

④技術上の観点から実現性
の見通し

・技術上確立されており、実
現可能。

・技術上確立されており、実
現可能。

・技術上確立されており、実
現可能。

・技術上確立されており、実
現可能。

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

3.

実
現
性

①土地所有者等の協力の見
通し

買収状況
補償家屋数：

０戸
買収面積：
宅地 0.１ha
水田・畑 6.5ha
山林等 0.6ha

の補償が必要である。

・河川改修においては、施工
進捗に応じ、順次買収中であ
る。

・平瀬ダムにおいては、家屋
移転100%、用地買収９９％
が完了している。

○

買収状況
補償住家数：

0戸
買収面積：
宅地 0.1ha
水田・畑 10.8ha
山林等 0.0ha

の補償が必要である。

・治水対策が変更となり、調
整に時間を要する。

△

買収状況
補償住家数：

136戸
買収面積：
宅地 9.2ha
水田・畑 29.0ha
山林等 0.8ha

の補償が必要である。

・治水対策が変更となり、土
地所有者との調整に見通しが
つかない。

×

買収状況
補償住家数：

32戸
買収面積：
宅地 0.9ha
水田・畑 7.1ha
山林等 1.5ha

の補償が必要である。

・治水対策が変更となり、土
地所有者との調整に見通しが
つかない。

×②その他の関係者との調整
の見通し

・河川改修においては、各内
水面漁協、農業関係者等への
協議が必要となるが、整備計
画により整備の方向性につい
ては承認されている。

・各内水面漁協、教育委員会、
農業関係者等との調整が必要
となる。

・各内水面漁協、教育委員会、
農業関係者、橋梁管理者等と
の調整が必要となる。

・各内水面漁協、教育委員会、
農業関係者、橋梁管理者等と
の調整が必要となる。

③法制度上の観点から実現
性の見通し

・現行法内であるので、問題
はない。

・現行法内であるので、問題
はない。

・現行法内であるので、問題
はない。

・現行法内であるので、問題
はない。

④技術上の観点から実現性
の見通し

・技術上確立されており、実
現可能。

・技術上確立されており、実
現可能。

・技術上確立されており、実
現可能。

・技術上確立されており、実
現可能。

表 4.4.6 持続性評価一覧 

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

4.

持
続
性

将来にわたって持続
可能といえるか

・適切に管理を行うことで、
治水効果は維持できる。

○

・適切に管理を行うこと
で、治水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うこと
で、治水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うことで、
治水効果は維持できる。

○

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

4.

持
続
性

将来にわたって持続
可能といえるか

・適切に管理を行うことで、
治水効果は維持できる。

○

・適切に管理を行うこと
で、治水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うこと
で、治水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うことで、
治水効果は維持できる。

○

表 4.4.7 柔軟性評価一覧 

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

5.

柔
軟
性

地球温暖化に伴う気候変
化や社会環境の変化など
将来の丌確実性に対する
柔軟性

・方針レベルに対しては、
今回対策箇所の新たな用地
補償を伴う再改修は発生し
ない ○

・河川縦断計画上限界があ
り、方針レベルに対しては、
今回対策箇所の再改修によ
り、新たな用地補償が発生
する

×

・方針レベルに対しては、
今回対策箇所の再改修によ
り、新たな用地補償が発生
する ×

・方針レベルに対しては、
今回対策箇所の再改修によ
り、新たな用地補償が発生
する ×

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

5.

柔
軟
性

地球温暖化に伴う気候変
化や社会環境の変化など
将来の丌確実性に対する
柔軟性

・方針レベルに対しては、
今回対策箇所の新たな用地
補償を伴う再改修は発生し
ない ○

・河川縦断計画上限界があ
り、方針レベルに対しては、
今回対策箇所の再改修によ
り、新たな用地補償が発生
する

×

・方針レベルに対しては、
今回対策箇所の再改修によ
り、新たな用地補償が発生
する ×

・方針レベルに対しては、
今回対策箇所の再改修によ
り、新たな用地補償が発生
する ×

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 
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6）各対策案における地域社会への影響の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7）各対策案における環境への影響の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.4.8 地域社会への影響評価一覧 

表 4.4.9 環境への影響評価一覧 

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

6.

地
域
社
会
へ
の
影
響

①事業地及びその周辺へ
の影響はどの程度か

・ダムにおいて、用地買収や
住家移転などはほぼ終了して
いる。

・河道において、沿川の営農
農地（6.5ha）の消失が発生
する。

○

・高水敷内の自動車学校やグ
ランド等（10.9ha）の消失
が発生する。

・河道内で対応するので、周
辺への影響は小さい。

△

・家屋移転が136戸、営農農
地（29ha）の消失が発生し、
地域への影響は大きい。

・清流線（約3.6km）の付替
が発生する。

×

・家屋移転が32戸、営農農地
（7ha）の消失が発生し、地
域への影響は大きい。

・堤防により河川が遮へいさ
れ、河川の状況が見えなくな
る。

×

②地域振興に対してどの
ような効果があるか

・ダムにより水面が新たに創
出されるため、周辺整備を行
うことにより、地域振興の可
能性がある。

・現在の河道が拡大されるが、
地域振興への効果は期待でき
ない。

・現在の河道が拡大されるが、
地域振興への効果は期待でき
ない。

・現在の河道が拡大されるが、
地域振興への効果は期待でき
ない。

③地域間の利害の衡平へ
の配慮がなされているか

・地域間の衡平に配慮し生活
再建対策等を実施している。

・地域間の丌衡平は発生しな
い

・地域間の丌衡平は発生しな
い

・地域間の丌衡平は発生しな
い

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

7.

環
境
へ
の
影
響

①水環境に対してどのよ
うな影響があるか

水量：ダム下流において渇水
時に流況改善が期待できる。

水質：常時水を貯めるため富
栄養化や濁水長期化の可能性
がある。

×

－

△

ー

△

ー

○

②生物の多様性の確保及
び流域の自然環境全体に
どのような影響があるか

(ダム)

・ダム建設や河川改修により、
アユなどの魚類等の生物に大
して、影響を不える。

(河道)

・大規模な河川改修が生じる、
アユなどの魚類等の生物に対し
て、影響を不える。

(河道)

・大規模な河川改修が生じる、
アユなどの魚類等の生物に対し
て、影響を不える。

(河道)

・他案と比べ自然環境への負
荷は最も小さい。

③土砂流動がどう変化し、
下流河川・海岸にどのよ
うに影響するか

(ダム)

・ダム建設によりダム直下の
土砂流動に対する影響は大き
い。

・土砂流動に対する影響は小さ
い。

・土砂流動に対する影響は小さ
い。

・土砂流動に対する影響は小
さい。

④景観、人と自然との豊
かな触れ合いにどのよう
な影響があるか

(ダム)

・現状の景観が失われる。

・ダムにより水面が創出され、
新たな自然とのふれあいの場
が創出される。

(河道)

・堤内地盤高から河床までが今
より深くなり、親水性がやや低
下する。

(河道)

・河川改修の進め方によっては
景観の改善や促進が期待できる。

(河道)

・堤防のかさ上げは河道と堤
内地が遮られるため、河川景
観が損なわれ、親水性が低下
する。

⑤その他 特になし 特になし 特になし 特になし
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4.5 治水対策案の総合評価 

立案した各治水対策案について評価軸による評価を行った。 

「平瀬ダム＋河川改修案」は、コストが最も優位となる。また、環境への影響については水環

境や自然環境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、安全度、持続性、実現性、柔軟性、地

域社会への影響について評価した結果、「平瀬ダム＋河川改修案」が優位と評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.5.1 治水対策案の総合評価 

治水対策案と実施
内容の概要

評価軸

１）ダム＋河川改修
２）河道の掘削+
バイパストンネル

３）引堤
(引堤を伴う拡幅)+
バイパストンネル

４）堤防のかさあげ+
バイパストンネル

平瀬ダムの建設

錦川本川の河床を掘削+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の河道を拡幅+

御庄から横山に

バイパストンネル

錦川本川の堤防を嵩上げ+

御庄から横山に

バイパストンネル

1.安全度

・キジア台風規模を安全に流
下可能。

・14号台風洪水規模を堤防
満杯で流下可能。

・1/100確率規模の洪水ま
で浸水被害軽減効果あり

・ダム完成まで安全度向上な
し

・ダム完成まで約10年

・ダム下流の全区間で治水安
全度が向上

○

・キジア台風規模を安全に流
下可能。

・14号台風洪水規模を堤防
満杯で流下可能。

・1/100確率規模の洪水ま
で浸水被害軽減効果あり

・段階的に効果発現。

・計画区間外では安全度向上
なし

△

・キジア台風規模を安全に流
下可能。

・14号台風洪水規模を堤防
満杯で流下可能。

・1/100確率規模の洪水ま
で浸水被害軽減効果あり

・段階的に効果発現。

・他案に比べ完成に時間を要
する。

・計画区間外では安全度向上
なし

×

・キジア台風規模を安全に流
下可能。

・14号台風洪水規模を堤防
満杯で流下可能。

・1/100確率規模の洪水ま
で浸水被害軽減効果あり

・段階的に効果発現。

・計画区間外では安全度向上
なし

△

2.コスト 214億円 ○ 461億円 × 880億円 × 511億円 ×

3.実現性

・ダムは用地買収、家屋移転
がほぼ完了。
・河川は施行進捗に応じ、順
次買収中。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

○

・調整が必要である。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

△

・調整の見通しがつかない。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

×

・調整の見通しがつかない。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

×

4.持続性 ・治水効果は持続可能。 ○ ・治水効果は持続可能。 ○ ・治水効果は持続可能。 ○ ・治水効果は持続可能。 ○

5.柔軟性
・新たな用地買収を伴う河川
の再改修は発生しない。

○
・河川の再改修による新たな
用地買収が発生。

×
・河川の再改修による新たな
用地買収が発生。

×
・河川の再改修による新たな
用地買収が発生。

×

6.地域社会への影響

・地域への影響は小さい
・地域振興の可能性有り
・地域間の衡平は配慮済み ○

・高水敷内の利用地が消失す
る
・河川周辺への影響は小さい
・地域振興への効果は低い
・地域間の丌衡平は生じない

△

・清流線の付替が発生する。
・河川周辺に影響大きい
・地域振興への効果は低い
・地域間の丌衡平は生じない

×

・河川周辺に影響あり
・河川が遮へいされ、河川状
況の把握が困難
・地域振興への効果は低い
・地域間の丌衡平は生じない

×

7.環境への影響

・水量確保
・水質への影響
・河川生物に影響を不える
・土砂流動に影響あり
・現景観が失われる。
・触れ合いの場を創出できる
可能性有り。

×

・河川生物に影響を不える
・土砂流動の影響は小さい

・親水性がやや低下する
△

・河川の生物に影響を不える
・土砂流動の影響は小さい
・景観の改善や河川利用の促
進の可能性がある △

・河川の生物への影響は小さ
い
・土砂流動の影響は小さい

・河川景観が損なわれ、親水
性が低下する

○
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4.6 概略評価による利水(上水道)対策案の選定（一次選定） 

4.6.1 検証の流れ 

(1) 検証にあたっての基本的な考え方 

・個別ダムの検証は、まず複数の利水対策案を立案する。複数の利水対策案の一つは、検証対

象ダムを含む案とし、その他に、検証対象ダムを含まない方法による対策案を必ず作成す

る。 

・利水対策案は、河川整備計画等において想定している目標と同程度の目標を達成することを

基本として立案する。 

 

 

 

 

・「需要面での対応（河川区域外）」、「需要面・供給面での総合的な対応が必要なもの」を含め

て幅広い利水（上水道）対策案を立案する。 

 

 

 

「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」において、ダムを含む 17 手法（表 

4.6.2(表-1)）の利水の方策および 6 項目の評価軸（表-2）が示されている。 

次の検討内容により利水対策案を決定する。（下図の【対策案の検討フロー】を参照。） 

① 国から示された１７手法の対策から、６項目の評価軸の内、実現性、目標（利水安全度）、

コストで概略評価し、錦川流域の利水対策として検討可能な手法を選定する。（一次選定） 

② ①で選定した手法を単独又は複合的に組合せ、具体的な利水対策案を立案する。 

③ 目標、コスト、実現性、地域への影響や環境への影響などの６項目の評価軸について評価

を行う。（２次選定） 

④ 最適な利水対策案を決定する。 

 

 目標安全度(上水道) 

 １０年に１回発生する渇水時にも、岩国市錦町簡易水道の安定的な取水（４００㎡/日）

が可能。 

 そのために必要な容量（上水道容量）は４０千m3である。 
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表 4.6.2(表-1)平瀬ダム事業の検証に係る利水対策案(国土交通省の示す利水対策案 17 手法) 

 

 

表 4.6.3  平瀬ダム事業の検証に係る利水対策案(上水道に追加した 1手法) 
代替案 対策案の概要 

供給面の総合

的な対応が必

要なもの 

18 水道事業上水受水 既存の水道事業の給水区域の、導水による拡張によって、上水道水の給水を行う方策 

№ 案名 対策案の概要

1 ダム 河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造された構造物である。

2 河口堰 河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯留し、水源とする方策である。

3 湖沼開発
湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、水源とする
方策である。

4 流況調整河川
流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて、水量に余裕のある河川から丌足している河川
に水を移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とする方策である。

5
河道外貯留施設
（貯水池）

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで、水源とする方策である。

6
ダム再開発
（嵩上げ・掘削）

既存のダムを嵩上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、貯留することで水源を確保する方策であ
る。

7
他用途ダム容量
の買い上げ

既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて丌特定利水のための容量とすることで、水源とする方策で
ある。

8 水系間導水 水量に余裕のある他水系から導水することで、水源とする方策である。

9 地下水取水 伏流水や河川水に影響を不えないように配慮しつつ、井戸の新設等により水源とする方策である。

10
ため池
（取水後の貯留施設を含む）

主に、雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする方策である。

11 海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。

12 水源林の保全
土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水源林のもつ機能を保全し、河
川流況の安定化を期待する方策である。

13 ダム使用権等の振替
ダム使用権等で需要が発生しておらず、水利権が付不されていないものを必要なものに振り替える方策で
ある。

14
既得水利の
合理化・転用

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減尐、産業構造の変革等に
伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する方策である。

15 渇水調整の強化 渇水対策協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。

16 節水対策
節水こまなどの節水機器の普及、節水意識の啓発、工場における回収率の向上等により、水需要の抑制を
図る方策である。

17 雨水・中水利用
雨水利用の促進、中水（再生水）利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水の需要
の抑制を図る方策である。

供
給
面
で
の
対
応

（

河
川
区
域
内
）

供
給
面
で
の
対
応

（

河
川
区
域
外
）

需
要
面
・
供
給
面
の
総
合
的

な
対
応
が
必
要
な
も
の

 ４．抽出対策案を評価軸ごとに評価（二次選定） 

 ５．利水対策案の総合的な評価 

 ６．利水対策案の決定 

・選定した各手法を単独又は複合的に組合せて利水対策案を立案する。 

【評価軸】 ・実現性・・・土地所有者の協力の見通し、関係者との調整、制度上・技術上の観点など 

      ・目 標・・・効果の内容、範囲等から目標安全度の確保、利水容量確保の可否など 

      ・コスト・・・完成までに要する費用、維持管理費に要する費用など 

【評価軸】 ・目標       ・・・利水容量の確保、段階、範囲、水質などの効果の確保 

      ・コスト      ・・・総事業費、維持管理費、ダム中止に伴って発生する費用など 

      ・実現性      ・・・土地所有者の協力、関係する河川使用者の同意等の観点など 

      ・持続性      ・・・利水容量確保の持続 

      ・地域社会への影響 ・・・事業地およびその周辺地域への影響、地域振興効果など 

      ・環境への影響   ・・・水環境、動植物、生態系および土砂移動、景観への影響など 

 2．概略評価により利水対策案を選定（一次選定） 

 1．複数の利水対策案の立案 

・ダム案とダム以外の案を、国から示された１７*)手法（表－１）から立案。 

 3．利水対策案の立案 

*)利水対策案(上水道)では、この17手法に既存上水道か

らの導水が加わり、18手法を対象に検討する。 

表 4.6.1 利水対策案の検証フロー 
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 一次選定に際しては「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で示されて

いる「17 手法の利水の方策」に「上水受水」を加えた「18 手法の方策」から「６項目の評価

軸」の内「3 項目の評価軸」に着目して、錦川流域の地形および土地利用状況等を踏まえ、方

策案の概略選定を行う。 

  なお、３項目の評価軸は、次のとおりである。 

   ① 実現性    … 土地所有者の協力の見通し、技術上の観点など 

   ② 上水道取水（利水安全度）の確保 … 効果の内容、範囲、安全度の確保、利水効果

の定量的判断の可否など 

   ③ コスト    … 完成までに要する費用、維持管理費に要する費用など 

評価の基本的な考え方は、下記フローに従って行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.1 利水(上水道)対策案の検討フロー 

 

 

 

『○』or『△』の場合 『×』の場合 

【対策案の選定】 

 ○：対策案として選定する。 
【対策案の選定】 

 ×：対策案として選定しない。 

『○』の場合 『×』の場合 

【実現性】 

○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。 

△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ

れていない。 

×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低

い。          
    

【利水安全度（上水道取水の確保）】 

○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保でき、かつ定量評価が可能。 

×：上記いずれかが丌可能。 

【利水安全度（上水道取水の確保）】 

 －：評価対象外。                        

『○』の場合 

【コスト】 

×：コストが極めて高い。  

○：それ以外。 

『×』の場合 
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4.6.2 ダム 

ダムは河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造される構造物である。 

錦川における概要評価は表 4.6.4 のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.2 平瀬ダムイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

方策
実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

ダム

可能 既計画であり、家屋移
転が完了し、付替道路や転流
工等を整備しており、早期現
実が可能である

○
上水道取水量の補給は、
平瀬ダム建設地点下流に
効果有り

目標とする安全
度確保が可能

可能 ○ ○ ○

方策
実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

ダム

可能 既計画であり、家屋移
転が完了し、付替道路や転流
工等を整備しており、早期現
実が可能である

○
上水道取水量の補給は、
平瀬ダム建設地点下流に
効果有り

目標とする安全
度確保が可能

可能 ○ ○ ○

表 4.6.4 概略評価 
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4.6.3 河口堰 

本川(今津川)の河口部に堰を設けて淡水を貯留し、水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.5 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保
コス
ト

対策
案の
選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

河口堰
可能 河口部に建設することによ
り可能であるが、取水地点まで約
40kmの導水が必要である

△
上水道取水量の補
給は、河口堰の下
流に効果有り

目標とする安全
度確保が可能

可能 ○

×

約39

億円

×

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保
コス
ト

対策
案の
選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

河口堰
可能 河口部に建設することによ
り可能であるが、取水地点まで約
40kmの導水が必要である

△
上水道取水量の補
給は、河口堰の下
流に効果有り

目標とする安全
度確保が可能

可能 ○

×

約39

億円

×

表 4.6.5 概略評価 

図 4.6.3 河口堰の例 
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●沿岸部への河口堰の設置による用水(上水道)の確保検討 

【検討条件】 

・4万 m3 の想定容量を確保するため、今津川下流にゲート高 2.5m、全長 150m の河口堰が必要。 

・さらに、河口堰～平瀬ダム付近までの導水路（約 40km）が必要。 

【検討結果】 

・河口堰および導水路によって、広瀬付近で最大 400m3/日の補給を行うことが可能。 

【事業費】 

河口堰による事業費は、約 39億円となる。 

【評価結果】 

河口堰の設置は可能であるが投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.4 河口堰位置図 

河口堰 

全長150m 

ｹﾞｰﾄ高2.5m 

Ｖ＝4万m3 
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4.6.4 湖沼開発 

湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、

水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.6 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.5 湖沼開発の例 

 

印旛沼 

霞ヶ浦 

琵琶湖 
出典：独立行政法人水資源機構HP、水資源機構の技術案内 

方
策
№

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コス
ト

対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
湖沼
開発

困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存
在するが、自然的で規模が大きい未利用湖沼
は存在しない

× － － － － － ×

4

流況
調整
河川

困難 下流基準点臥竜橋地点において正常流
量が確保されておらず、上流域の河川間の流
量調整による効果がない

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コス
ト

対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
湖沼
開発

困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存
在するが、自然的で規模が大きい未利用湖沼
は存在しない

× － － － － － ×

4

流況
調整
河川

困難 下流基準点臥竜橋地点において正常流
量が確保されておらず、上流域の河川間の流
量調整による効果がない

× － － － － － ×

表 4.6.6 概略評価 
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4.6.5 流況調整河川 

流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて水量に余裕のある河川から不足して

いる河川に水を移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.7 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.6 流況調整河川のイメージ 

 

4.6.6 河道外貯留施設（貯水池） 

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導入し、貯留することで水源とする方策である。 

上水道については、広瀬地区の河道外貯留施設建設により水源とすることは可能である。 

錦川における概要評価は表 4.6.8 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.7 河道外貯留施設の例 

出典：愛知県HP，芦ヶ池調整池 

出典：国土交通省 関東地方整備局 

霞ヶ浦導水工事事務所HP 

方
策
№

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コス
ト

対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
湖沼
開発

困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存
在するが、自然的で規模が大きい未利用湖沼
は存在しない

× － － － － － ×

4

流況
調整
河川

困難 下流基準点臥竜橋地点において正常流
量が確保されておらず、上流域の河川間の流
量調整による効果がない

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コス
ト

対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
湖沼
開発

困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存
在するが、自然的で規模が大きい未利用湖沼
は存在しない

× － － － － － ×

4

流況
調整
河川

困難 下流基準点臥竜橋地点において正常流
量が確保されておらず、上流域の河川間の流
量調整による効果がない

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コス
ト

対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
湖沼
開発

困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存
在するが、自然的で規模が大きい未利用湖沼
は存在しない

× － － － － － ×

4

流況
調整
河川

困難 下流基準点臥竜橋地点において正常流
量が確保されておらず、上流域の河川間の流
量調整による効果がない

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コス
ト

対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の
見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
湖沼
開発

困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存
在するが、自然的で規模が大きい未利用湖沼
は存在しない

× － － － － － ×

4

流況
調整
河川

困難 下流基準点臥竜橋地点において正常流
量が確保されておらず、上流域の河川間の流
量調整による効果がない

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策
案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の水田を河道外貯留施
設とすることで可能であるが、用
地買収や地権者との調整に時間を
要する

△
上水道取水量の補給
は、河道外貯留施設
の下流に効果有り

目標とする安全
度の確保が可能

可
能

○

×

約28

億円

×

6
ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

嵩上げ 可能 菅野ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に効果
あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○

×

約90
億円

×

掘削 可能 菅野ダムの再開発に
より可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に
効果あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○ ○ ○

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策
案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の水田を河道外貯留施
設とすることで可能であるが、用
地買収や地権者との調整に時間を
要する

△
上水道取水量の補給
は、河道外貯留施設
の下流に効果有り

目標とする安全
度の確保が可能

可
能

○

×

約28

億円

×

6
ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

嵩上げ 可能 菅野ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に効果
あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○

×

約90
億円

×

掘削 可能 菅野ダムの再開発に
より可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に
効果あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○ ○ ○

表 4.6.7 概略評価 

表 4.6.8 概略評価 
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●河道外貯留施設による上水道用水の確保検討 

【検討条件】 

・水道用水を確保するため河道外貯留施設で新たに必要な容量は 40千 m3。 

・比較的まとまった平地および補償物件の尐ない耕地等を、河道外貯留施設として選定。 

・河道外貯留施設を建設する際には、そのままでは必要な容量を確保できないため、満水位から

2.2m 程度、掘削する。 

【検討結果】 

 河道外貯留施設によって、広瀬付近で最大 400m3/日の補給を行うことが可能。 

【事業費】 

河道外貯留施設建設による事業費は、約 28億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、河道外貯留施設案は投資効果が低く、採用しない。 
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路

放 流
口

錦川

連 結
管渠

60m

160m

200m
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取 水
路

放 流
口

錦川

連 結
管渠

60m

160m

200m

60m

 

標準横断面図 

 

 

満水位 

貯水池幅 60m～200m 

2.2m 

0.6m 

1:2 1:2 

護岸工 

管理道 3.0m 

図 4.6.8 広瀬地区河道外貯留施設 

施設計画諸元 

・貯水池面積：21,000m2 

・計画貯水量：40,000m3 

・計画水深 ：2.2m 

・余裕高  ：0.6m 

・管理道  ：3m 
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4.6.7 ダム再開発（かさ上げ・掘削） 

既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源とする方策である。 

錦川水系には、規模の大きい既設ダムとして菅野ダム、生見川ダムが存在する。これらのダム

を対象にかさ上げ、掘削による再開発は可能である。 

錦川における概要評価は表 4.6.9 のとおりであり、嵩上げ方式は対策案として選定しないが、

掘削方式は対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.9 ダム再開発（かさ上げ）の例 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策
案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の水田を河道外貯留施
設とすることで可能であるが、用
地買収や地権者との調整に時間を
要する

△
上水道取水量の補給
は、河道外貯留施設
の下流に効果有り

目標とする安全
度の確保が可能

可
能

○

×

約28

億円

×

6
ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

嵩上げ 可能 菅野ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に効果
あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○

×

約90
億円

×

掘削 可能 菅野ダムの再開発に
より可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に
効果あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○ ○ ○

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策
案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の水田を河道外貯留施
設とすることで可能であるが、用
地買収や地権者との調整に時間を
要する

△
上水道取水量の補給
は、河道外貯留施設
の下流に効果有り

目標とする安全
度の確保が可能

可
能

○

×

約28

億円

×

6
ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

嵩上げ 可能 菅野ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に効果
あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○

×

約90
億円

×

掘削 可能 菅野ダムの再開発に
より可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に
効果あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○ ○ ○

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策
案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の水田を河道外貯留施
設とすることで可能であるが、用
地買収や地権者との調整に時間を
要する

△
上水道取水量の補給
は、河道外貯留施設
の下流に効果有り

目標とする安全
度の確保が可能

可
能

○

×

約28

億円

×

6
ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

嵩上げ 可能 菅野ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に効果
あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○

×

約90
億円

×

掘削 可能 菅野ダムの再開発に
より可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に
効果あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○ ○ ○

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策
案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5
河道外貯留

施設

可能 沿川の水田を河道外貯留施
設とすることで可能であるが、用
地買収や地権者との調整に時間を
要する

△
上水道取水量の補給
は、河道外貯留施設
の下流に効果有り

目標とする安全
度の確保が可能

可
能

○

×

約28

億円

×

6
ダム再開発
（かさ上げ
・掘削）

嵩上げ 可能 菅野ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に効果
あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○

×

約90
億円

×

掘削 可能 菅野ダムの再開発に
より可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給
は、ダム下流に
効果あり

目標とする安全
度確保が可能

可
能

○ ○ ○

表 4.6.9 概略評価 
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●菅野ダムかさ上げによる上水道用水の確保検討 

錦川水系に存在する規模の大きい既設ダムである菅野ダムを対象に、単独かさ上げによる再開

発による上水道用水の確保を検討した。 

【検討条件】 

・水道用水を確保するため菅野ダムかさ上げで新たに必要な容量は 40 千 m3。 

・容量を確保するため菅野ダムを 1m、嵩上げする。 

【検討結果】 

 菅野ダムかさ上げによって、広瀬付近で最大 400m3/日の補給を行うことが可能。 

【事業費】 

菅野ダムかさ上げによる事業費は、嵩上げ高は僅かであるが発電所の改築が必要となり、

約 90億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、菅野ダムかさ上げ案は投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔菅野ダム嵩上げ案〕 

嵩上げ

1m 

図 4.6.10 菅野ダム嵩上げイメージ 
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4.6.8 他用途ダム容量の買い上げ 

既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて水源とする方策である。 

錦川流域の既設ダムは、治水・利水ともに水系全体の配置バランスを考慮し、効率性の高いダ

ムから建設されて来ている。また、錦川水系河川整備基本方針における洪水調節の目標達成及び

不特定の安定確保においては整備途上にある。 

錦川における概要評価は表 4.6.10 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.11 他用途ダム容量の買い上げのイメージ 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保
コスト

対策
案の
選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

他用途ダ
ム容量の
買い上げ

困難 菅野ダム、生見川ダム
等既設ダムの利水容量に余剰
はなく、転用可能な容量が存
在しない

× － － － － － ×

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保
コスト

対策
案の
選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

他用途ダ
ム容量の
買い上げ

困難 菅野ダム、生見川ダム
等既設ダムの利水容量に余剰
はなく、転用可能な容量が存
在しない

× － － － － － ×

表 4.6.10 概略評価 



 4-75 

4.6.9 水系間導水 

水量に余裕のある他水系から導水することで水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.11 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

錦川流域

高津川流域

小瀬川流域

佐波川流域

出典:山口県のダム概要

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

錦川流域

高津川流域

小瀬川流域

佐波川流域

出典:山口県のダム概要

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

錦川流域

高津川流域

小瀬川流域

佐波川流域

出典:山口県のダム概要

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

水系間
導水

困難 隣接する小瀬川水系、佐波
川水系ともに高度な水資源開発が
行なわれており余剰水は期待でき
ない。

× － － － － － ×

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

水系間
導水

困難 隣接する小瀬川水系、佐波
川水系ともに高度な水資源開発が
行なわれており余剰水は期待でき
ない。

× － － － － － ×

図 4.6.12 錦川流域における流域外導水 

表 4.6.11 概略評価 
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4.6.10 地下水取水 

伏流水や河川水に影響を与えないように配慮しつつ、井戸の新設等により水源とする方策であ

る。 

地下水を代替水源とする場合は、比較的小規模な水道事業（簡易水道等）に多い。 

錦川における概要評価は表 4.6.12 のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6.11 ため池 

主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.13 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省HP, 日本の水資源H22 

出典：山口県HP, 明神溜池(山口市大字黒川) 

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保 コ
ス
ト

対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9 地下水取水
可能 比較的小規模な水道事業（
簡易水道）であることから、可能
性がある

○
効率面から、井戸
取水地点の周辺へ
の給水となる

目標とする
安全度確保
が可能

可
能

○ ○ ○

10

ため池
（取水後の貯留
施設を含む）

困難 流域内（菅野ダム下流から
取水地点まで）の既存ため池で錦
川沿いの管理の容易なものは無く
、余剰はない

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保 コ
ス
ト

対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9 地下水取水
可能 比較的小規模な水道事業（
簡易水道）であることから、可能
性がある

○
効率面から、井戸
取水地点の周辺へ
の給水となる

目標とする
安全度確保
が可能

可
能

○ ○ ○

10

ため池
（取水後の貯留
施設を含む）

困難 流域内（菅野ダム下流から
取水地点まで）の既存ため池で錦
川沿いの管理の容易なものは無く
、余剰はない

× － － － － － ×

図 4.6.13 地下水取水のイメージ 

図 4.6.14 ため池の例 

表 4.6.12 概略評価 

表 4.6.13 概略評価  

実現性

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評価 効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評価

ため池
（取水後の貯留
施設を含む）

方
策
№

方策

上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考

－ － ×10

困難　流域内（菅野ダム下流から取水地
点まで）の既存ため池は小規模で点在し
ていることから、管理の容易なものは無
く、余剰はない

× － － －
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4.6.12 海水淡水化 

海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。 

海水の淡水化施設は、河川水などの水源に乏しい島嶼部を主に水道水源と設定され稼動してい

る。問題は造水コストである。沖縄県で稼動している海水淡水化施設の概要を以下に示す。国内

で最大級の施設であり、日量 40,000m3 の造水能力を持つ。稼動実績は日平均生産量 10,300m3

で造水コストは 282 円／m3である。 

錦町の水道水開発は、開発規模が 400ｍ3／日で比較的小規模なことから可能性はある。 

錦川における概要評価は表 4.6.14 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.15 沖縄県海水淡水化施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県企業局HP, 沖縄県海水淡水化施設 

方
策

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特
性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
海水
淡水
化

困難 淡水化する施設を
整備することで可能であ
るが、取水地点まで約
40kmの導水が必要ある

×
上水道取水量の補給は
、海沿いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

可能 ○

×

約12
億円

×

方
策

方策

実現性
上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特
性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
海水
淡水
化

困難 淡水化する施設を
整備することで可能であ
るが、取水地点まで約
40kmの導水が必要ある

×
上水道取水量の補給は
、海沿いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

可能 ○

×

約12
億円

×

図 4.6.16 海水淡水化施設の構成例 

表 4.6.14 概略評価 
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●沿岸部への海水淡水化施設の設置による上水道用水の確保検討 

【検討条件】 

・400m3/日の能力の場合、沖縄県施設(40,000m3/日・347 億円)の 1％の施設規模が必要。 

・さらに、沿岸域～平瀬ダム付近までの導水路（約 40km）が必要。 

【検討結果】 

 海水淡水化施設によって、広瀬付近で最大 400m3/日の補給を行うことが可能。 

【事業費】 

海水淡水化施設による事業費は、約 12億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、海水淡水化施設は投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県企業局HP 

図 4.6.17 沖縄県海水淡水化施設の構成 
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4.6.13 水源林の保全 

主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくり流出させるという水源林の持つ

機能を保全し、河川流況の安定化を期待する方策である。 

対象箇所下流に効果があると考えられるが、大きくは期待できない。 

錦川における概要評価は表 4.6.15 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

対策前 

対策後  

方
策

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特
性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

12
水源
林の
保全

可能 森林の保全は可能
であるが、保水機能の改
善は丌確実であるうえ、
相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点で
は
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

方
策

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特
性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

12
水源
林の
保全

可能 森林の保全は可能
であるが、保水機能の改
善は丌確実であるうえ、
相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点で
は
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

図 4.6.18 森林の保水効果のイメージ 

表 4.6.15 概略評価 
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4.6.14 ダム使用権等の振替 

需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替える方

策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.16 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6.15 既得水利の合理化・転用 

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減尐、産業構造

の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.17 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダム使用権
等

既発行の
水利権量

0

5
10
15
20
25
30
35
40

45
50

(m3/s)

振り替える可能性のある水利権量

ダム使用権
等

既発行の
水利権量

0

5
10
15
20
25
30
35
40

45
50

(m3/s)

振り替える可能性のある水利権量

出典：今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議 

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の
確保

定量
評価

評
価

13

ダム使
用権等
の
振替

困難 流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更は発生
しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14

既得水
利の
合理化
・転用

困難 既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理化され
ている

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の
確保

定量
評価

評
価

13

ダム使
用権等
の
振替

困難 流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更は発生
しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14

既得水
利の
合理化
・転用

困難 既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理化され
ている

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の
確保

定量
評価

評
価

13

ダム使
用権等
の
振替

困難 流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更は発生
しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14

既得水
利の
合理化
・転用

困難 既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理化され
ている

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の
確保

定量
評価

評
価

13

ダム使
用権等
の
振替

困難 流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更は発生
しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14

既得水
利の
合理化
・転用

困難 既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理化され
ている

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の
確保

定量
評価

評
価

13

ダム使
用権等
の
振替

困難 流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更は発生
しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14

既得水
利の
合理化
・転用

困難 既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理化され
ている

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の
確保

定量
評価

評
価

13

ダム使
用権等
の
振替

困難 流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更は発生
しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14

既得水
利の
合理化
・転用

困難 既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理化され
ている

× － － － － － ×

図 4.6.19 水利権が付与されていないダム使用権等のイメージ 

図 4.6.20 既得水利転用のイメージ 

表 4.6.16 概略評価 

表 4.6.17 概略評価 
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4.6.16 渇水調整の強化 

渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.18 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6.21 菅野ダム状況写真（平成２３年４月１１日撮影） 

 

4.6.17 節水対策 

節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上等により、水需

要の抑制を図る方策である。 

菅野ダム・向道ダムに依存する周南地区では、頻発する自主節水に対応して工場系においては、

冷却水リサイクル率の向上、井戸・海水利用などの補助水源の整備、自社内の振替生産、節水管

理の強化などの節水対策を実施している。 

錦川における概要評価は表 4.6.19 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：香川県ＨＰ、水資源対策課 

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

15
渇水調
整の強
化

困難 菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施されてお
り、更なる強化は困難である

× － － － － － ×

16
節水対
策

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、その効
果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

15
渇水調
整の強
化

困難 菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施されてお
り、更なる強化は困難である

× － － － － － ×

16
節水対
策

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、その効
果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

15
渇水調
整の強
化

困難 菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施されてお
り、更なる強化は困難である

× － － － － － ×

16
節水対
策

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、その効
果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

15
渇水調
整の強
化

困難 菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施されてお
り、更なる強化は困難である

× － － － － － ×

16
節水対
策

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、その効
果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

15
渇水調
整の強
化

困難 菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施されてお
り、更なる強化は困難である

× － － － － － ×

16
節水対
策

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、その効
果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

15
渇水調
整の強
化

困難 菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施されてお
り、更なる強化は困難である

× － － － － － ×

16
節水対
策

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、その効
果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

図 4.6.22 節水対策のイメージ 

表 4.6.18 概略評価 

表 4.6.19 概略評価 



 4-82 

4.6.18 雨水・中水利用 

雨水利用の推進、中水利用施設の整理、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水を水源

とする水需要の抑制を図る方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.20 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省・土地・水資源ＨＰ 

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

17
雨水・
中水利
用

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向に依存するものであり、
その効果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

17
雨水・
中水利
用

困難 推進することにより可能であるが
、利用者の意向に依存するものであり、
その効果を定量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

図 4.6.23 雨水・中水利用のイメージ 

表 4.6.20 概略評価 
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4.6.19 水道事業上水受水（追加） 

既存の水道事業の給水区域の、導水による拡張によって、上水道水の給水を行う方策である。 

錦川における概要評価は表 4.6.21 のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配水池 送水
ポンプ

配水池
送水管 送水管

拡張
給水区域

水源

浄水場

既存の
給水区域

送水
ポンプ

配水池 送水
ポンプ

配水池
送水管 送水管

拡張
給水区域

水源

浄水場

既存の
給水区域

送水
ポンプ

水源

浄水場

既存の
給水区域

送水
ポンプ

図 4.6.24 導水拡張のイメージ 

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

18
水道事
業上水
受水

可能

自治体の合併に伴い、岩国市水道事業の
拡張による導水による供給が考えられる

○
送水先での給水が
可能

目標と
する安
全度確
保が可
能

可能 ○ ○ ○

方
策
№

方策

実現性 上水道取水（利水安全度）の確保

コスト
対策案
の選定

備考

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協
力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲
安全度
の確保

定量
評価

評
価

18
水道事
業上水
受水

可能

自治体の合併に伴い、岩国市水道事業の
拡張による導水による供給が考えられる

○
送水先での給水が
可能

目標と
する安
全度確
保が可
能

可能 ○ ○ ○

表 4.6.21 概略評価 
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4.6.20 利水（上水道）対策案の選定（一次選定） 

以上で述べた 18 手法の利水（上水道）の方策案の選定結果を表 4.6.22(1)(2)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【河川を中心とした対策】 

コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：丌選定 

【供給面での対応(河川区域内)】 

評
価
の
記
号

【上水道取水（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが丌可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：利水安全度の向上が×のため、
評価対象外。

評
価
の
記
号

【上水道取水（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが丌可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：利水安全度の向上が×のため、
評価対象外。

表 4.6.22(1) 利水（上水道）対策案の選定 

方策

実現性 上水道取水(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

1 ダム

可能

既計画であり、家屋移転が完了し、付
替道路や転流工等を整備しており、早
期現実が可能である

○
上水道取水量の補給は、平瀬ダ
ム建設地点下流に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

2 河口堰

可能
河口部に建設することにより可能であ
るが、取水地点まで約40kmの導水が
必要である

△
上水道取水量の補給は、河口堰
の下流に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約39

億円

×

3 湖沼開発

困難
流域内にはダムでできた人工湖沼は存
在するが、自然的で規模が大きい未利
用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4 流況調整河川

困難
下流基準点臥竜橋地点において正常流
量が確保されておらず、上流域の河川
間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

方策

実現性 上水道取水(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5 河道外貯留施設
可能 沿川の水田を河道外貯留施設と
することで可能であるが、用地買収や
地権者との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給は、河道外貯
留施設の下流に効果有り

目標とする安全度確保が可能
可
能

○

×

約28

億円

×

6
ダム再開発

（かさ上げ・掘
削）

嵩上げ 可能 菅野ダムのかさ上げに
より可能であるが、用地買収や関係者
との調整に時間を要する

△
上水道取水量の補給は、ダム下流
に効果あり

目標とする安全度確保が可能
可
能

○
×

約90

億円

×

掘削 可能
菅野ダムの再開発により可能であるが
、用地買収や関係者との調整に時間を
要する

△
上水道取水量の補給は、ダム下流
に効果あり

目標とする安全度確保が可能
可
能

○ ○ ○
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方策

実現性 上水道取水(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
ダム使用権等の

振替

困難
流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更
は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
既得水利の
合理化・転用

困難
既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理
化されている

× － － － － － ×

15 渇水調整の強化

困難
菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施さ
れており、更なる強化は困難であ
る

× － － － － － ×

16 節水対策

困難
推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、
その効果を定量的に見込むことが
困難

× － － － － － ×

17 雨水・中水利用

困難
推進することにより可能であるが
、利用者の意向に依存するもので
あり、その効果を定量的に見込む
ことが困難である

× － － － － － ×

18
水道事業上水受
水

可能

自治体の合併に伴い、岩国市水道
事業の拡張による導水による供給
が考えられる。

○ 送水先での給水が可能 目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

方策

実現性 上水道取水(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
ダム使用権等の

振替

困難
流域内の既存のダムに係る水利権
の更新がされ、水利権量等の変更
は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
既得水利の
合理化・転用

困難
既得水利は現在の農地利用面積に
基づき算定されており、既に合理
化されている

× － － － － － ×

15 渇水調整の強化

困難
菅野ダムに依存する周南地区では
渇水時の自主節水が頻繁に実施さ
れており、更なる強化は困難であ
る

× － － － － － ×

16 節水対策

困難
推進することにより可能であるが
、利用者の意向するものであり、
その効果を定量的に見込むことが
困難

× － － － － － ×

17 雨水・中水利用

困難
推進することにより可能であるが
、利用者の意向に依存するもので
あり、その効果を定量的に見込む
ことが困難である

× － － － － － ×

18
水道事業上水受
水

可能

自治体の合併に伴い、岩国市水道
事業の拡張による導水による供給
が考えられる。

○ 送水先での給水が可能 目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

【需要面・供給面の総合的な対応が必要なもの】 

評
価
の
記
号

【上水道取水（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが丌可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：利水安全度の向上が×のため、
評価対象外。

評
価
の
記
号

【上水道取水（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが丌可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：利水安全度の向上が×のため、
評価対象外。

【供給面での対応(河川区域内)】 

表 4.6.22(2) 利水（上水道）対策案の選定 

コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：丌選定 

定量

評価

困難

菅野ダム、生見川ダム等既設ダムの利水

容量に余剰はなく、転用可能な容量が存

在しない

困難

隣接する小瀬川水系、佐波川水系ともに

高度な水資源開発が行なわれており余剰

水は期待できない。

可能

比較的小規模な水道事業（簡易水道）で

あることから、可能性がある

困難

流域内（菅野ダム下流から取水地点ま

で）の既存ため池は小規模で点在してお

り管理の容易なものは無く、余剰はない

困難

淡水化する施設を整備することで可能で

あるが、取水地点まで約40kmの導水が

必要ある

可能

森林の保全は可能であるが、保水機能の

改善は丌確実であるうえ、相当な年数を

要する

森林の保全・整備

は森林機能の維

持・改善のために

も重要である

他用途ダム容量

の買い上げ

現時

点で

は困

難

×

12 水源林の保全 △
対象箇所下流に効果があ

ると考えられるが、大き

くは期待できない

流域面積に占める森林面積は

88%を占め、既に現状の森林機

能の効果は見込まれており、目

標とする安全度確保が困難

× － ×

－ ×

11 海水淡水化 △
上水道取水量の補給は、

海沿いで効果有り
目標とする安全度確保が可能 可能 ○

○ ○ ○

10 × － － － －

－ － ×

9 地下水取水 ○
効率面から、井戸取水地

点の周辺への給水となる
目標とする安全度確保が可能 可能

－ － ×

8 水系間導水 × － － －

地域の特徴（場所の特性）、土地所有者

の協力の見通しなど
評価 効果の内容・範囲 安全度の確保 評価

7 × － － －

×

約12億

円

方策

実現性 上水道取水(利水安全度)の確保

コスト
対策案の

選定
備考

ため池

（取水後の貯留施設

を含む）
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4.7 利水（上水道）対策案の立案 

前項で選定した利水の方策を単独又は複数の組み合わせにより、ダム案や他に考えられる利水

対策案を立案する。 

 なお、地形的条件や土地利用状況などを踏まえて立案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◆ダム 

  ◆ダム再開発(かさ上げ・掘削)  ※費用面から掘削方式により検討 

  ◆地下水取水 

  ◆水道事業上水受水 

 抽出した上記の案を単独又は組み合わせた対策案を立案して詳細な検討を実施 

  １）平瀬ダム（現計画） 

  ２）菅野ダム掘削 

  ３）地下水取水 

  ４）水道事業上水受水 

錦川水系の地形的条件や土地利用状況を踏まえた利水（上水道）対策案 

利水（上水道）対策案の一次選定結果 
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4.7.1 平瀬ダム案 

錦川の山口県岩国市錦町広瀬地先に重力式コンクリートダムを築造することで、利水容量

3,200,000m3（うち水道用水容量 40,000m3）を確保し、広瀬地区における上水道用水 400m3/日を

確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 整備内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔残補償〕 

〔残事業費〕 （水道分） 

 住家 用地 

ダ ム 0戸 0.6ha 

項 目 金額（億円） 

事業費 0.23 

・1/10規模の渇水に対して、ダムの補給により広瀬地区（旧錦町）における上水道用水

を確保。 

・治水と併せた多目的ダムとして検討する。  

□施設の検討条件  

〔ダム〕 

・ダムの目的     ：洪水調節、正常流量、上水道、

発電 

・ダムの型式     ：重力式コンクリートダム 

・ダムの規模 

   ダ  ム  高     ：約 73m 

   堤  頂  長     ：約 300m 

・貯水池容量配分 

     利水容量  ：3,200,000m3 

      不特定  ：3,160,000m3 

      上水道  ：40,000m3  

     堆砂容量    ：2,000,000m3 

     総貯水容量  ：29,500,000m3 

 

図 4.7.1 平瀬ダム概要図 
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図 4.7.2 全体計画平面図 

図 4.7.3 ダム平面図 

堤頂長 L=300m 

図 4.7.4 ダム上流面図 

ダム高 

H=73m 

図 4.7.5 標準断面図 

□平瀬ダム 事業計画図 
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4.7.2 ダム再開発（掘削）案  

 錦川水系に存在する規模の大きい既設ダムである菅野ダムを対象に、掘削による再開発を行い、

広瀬地区における上水道用水 400m3/日を確保する。 

 

□ダム再開発の検討条件 

  ・上水道用水を確保するため、菅野ダム単独で新たに必要な容量は 40千 m3。 

  ・必要な容量を増やすために、かさ上げ方式は発電所の補償に多額の費用を要するため、菅野

ダム貯水池の掘削を考える。  

 

□ダム再開発の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

標高263mライン(推定) 

 

Ａ 

Ａ 

底盤面積11.2ha 

菅野ダム 

掘削  

 

EL263m 

EL270m 

EL280m 

Ｈ＝7m（4 万 m3利水容量確保） 

Ａ－Ａ断面 

掘削（岩盤） 

60m 

掘削土量Ｖ１＝4 万 m3 

掘削土量Ｖ2＝1.5 万 m3 

掘削土量Ｖ＝1.5 万+4.0 万＝5.5 万 m3 

掘削横断ｲﾒｰｼﾞ図   

〔菅野ダム貯水池掘削案〕 

〔残補償〕 〔残事業費〕 掘削：55千m3(水面上含む) 

 住家 用地 

ダ ム 0戸 0ha 

図 4.7.6 菅野ダム平面図 

2.9 合 計 

0 維持管理費 

項 目 金額（億円） 

事業費 2.9 
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4.7.3 地下水取水案 

広瀬地区に取水井戸を掘削し、広瀬地区における上水道用水 400m3/日を確保する。 

□施設の検討条件 

・河川保全区域内では水利権が発生するため、河川から離れた場所に井戸を設置する必要。 

・広瀬地区における上水道用水 400m3/日を取水した場合、周辺の個人所有の井戸を枯渇させる懸

念から、深井戸とする必要。 

・当該地区では過去に、基準値以上のマンガンが井戸水から検出されたことがあり、マンガン除

去装置の設置が必要となる可能性がある。 

 

□取水井戸の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔深井戸掘削案〕 

〔残事業費〕 深井戸 約20m 

※実績（300m3/日）概算 

■取水井戸の主要設備 

  ・揚水ポンプ 

  ・水位計 

  ・流量計 

  ・井戸（深井戸） 

  ・マンガン除去装置 揚水ポンプ

浄水場へ

揚水ポンプ

浄水場へ

出典：東京都水道局HP 

図 4.7.7 取水井戸掘削のイメージ 

1.3 合 計 

0.4 維持管理費 

項 目 金額（億円） 

事業費 0.9 
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4.7.4 水道事業上水受水案 

 送水余力のある岩国市水道事業の錦川下流の給水区域から、受水する。 

□ 施設の検討条件 

・広瀬・広東地区の周辺には河山簡易水道（距離 3.5km）等の簡易水道があるが、いずれも区域

外に送水する能力・水利権が不足。 

・このため、錦川下流の給水区域から送水するものとし、広瀬・広東地区まで約 40km の送水管及

び加圧ポンプが必要。 

 

□水道水送水施設の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

広瀬地区 

広東地区 

 

〔岩国市内～広瀬・広東地区送水管〕 

図 4.7.8 送水経路のイメージ 

〔残事業費〕送水距離：約40km 

12.5 合 計 

4.5 維持管理費 

項 目 金額（億円） 

事業費 8.0 
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図 4.7.9 岩国市水道事業平面図 
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4.8 利水（上水道）対策案の評価軸ごとの評価（二次選定） 

立案した利水（上水道）対策案を「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」

で示されている以下の１）～6）の評価軸により評価する。 

 

   1) 目標    2) コスト   3) 実現性   4) 持続性 

   5) 地域社会への影響   6) 環境への影響 

 

評価に当たっては、現状における施設の整備状況や事業の進捗状況等を原点として検討を行っ

た。すなわち、コストの評価に当たり、実施中の事業については、残事業費を基本とした。また、

ダム中止に伴って発生するコストや社会的影響等を含めて検討することとした。 

評価の考え方一覧表を表 4.8.1 に、評価基準を表 4.8.2 に示す。  

また、検証を行う上での基本的な考え方は次のとおりである。  

  

■検証にあたっての基本的な考え方  

・評価にあたっては、現状における施設の整備状況や事業の進捗状況を原点として検討を行う。  

・各評価軸についてそれぞれ的確な評価を行った上で、財政的、時間的な観点を加味して目的別

の総合評価を行う。  

・目的別の総合評価にあたって、一定の「安全度」を確保することを基本として、「コスト」を

最も重視する。なお、これらの考え方によらずに、特に重視する評価軸により評価を行う場合等

は、その理由を明示する。 

・各目的別の検討を踏まえて、検証の対象とするダム事業に関する総合的な評価を行う。  

・科学的合理性、地域間の利害の衡平性、透明性の確保を図り、地域の意向を十分に反映するた

めの措置を講じて検討を進める。 
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評価軸 評価の考え方 

1.目標 

利水参画者に対し、開発水量として何 m3/s 必要かを確認するとともに、その算出方法

が妥当に行われているかを確認することとしており、その量を確保できるか 

段階的にどのように効果が確保されていくか 

どの範囲でどのような効果が確保されていくか（取水位置別に、取水可能量がどのよう

に確保されるか） 

どのような水質の用水が得られるか 

2.コスト 

完成までに要する費用はどのくらいか 

維持管理に要する費用はどのくらいか 

その他の費用（ダム中止に伴って発生する費用等）はどれくらいか 

3.実現性 

土地所有者等の協力の見通しはどうか 

関係する河川使用者の同意の見通しはどうか 

発電を目的として事業に参画している者への影響の程度はどうか 

その他の関係者との整合の見通しはどうか 

事業期間はどの程度必要か 

法制度上の観点から実現の見通しはどうか 

技術上の観点から実現性はどうか 

4.持続性 将来にわたって持続可能といえるか 

5.地域社会への影

響 

事業地及びその周辺への影響はどの程度か 

地域振興に対してどのような効果があるか 

地域間の利害の衡平への配慮はなされているか 

6.環境への影響 

水環境に対してどのような影響があるか 

地下水位、地盤沈下や地下水の塩水化にどのような影響があるか 

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にどのような影響があるか 

土砂流動がどう変化し、下流の河川海岸にどのように影響するか 

景観、人と自然との豊かなふれあいにどのような影響があるか 

CO2 排出不可はどう変わるか 

その他 

 

 

表 4.8.2 評価基準 

 

 

 

 

 

※定量化できない「評価軸の考え方」については、「評価軸の考え方」毎に相対評価を行う。 

表 4.8.1 利水（上水道）対策案に対する評価軸（6項目）および評価の考え方 

＊ダム案のコストについては現時点からの残事業費を計上 

・評価軸ごとに評価を行う。 

・コストは定量的な評価が可能なため、順位を付ける。 

・コスト以外は定量的な評価が困難なため、評価の考え方ごとに考察を行った後、○△×

により評価を行う。 

○：比較案の中で最も適した案 

×：比較案の中で最も劣る案 

△：○、×の中間案 
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1）各対策案における安全性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）各対策案におけるコストの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.8.3 目標評価一覧 

表 4.8.4 コスト評価一覧 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効
活用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る 岩国市の上水道事業から受水する

2.コスト

①完成までに要する費用 総事業費：
0.74億円（上水分）

残事業費：
0.23億円（上水分）

補償家屋数：
０戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 ０.6ha

①

総事業費：（残事業費）

2.9億円

補償家屋数：
0戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.0ha

③

総事業費：（残事業費）

0.9億円

補償家屋数：
0戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.0ha

②

総事業費：（残事業費）

8.0億円

補償家屋数：
0戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.0ha

④

②維持管理に要する費用 維持管理費
（平瀬ダム）
県内ゲート付きダムの実績維持管
理費（機器更新含む）

0.62億円/年
50年間の維持管理費（水道分）
＝0.62億円/年×50年×水道分
アロケ率0.1%

＝0.03億円

50年分の
維持管理費用：0.03億円

維持管理費
（菅野ダム）
現状より新たな費用が発生し
ないため、計上しない

50年分の
維持管理費用：0億円

維持管理費
（井戸）
井戸洗浄、ポンプ取り替え、
電気代について同等施設実績
維持管理費を計上する
0.008億円/年×50年

＝0.4億円

50年分の
維持管理費用：0.4億円

維持管理費
（上水道受水費用）
受水している事例の実績維持管理
費を計上する
0.09億円/年×50年

＝4.5億円

50年分の
維持管理費用：4.5億円

③その他の費用

－ － － －

合計 0.26億円 2.9億円 1.3億円 12.5億円

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効
活用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る 岩国市の上水道事業から受水する

2.コスト

①完成までに要する費用 総事業費：
0.74億円（上水分）

残事業費：
0.23億円（上水分）

補償家屋数：
０戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 ０.6ha

①

総事業費：（残事業費）

2.9億円

補償家屋数：
0戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.0ha

③

総事業費：（残事業費）

0.9億円

補償家屋数：
0戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.0ha

②

総事業費：（残事業費）

8.0億円

補償家屋数：
0戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.0ha

④

②維持管理に要する費用 維持管理費
（平瀬ダム）
県内ゲート付きダムの実績維持管
理費（機器更新含む）

0.62億円/年
50年間の維持管理費（水道分）
＝0.62億円/年×50年×水道分
アロケ率0.1%

＝0.03億円

50年分の
維持管理費用：0.03億円

維持管理費
（菅野ダム）
現状より新たな費用が発生し
ないため、計上しない

50年分の
維持管理費用：0億円

維持管理費
（井戸）
井戸洗浄、ポンプ取り替え、
電気代について同等施設実績
維持管理費を計上する
0.008億円/年×50年

＝0.4億円

50年分の
維持管理費用：0.4億円

維持管理費
（上水道受水費用）
受水している事例の実績維持管理
費を計上する
0.09億円/年×50年

＝4.5億円

50年分の
維持管理費用：4.5億円

③その他の費用

－ － － －

合計 0.26億円 2.9億円 1.3億円 12.5億円

コメントの凡例 

青字：プラスの要因 

－ ：現状維持、その他 

赤字：マイナスの要因 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効
活用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る
岩国市の上水道事業から受水す
る

1.目標

①利水参画者に対して、開
発量としての必要量（何
m3/s）を確認し、その算出
が妥当で、確保できるか

・10年に1回程度の渇水に対
して錦町上水（４００m3/日
）を確保できる

○

・10年に1回程度の渇水に対
して錦町上水（４００m3/日
）を確保できる

△

・10年に1回程度の渇水に対
して錦町上水（４００m3/日
）を確保できる

×

・10年に1回程度の渇水に対
して錦町上水（４００m3/日
）を確保できる

△

②段階的にどのように効果
が確保されていくのか

・下流の水利者の了解を得て
、既に暫定豊水水利権により
取水している。

・ダム貯水池掘削が完成する
まで、効果は期待できない。

・井戸建設が完成するまで、
効果は期待できない。

・送水施設および加圧ポンプ
が完成するまで、効果は期待
できない。

③どの範囲でどのような効
果が確保されていくのか（
取水位置別に、取水可能量
がどのように確保されるか
）

・錦町において、目標とする
流量（400m3/日）が確保で
きる。

・錦町において、目標とする
流量（ 400m3/日 ）が確保
できる。

・錦町において、目標とする
流量（ 400m3/日 ）が確保
できる。

・錦町において、目標とする
流量（ 400m3/日 ）が確保
できる。

④どのような水質の用水が
得られるか

・水質に問題なし ・水質に問題なし ・基準値以上のマンガン検出
実績があり、新たな井戸建設
に際しても検出が懸念される
。

・水質に問題なし
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3）各対策案における実現性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）各対策案における持続性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）各対策案における地域社会への影響の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.8.5 実現性評価一覧 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活
用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る
岩国市の上水道事業から受水す
る

3.実現性

①土地所有者等の協力の見通
し

・平瀬ダムにおいては、家屋移転
100%、用地買収９９％が完了
している。

○

・湛水域内の掘削となり、買収等
の土地所有者等の協力は必要ない
。

×

・井戸建設箇所の土地所有者との
調整に時間を要する。

△

・送水施設建設箇所の土地所有
者との調整に時間を要する。

×

②関係する河川利用者の同意
の見通し

・各内水面漁協、農業関係者等と
調整済みである。

・河川整備計画により整備の方向
性は承認されている。

・菅野ダムの利水者や発電事業者
や各内水面漁協等との調整が必要

・現状から大きな変化がなく、河
川利用者の同意に大きな影響はな
い。

・現状から大きな変化がなく、
河川利用者の同意に大きな影響
はない。

③発電を目的として事業に参
画している者への影響

・山口県企業局の事業計画へ影響
なし

・山口県企業局の事業計画へ影響
を不える

・山口県企業局の事業計画へ影響
を不える

・山口県企業局の事業計画へ影
響を不える

④その他の関係者との調整の
見通し － － － －

⑤事業期間はどの程度必要か ・ダム完成は約1０年後となる。 ・利水（上水）対策が変更となり
、利水者等との調整に見通しがつ
かない。

・利水（上水）対策が変更となる
が、事業量から比較的短期間で対
応が可能である。

・利水（上水）対策が変更とな
り、事業量から長期間を要する
。

⑥法制度上の観点から実現性
の見通し

・現行法内であるので、問題はな
い。

・現行法内であるので、問題はな
い。

・現行法内であるので、問題はな
い。

・現行法内であるので、問題は
ない。

⑦技術上の観点から実現性の
見通し

・技術上確立されており、実現可
能。

・技術上確立されており、実現可
能。

・技術上確立されており、実現可
能。

・技術上確立されており、実現
可能。

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活
用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る
岩国市の上水道事業から受水す
る

3.実現性

①土地所有者等の協力の見通
し

・平瀬ダムにおいては、家屋移転
100%、用地買収９９％が完了
している。

○

・湛水域内の掘削となり、買収等
の土地所有者等の協力は必要ない
。

×

・井戸建設箇所の土地所有者との
調整に時間を要する。

△

・送水施設建設箇所の土地所有
者との調整に時間を要する。

×

②関係する河川利用者の同意
の見通し

・各内水面漁協、農業関係者等と
調整済みである。

・河川整備計画により整備の方向
性は承認されている。

・菅野ダムの利水者や発電事業者
や各内水面漁協等との調整が必要

・現状から大きな変化がなく、河
川利用者の同意に大きな影響はな
い。

・現状から大きな変化がなく、
河川利用者の同意に大きな影響
はない。

③発電を目的として事業に参
画している者への影響

・山口県企業局の事業計画へ影響
なし

・山口県企業局の事業計画へ影響
を不える

・山口県企業局の事業計画へ影響
を不える

・山口県企業局の事業計画へ影
響を不える

④その他の関係者との調整の
見通し － － － －

⑤事業期間はどの程度必要か ・ダム完成は約1０年後となる。 ・利水（上水）対策が変更となり
、利水者等との調整に見通しがつ
かない。

・利水（上水）対策が変更となる
が、事業量から比較的短期間で対
応が可能である。

・利水（上水）対策が変更とな
り、事業量から長期間を要する
。

⑥法制度上の観点から実現性
の見通し

・現行法内であるので、問題はな
い。

・現行法内であるので、問題はな
い。

・現行法内であるので、問題はな
い。

・現行法内であるので、問題は
ない。

⑦技術上の観点から実現性の
見通し

・技術上確立されており、実現可
能。

・技術上確立されており、実現可
能。

・技術上確立されており、実現可
能。

・技術上確立されており、実現
可能。

表 4.8.6 持続性評価一覧 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有
効活用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る
岩国市の上水道事業から受水す
る

4.持続性
将来にわたって持続
可能といえるか

・適切に管理を行うことで、
利水効果は維持できる。

○

・適切に管理を行うこと
で、利水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うこと
で、利水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うことで、
利水効果は維持できる。

○

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有
効活用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る
岩国市の上水道事業から受水す
る

4.持続性
将来にわたって持続
可能といえるか

・適切に管理を行うことで、
利水効果は維持できる。

○

・適切に管理を行うこと
で、利水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うこと
で、利水効果は維持でき
る。 ○

・適切に管理を行うことで、
利水効果は維持できる。

○

表 4.8.7 地域社会への影響評価一覧 

コメントの凡例 

青字：プラスの要因 

－ ：現状維持、その他 

赤字：マイナスの要因 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有
効活用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る
岩国市の上水道事業から受水
する

5.地域社会へ
の影響

①事業地及びその周辺へ
の影響はどの程度か

・ダムにおいて、用地買収や
住家移転などはほぼ終了して
いる。

○

・湛水域内の掘削となり、周
辺に大きな影響はない。

△

・井戸設置場所の用地買収が
必要となる

×

・送水施設建設箇所の用地の
調整が必要となる

×

②地域振興に対してどの
ような効果があるか

・ダムにより水面が新たに創
出されるため、周辺整備を行
うことにより、地域振興の可
能性がある。

・現在のダムの様子と大幅に
変化はないので、地域振興へ
の効果は期待できない。

・地域振興への効果は期待で
きない。

・地域振興への効果は期待で
きない。

③地域間の利害の衡平へ
の配慮がなされているか

・地域間の衡平に配慮し生活
再建対策等を実施している。

・地域間の丌衡平は発生しな
い

・地域間の丌衡平は発生しな
い

・地域間の丌衡平は発生しな
い
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6）各対策案における環境への影響の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.8.8 環境への影響評価一覧 

コメントの凡例 

青字：プラスの要因 

－ ：現状維持、その他 

赤字：マイナスの要因 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水取水 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効
活用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る
岩国市の上水道事業から受水す
る

6.環境へ
の影響

①水環境に対してどのよ
うな影響があるか

水量：錦町上水(400m3/日)
を確保できる。

水質：常時水を貯めるため、
富栄養化や渇水長期化の可能
性がある。

×

水量：錦町上水(400m3/日)を
確保できる。

水質：掘削工事に伴い濁水の発
生が懸念される。

△

水量：錦町上水(400m3/日)を
確保できる。

水質：基準値以上のマンガン検
出実績があり、新たな井戸建設
に際しても留意する必要がある

△

水量：錦町上水(400m3/日)を
確保できる。

水質：上水道事業からの受水
のため、他地区と同等の水質
の用水が得られる。

○

②地下水、地盤沈下や地
下水の塩水化にどのよう
な影響があるか

・ダムサイトのグラウトによ
り止水するため周辺の地下水
位が変化する可能性があるが
、周辺に家屋等がない

－

・取水による周辺地下水低下や
地盤沈下の可能性がある。

－

③生物の多様性の確保及
び流域の自然環境全体に
どのような影響があるか

・ダム建設により、アユなど
の魚類等の生物に大して、影
響を不える － － －

④土砂流動がどう変化し
、下流河川・海岸にどの
ように影響するか

・ダム建設によりダム直下の
土砂流動に対する影響は大き
い。

－ － －

⑤景観、人と自然との豊
かな触れ合いにどのよう
な影響があるか

・現状の景観が失われる。

・ダムにより水面が創出され
るため、新たな自然とのふれ
あいの場が創出される可能性
がある。

－ － －

⑥CO2排出負荷はどう変
わるか

・ゲートや管理施設等電力が
必要となり、CO2排出負荷が
増大する。 －

・ポンプ等の電力が必要となり
、CO2排出負荷が増大する。

・加圧ポンプ等の電力が必要
となり、CO2排出負荷が増大
する。

⑦その他 特になし 特になし 特になし 特になし
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4.9 利水（上水道）対策案の総合評価 

立案した各利水（上水道）対策案について評価軸による評価を行った。 

「平瀬ダム案」はコストが最も優位となる。また、環境への影響については水環境や自然環境

等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への影響について

評価した結果、「平瀬ダム案」が優位と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.9.1 利水（上水道）対策案の総合評価 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水開発 ４）上水受水

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活
用（貯水池掘削）

広瀬地区に新規に井戸を掘る 岩国市の上水道事業から受水する

1.目標

・1/10渇水に対して錦町
上水取水量(400m3/日)を
確保可能

・暫定豊水水利権により既
に取水

・水質に問題なし

○

・1/10渇水に対して錦町
上水取水量(400m3/日)を
確保可能

・完成後に効果発現

・水質に問題なし

△

・1/10渇水に対して錦町
上水取水量(400m3/日)を
確保可能

・完成後に効果発現

・基準値以上のマンガン検
出実績あり

×

・1/10渇水に対して錦町
上水取水量(400m3/日)を
確保可能

・完成後に効果発現

・水質に問題なし

△

2.コスト 0.26億円 ○ 2.9億円 △ 1.3億円 △ 12.5億円 ×

3.実現性

・用地買収、家屋移転完了
・発電含め河川整備計画で
整備の方向性の承認あり。
・約10年後に完成。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

○

・利水者、発電事業者、漁
協等と調整が必要。
・利水者との調整に見通し
がつかない。
・発電計画への影響。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

×

・土地所有者との調整に時
間を要す。
・利水対策が変更となるが
、比較的短期間で調整可能
・発電計画への影響。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

△

・土地所有者との調整に時
間を要する。
・利水対策が変更となり、
長期間を要する。
・発電計画への影響。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

×

4.持続性 ・利水効果は持続可能。 ○ ・利水効果は持続可能。 ○ ・利水効果は持続可能。 ○ ・利水効果は持続可能。 ○

5.地域社会への影響

・用地買収や住家移転は完
了。
・地域振興の可能性。
・地域間の衡平は配慮済み

○

・周辺への大きな影響なし
・地域振興の可能性なし。
・地域間の丌衡平が生じな
い。

△

・用地買収が必要となる
・地域振興の可能性なし。
・地域間の丌衡平が生じな
い。

×

・用地の調整が必要となる
・地域振興の可能性なし。
・地域間の丌衡平が生じな
い。

×

6.環境への影響

・水量確保
・水質への影響
・河川生物へ影響を不える
・土砂流動に影響あり
・現景観が失われる。
・触れ合いの場を創出でき
る可能性有り。
・CO2排出負荷が増大

×

・水量確保
・水質への影響

△

・水量確保
・水質への影響
・地下水低下、地盤沈下の
可能性あり。
・CO2排出負荷が増大

△

・水量確保
・水質確保
・CO2排出負荷が増大

○
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4.10 概略評価による利水（不特定）対策案の選定（一次選定） 

4.10.1 検証の流れ 

(1) 検証にあたっての基本的な考え方 

・個別ダムの検証は、まず複数の利水対策案を立案する。複数の利水対策案の一つは、検証対

象ダムを含む案とし、その他に、検証対象ダムを含まない方法による対策案を必ず作成す

る。 

・利水対策案は、河川整備計画等において想定している目標と同程度の目標を達成することを

基本として立案する。 

 

 

 

 

 

・「需要面での対応（河川区域外）」、「需要面・供給面での総合的な対応が必要なもの」を含め

て幅広い利水（不特定）対策案を立案する。 

 

 

 

 「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」において、ダムを含む 17 手法

(表 4.10.1（表-1）)の利水の方策および 6 項目の評価軸（表-2）が示されている。 

 細目に基づき、次の検討フローにより利水対策案を決定する。（下図の【対策案の検討フロ

ー】を参照。） 

① 国から示された１７手法の対策から、６項目の評価軸の内、実現性、目標（利水安全度）、

コストで概略評価し、錦川流域の利水対策として検討可能な手法を選定する。（一次選定） 

② ①で選定した手法を単独又は複合的に組合せ、具体的な利水対策案を立案する。 

③ 目標、コスト、実現性、地域への影響や環境への影響などの６項目の評価軸について評価

を行う。（２次選定） 

④ 最適な利水対策案を決定する。 

 

 

 目標安全度(不特定) 

１０年に１回発生する渇水時にも、広瀬地点において概ね1.5m3/ｓの流量を確保する

とともに、ダム下流区間の渇水被害の軽減を図る。（臥竜橋地点における正常流量の不足

分の１８％を補給） 

 そのために必要な容量（不特定容量）は３，１６０千m3である。 
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表 4.10.1(表-1)平瀬ダム事業の検証に係る利水対策案(国土交通省の示す利水対策案 17 手法) 

 

 

 

  

 

 

 

№ 案名 対策案の概要

1 ダム 河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造された構造物である。

2 河口堰 河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯留し、水源とする方策である。

3 湖沼開発
湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、水源とする
方策である。

4 流況調整河川
流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて、水量に余裕のある河川から不足している河川
に水を移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とする方策である。

5
河道外貯留施設
（貯水池）

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで、水源とする方策である。

6
ダム再開発
（嵩上げ・掘削）

既存のダムを嵩上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、貯留することで水源を確保する方策であ
る。

7
他用途ダム容量
の買い上げ

既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて不特定利水のための容量とすることで、水源とする方策で
ある。

8 水系間導水 水量に余裕のある他水系から導水することで、水源とする方策である。

9 地下水取水 伏流水や河川水に影響を与えないように配慮しつつ、井戸の新設等により水源とする方策である。

10
ため池
（取水後の貯留施設を含む）

主に、雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする方策である。

11 海水淡水化 海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。

12 水源林の保全
土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水源林のもつ機能を保全し、河
川流況の安定化を期待する方策である。

13 ダム使用権等の振替
ダム使用権等で需要が発生しておらず、水利権が付与されていないものを必要なものに振り替える方策で
ある。

14
既得水利の
合理化・転用

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造の変革等に
伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する方策である。

15 渇水調整の強化 渇水対策協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。

16 節水対策
節水こまなどの節水機器の普及、節水意識の啓発、工場における回収率の向上等により、水需要の抑制を
図る方策である。

17 雨水・中水利用
雨水利用の促進、中水（再生水）利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水の需要
の抑制を図る方策である。

供
給
面
で
の
対
応

（

河
川
区
域
内
）

供
給
面
で
の
対
応

（

河
川
区
域
外
）

需
要
面
・
供
給
面
の
総
合
的

な
対
応
が
必
要
な
も
の

 ４．抽出対策案を評価軸ごとに評価（二次選定） 

 ５．利水対策案の総合的な評価 

 ６．利水対策案の決定 

・選定した各手法を単独又は複合的に組合せて利水対策案を立案する。 

【評価軸】 ・実現性・・・土地所有者の協力の見通し、関係者との調整、制度上・技術上の観点など 

      ・目 標・・・効果の内容、範囲等から目標安全度の確保、利水容量確保の可否など 

      ・コスト・・・完成までに要する費用、維持管理費に要する費用など 

【評価軸】 ・目標       ・・・利水容量の確保、段階、範囲、水質などの効果の確保 

      ・コスト      ・・・総事業費、維持管理費、ダム中止に伴って発生する費用など 

      ・実現性      ・・・土地所有者の協力、関係する河川使用者の同意等の観点など 

      ・持続性      ・・・利水容量確保の持続 

      ・地域社会への影響 ・・・事業地およびその周辺地域への影響、地域振興効果など 

      ・環境への影響   ・・・水環境、動植物、生態系および土砂移動、景観への影響など 

 2．概略評価により利水対策案を選定（一次選定） 

 1．複数の利水対策案の立案 

・ダム案とダム以外の案を、国から示された１７*)手法（表－１）から立案。 

 3．利水対策案の立案 

図 4.10.1 利水対策案の検証フロー 
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 一次選定に際しては「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」で示されてい

る「17 手法の利水の方策」から「６項目の評価軸」の内「3 項目の評価軸」に着目して、錦川流

域の地形および土地利用状況等を踏まえ、方策案の概略選定を行う。 

 なお、３項目の評価軸は、次のとおりである。 

   ① 実現性    … 土地所有者の協力の見通し、技術上の観点など 

   ② 正常流量（利水安全度）の確保 … 効果の内容、範囲、安全度の確保、利水効果の

定量的判断の可否など 

   ③ コスト    … 完成までに要する費用、維持管理費に要する費用など 

評価の基本的な考え方は、下記フローに従って行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.2 利水(不特定)対策案の検討フロー 

 

 

 

『○』or『△』の場合 『×』の場合 

【対策案の選定】 

 ○：対策案として選定する。 
【対策案の選定】 

 ×：対策案として選定しない。 

『○』の場合 『×』の場合 

【実現性】 

○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。 

△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ

れていない。 

×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低

い。          
    

【利水安全度（正常流量の確保）】 

○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保でき、かつ定量評価が可能。 

×：上記いずれかが不可能。 

【利水安全度（正常流量の確保）】 

 －：評価対象外。                        

『○』の場合 

【コスト】 

×：コストが極めて高い。  

○：それ以外。 

『×』の場合 
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4.10.2 ダム 

ダムは河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造される構造物である。 

錦川における概要評価は表 4.10.2 のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.3 平瀬ダムイメージ 

 

 

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

可能 既計画であり、家屋移転が完了し
、付替道路や転流工等を整備しており、
早期実現が可能である

○
正常流量を補給、平瀬ダム建
設地点下流に効果有り

目標とする安全
度確保が可能

可能 ○ ○ ○ 整備計画メニュー

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

可能 既計画であり、家屋移転が完了し
、付替道路や転流工等を整備しており、
早期実現が可能である

○
正常流量を補給、平瀬ダム建
設地点下流に効果有り

目標とする安全
度確保が可能

可能 ○ ○ ○ 整備計画メニュー

表 4.10.2 概略評価 
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4.10.3 河口堰 

本川(今津川)の河口部に堰を設けて淡水を貯留し、水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.3 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.4 河口堰の例 

 

 

 

 

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

可能 河口部に建設することにより可能で
あるが、漁協等関係者との調整が必要

△
正常流量を補給、河口堰の下
流に効果有り

目標とする安全度
確保が困難

可能 × － ×

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

可能 河口部に建設することにより可能で
あるが、漁協等関係者との調整が必要

△
正常流量を補給、河口堰の下
流に効果有り

目標とする安全度
確保が困難

可能 × － ×

表 4.10.3 概略評価 
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●沿岸部への河口堰の設置による用水(不特定)の確保検討 

【検討条件】 

・今津川にゲート高 4.5m、全長 290m 程度の河口堰が可能だが、300 万 m3の必要容量の確保

は困難。 

【検討結果】 

・必要容量の確保ができないため、目標の流量補給は不可。 

【評価結果】 

以上の結果より、河口堰は目標の達成が困難なため採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.5 河口堰位置図 

河口堰 

全長 290m 

ｹﾞｰﾄ高 4.5m 

Ｖ＝120 万 m3 
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4.10.4 湖沼開発 

湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を持たせ、

水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.4 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.6 湖沼開発の例 

 

印旛沼 

霞ヶ浦 

琵琶湖 
出典：独立行政法人水資源機構HP、水資源機構の技術案内 

方策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の見
通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存在する
が、自然的で規模が大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流部であり、上流
域の河川間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の見
通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存在する
が、自然的で規模が大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流部であり、上流
域の河川間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

表 4.10.4 概略評価 
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4.10.5 流況調整河川 

流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて水量に余裕のある河川から不足して

いる河川に水を移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.5 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.7 流況調整河川のイメージ 

 

4.10.6 河道外貯留施設（貯水池） 

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導入し、貯留することで水源とする。 

不特定用水については、平瀬ダム直下の広瀬地区の河道外貯留施設建設により水源とすること

は可能である。 

錦川における概要評価は表 4.10.6 のとおりであり、対策案として選定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.8 河道外貯留施設の例 

方策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の見
通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存在する
が、自然的で規模が大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流部であり、上流
域の河川間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の見
通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存在する
が、自然的で規模が大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流部であり、上流
域の河川間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の見
通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存在する
が、自然的で規模が大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流部であり、上流
域の河川間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

方策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力の見
通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

3
困難 流域内にはダムでできた人工湖沼は存在する
が、自然的で規模が大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流部であり、上流
域の河川間の流量調整による効果がない

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の確保
定量
評価

評
価

5
可能 沿川の水田を河道外貯留施設と
することで可能であるが、用地買収や
地権者との調整に時間を要する

△
河道外貯留
施設の下流

広大な土地が必要であるが、山地地形
のため適地が限られ、目標とする安全
度の確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、
ダム再開発等の複
合案を検討

6

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水池
内の掘削より可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約250
億円

×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の確保
定量
評価

評
価

5
可能 沿川の水田を河道外貯留施設と
することで可能であるが、用地買収や
地権者との調整に時間を要する

△
河道外貯留
施設の下流

広大な土地が必要であるが、山地地形
のため適地が限られ、目標とする安全
度の確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、
ダム再開発等の複
合案を検討

6

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水池
内の掘削より可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約250
億円

×

表 4.10.5 概略評価 

表 4.10.6 概略評価 

出典：国土交通省 関東地方整備局 

霞ヶ浦導水工事事務所HP 

出典：愛知県HP，芦ヶ池調整池 
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4.10.7 ダム再開発（かさ上げ・掘削） 

既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源とする方策である。 

錦川水系には、規模の大きい既設ダムとして菅野ダム、生見川ダムが存在する。これらのダム

を対象にかさ上げ、掘削による再開発は可能である。 

錦川における概要評価は表 4.10.7 のとおりであり、嵩上げ方式を対策案として選定し、掘削

方式を対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.9 ダム再開発（かさ上げ）の例 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の確保
定量
評価

評
価

5
可能 沿川の水田を河道外貯留施設と
することで可能であるが、用地買収や
地権者との調整に時間を要する

△
河道外貯留
施設の下流

広大な土地が必要であるが、山地地形
のため適地が限られ、目標とする安全
度の確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、
ダム再開発等の複
合案を検討

6

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水池
内の掘削より可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約250
億円

×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の確保
定量
評価

評
価

5
可能 沿川の水田を河道外貯留施設と
することで可能であるが、用地買収や
地権者との調整に時間を要する

△
河道外貯留
施設の下流

広大な土地が必要であるが、山地地形
のため適地が限られ、目標とする安全
度の確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、
ダム再開発等の複
合案を検討

6

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水池
内の掘削より可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約250
億円

×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の確保
定量
評価

評
価

5
可能 沿川の水田を河道外貯留施設と
することで可能であるが、用地買収や
地権者との調整に時間を要する

△
河道外貯留
施設の下流

広大な土地が必要であるが、山地地形
のため適地が限られ、目標とする安全
度の確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、
ダム再開発等の複
合案を検討

6

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水池
内の掘削より可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約250
億円

×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内
容・範囲

安全度の確保
定量
評価

評
価

5
可能 沿川の水田を河道外貯留施設と
することで可能であるが、用地買収や
地権者との調整に時間を要する

△
河道外貯留
施設の下流

広大な土地が必要であるが、山地地形
のため適地が限られ、目標とする安全
度の確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、
ダム再開発等の複
合案を検討

6

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ上
げにより可能であるが、用地買収や関
係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水池
内の掘削より可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△

正常流量の
補給、ダム
下流に効果
あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約250
億円

×

表 4.10.7 概略評価 
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●菅野ダム貯水池掘削による不特定用水の確保検討 

錦川水系に存在する規模の大きい既設ダムである菅野ダムを対象に、ダム貯水池の掘削による、

目標の流量確保を検討した。 

【検討条件】 

・目標の流量を確保するため、菅野ダム単独で新たに必要な容量は 3,500 千 m3。 

【検討結果】 

・約 480 万 m3のダム湖掘削(水面上も含む)によって、目標の流量を補給することが可能。 

【事業費】 

ダム湖掘削による事業費は、約 250 億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、ダム再開発案のうちダム湖掘削方式は投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔菅野ダム ダム貯水池掘削案〕 

 

EL230m 

EL270m 

EL345m 

Ｈ＝40m 

（350 万 m3利水容量確保） 

1：0.5 

概ね 1：1 

Ａ－Ａ断面 

掘削（岩盤） 

220m 

掘削土量Ｖ１＝350 万 m3 

掘削土量Ｖ2＝130 万 m3 

掘削土量Ｖ＝130 万+350 万＝480 万 m3 

掘削横断ｲﾒｰｼﾞ図 

標高230mライン

(推定) Ａ 

Ａ 

底 盤 面 積

11.2ha 

菅野ダム 
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4.10.8 他用途ダム容量の買い上げ 

既存のダムの他の用途のダム容量を買い上げて水源とする方策である。 

錦川流域の既設ダムは、治水・利水ともに水系全体の配置バランスを考慮し、効率性の高いダ

ムから建設されて来ている。また、錦川水系河川整備基本方針における洪水調節の目標達成及び

不特定の安定確保においては整備途上にある。 

錦川における概要評価は表 4.10.8 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.10 他用途ダム容量の買い上げのイメージ 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

困難 菅野ダム、生見川ダム等既設ダムに
余剰水はなく、転用可能な容量が存在しな
い

× － － － － － ×

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

困難 菅野ダム、生見川ダム等既設ダムに
余剰水はなく、転用可能な容量が存在しな
い

× － － － － － ×

表 4.10.8 概略評価 
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4.10.9 水系間導水 

水量に余裕のある他水系から導水することで水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.9 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

錦川流域

高津川流域

小瀬川流域

佐波川流域

出典:山口県のダム概要

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

錦川流域

高津川流域

小瀬川流域

佐波川流域

出典:山口県のダム概要

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

錦川流域

高津川流域

小瀬川流域

佐波川流域

出典:山口県のダム概要

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

小瀬川工業用水

小瀬川第2期工業用水

生見川工業用水道

周南地区各工業用水

図 4.10.11 錦川流域における流域外導水 

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

困難 隣接する小瀬川水系、佐波川水系
ともに高度な水資源開発が行なわれてお
り余剰水は期待できない。

× － － － － － ×

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者
の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

困難 隣接する小瀬川水系、佐波川水系
ともに高度な水資源開発が行なわれてお
り余剰水は期待できない。

× － － － － － ×

表 4.10.9 概略評価 
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4.10.10 地下水取水 

伏流水や河川水に影響を与えないように配慮しつつ、井戸の新設等により水源とする方策であ

る。 

錦川における概要評価は表 4.10.10 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.10.11 ため池 

主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.11 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省HP, 日本の水資源H22 

出典：山口県HP, 明神溜池(山口市大字黒川) 

図 4.10.12 地下水取水のイメージ 

図 4.10.13 ため池の例 

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9
困難 河川水に影響しない箇所での地下水
取水が不確実であり、安定的な取水は困難

× － － － － － ×

10
困難 流域内（菅野ダム下流）の既存ため
池の総容量は約20万m3であり、必要容量
320万m3の約6%と少ないうえ余剰はない

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9
困難 河川水に影響しない箇所での地下水
取水が不確実であり、安定的な取水は困難

× － － － － － ×

10
困難 流域内（菅野ダム下流）の既存ため
池の総容量は約20万m3であり、必要容量
320万m3の約6%と少ないうえ余剰はない

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9
困難 河川水に影響しない箇所での地下水
取水が不確実であり、安定的な取水は困難

× － － － － － ×

10
困難 流域内（菅野ダム下流）の既存ため
池の総容量は約20万m3であり、必要容量
320万m3の約6%と少ないうえ余剰はない

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9
困難 河川水に影響しない箇所での地下水
取水が不確実であり、安定的な取水は困難

× － － － － － ×

10
困難 流域内（菅野ダム下流）の既存ため
池の総容量は約20万m3であり、必要容量
320万m3の約6%と少ないうえ余剰はない

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9
困難 河川水に影響しない箇所での地下水
取水が不確実であり、安定的な取水は困難

× － － － － － ×

10
困難 流域内（菅野ダム下流）の既存ため
池の総容量は約20万m3であり、必要容量
320万m3の約6%と少ないうえ余剰はない

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の
協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

9
困難 河川水に影響しない箇所での地下水
取水が不確実であり、安定的な取水は困難

× － － － － － ×

10
困難 流域内（菅野ダム下流）の既存ため
池の総容量は約20万m3であり、必要容量
320万m3の約6%と少ないうえ余剰はない

× － － － － － ×

・錦川流域(菅野ダム下流)のため

池の総容量は約20万m3で、利水必

要容量320万m3に対して300万m3が

不足 

・このため、現状の15倍の容量の

ため池の新設が必要 

表 4.10.10 概略評価 

表 4.10.11 概略評価 
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4.10.12 海水淡水化 

海水を淡水化する施設を設置し、水源とする方策である。 

海水の淡水化施設は、河川水などの水源に乏しい島嶼部を主に水道水源と設定され稼動してい

る。問題は造水コストである。沖縄県で稼動している海水淡水化施設の概要を以下に示す。国内

で最大級の施設であり、日量 40,000m3 の造水能力を持つ。稼動実績は日平均生産量 10,300m3

で造水コストは 282 円／m3である。 

錦川における概要評価は表 4.10.12 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.14 沖縄県海水淡水化施設 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県企業局HP, 沖縄県海水淡水化施設 

図 4.10.15 海水淡水化施設の構成例 

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
困難 淡水化する施設は整備可能
であるが、ダム地点まで約40km
を導水する必要がある

△
正常流量の補給、海沿
いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

○ ○

×

約
615
億円

×

12
可能 森林の保全は可能であるが
、保水機能の改善は不確実である
うえ、相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点
では
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
困難 淡水化する施設は整備可能
であるが、ダム地点まで約40km
を導水する必要がある

△
正常流量の補給、海沿
いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

○ ○

×

約
615
億円

×

12
可能 森林の保全は可能であるが
、保水機能の改善は不確実である
うえ、相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点
では
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

表 4.10.12 概略評価 
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●沿岸部への海水淡水化施設の設置による不特定用水の確保検討 

【検討条件】 

・70,000m3/日の能力の場合、沖縄県施設(40,000m3/日・347 億円)の 1.75 倍の施設規模が必要。 

・さらに、沿岸域～平瀬ダム付近までの導水路（約 40km）が必要。   

【検討結果】 

 海水淡水化施設によって、目標の流量を補給することが可能。 

【事業費】 

海水淡水化施設による事業費は、約 615 億円となる。 

【評価結果】 

以上の結果より、海水淡水化施設は投資効果が低く、採用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：沖縄県企業局HP 

図 4.10.16 沖縄県海水淡水化施設の構成 
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4.10.13 水源林の保全 

主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくり流出させるという水源林の持つ

機能を保全し、河川流況の安定化を期待する方策である。 

対象箇所下流に効果があると考えられるが、大きくは期待できない。 

錦川における概要評価は表 4.10.13 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議 

対策前 

対策後  

図 4.10.17 森林の保水効果のイメージ 

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
困難 淡水化する施設は整備可能
であるが、ダム地点まで約40km
を導水する必要がある

△
正常流量の補給、海沿
いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

○ ○

×

約
615
億円

×

12
可能 森林の保全は可能であるが
、保水機能の改善は不確実である
うえ、相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点
では
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
困難 淡水化する施設は整備可能
であるが、ダム地点まで約40km
を導水する必要がある

△
正常流量の補給、海沿
いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

○ ○

×

約
615
億円

×

12
可能 森林の保全は可能であるが
、保水機能の改善は不確実である
うえ、相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点
では
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
困難 淡水化する施設は整備可能
であるが、ダム地点まで約40km
を導水する必要がある

△
正常流量の補給、海沿
いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

○ ○

×

約
615
億円

×

12
可能 森林の保全は可能であるが
、保水機能の改善は不確実である
うえ、相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点
では
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地
所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

11
困難 淡水化する施設は整備可能
であるが、ダム地点まで約40km
を導水する必要がある

△
正常流量の補給、海沿
いで効果有り

目標とする安全度確保
が可能

○ ○

×

約
615
億円

×

12
可能 森林の保全は可能であるが
、保水機能の改善は不確実である
うえ、相当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果が
あると考えられるが、
大きくは期待できない

流域面積に占める森林
面積は88%を占め、
既に現状の森林機能の
効果は見込まれており
、目標とする安全度確
保が困難

現時
点
では
困難

× － ×

森林の保全・整備は
森林機能の維持・改
善のためにも重要で
ある

表 4.10.13 概略評価 
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4.10.14 ダム使用権等の振替 

需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替える方

策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.14 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.10.15 既得水利の合理化・転用 

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造

の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.15 のとおりであり、対策案として選定しない。 
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出典：今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議 

 

 

出典：今後の治水対策のあり方

に関する有識者会議 

図 4.10.18 水利権が付与されていないダム使用権等のイメージ 

図 4.10.19 既得水利転用のイメージ 

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
困難 流域内の既存のダムに係る水
利権の更新がされ、水利権量等の変
更は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
困難 既得水利は現在の農地利用面
積に基づき算定されており、既に合
理化されている

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
困難 流域内の既存のダムに係る水
利権の更新がされ、水利権量等の変
更は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
困難 既得水利は現在の農地利用面
積に基づき算定されており、既に合
理化されている

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
困難 流域内の既存のダムに係る水
利権の更新がされ、水利権量等の変
更は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
困難 既得水利は現在の農地利用面
積に基づき算定されており、既に合
理化されている

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
困難 流域内の既存のダムに係る水
利権の更新がされ、水利権量等の変
更は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
困難 既得水利は現在の農地利用面
積に基づき算定されており、既に合
理化されている

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
困難 流域内の既存のダムに係る水
利権の更新がされ、水利権量等の変
更は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
困難 既得水利は現在の農地利用面
積に基づき算定されており、既に合
理化されている

× － － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
困難 流域内の既存のダムに係る水
利権の更新がされ、水利権量等の変
更は発生しておらず振替は困難

× － － － － － ×

14
困難 既得水利は現在の農地利用面
積に基づき算定されており、既に合
理化されている

× － － － － － ×

表 4.10.14 概略評価 

表 4.10.15 概略評価 
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4.10.16 渇水調整の強化 

渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小とするような取水制限を行う方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.16 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10.20 菅野ダム状況写真（平成２３年４月１１日撮影） 

 

4.10.17 節水対策 

節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上等により、水需

要の抑制を図る方策である。 

菅野ダム・向道ダムに依存する周南地区では、頻発する自主節水に対応して工場系においては、

冷却水リサイクル率の向上、井戸・海水利用などの補助水源の整備、自社内の振替生産、節水管

理の強化などの節水対策を実施している。 

錦川における概要評価は表 4.10.17 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：香川県ＨＰ、水資源対策課 

図 4.10.21 節水対策のイメージ 

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

表 4.10.16 概略評価 

表 4.10.17 概略評価 
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4.10.18 雨水・中水利用 

雨水利用の推進、中水利用施設の整理、下水処理水利用の推進により、河川水・地下水を水源

とする水需要の抑制を図る方策である。 

錦川における概要評価は表 4.10.18 のとおりであり、対策案として選定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省・土地・水資源ＨＰ 

図 4.10.22 雨水・中水利用のイメージ 

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

方
策
№

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考地域の特徴（場所の特性）、土地所有者の協力
の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

15
困難 菅野ダムに依存する周南地区では渇水時
の自主節水が頻繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － ×

16
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

17
困難 推進することにより可能であるが、利用
者の意向に依存するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － ×

表 4.10.18 概略評価 
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4.10.19 利水（不特定）対策案の選定（一次選定） 

以上で述べた 17 手法の利水（不特定）の方策案の選定結果を、表 4.10.19(1)(2)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【河川を中心とした対策】 

コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：不選定 

【供給面での対応(河川区域内)】 

表 4.10.19(1) 利水（不特定）対策案の選定 

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

1 ダム
可能 既計画であり、家屋移転が完
了し、付替道路や転流工等を整備し
ており、早期現実が可能である

○
正常流量の確保は、平瀬ダム建
設地点下流に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

2 河口堰
可能 河口部に建設することにより
可能であるが、漁協等関係者との調
整が必要

△
正常流量の確保は、河口堰の下
流に効果有り

目標とする安全度確保が困難 可能 × － ×

3 湖沼開発
困難 流域内にはダムでできた人工
湖沼は存在するが、自然的で規模が
大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4 流況調整河川
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流
部であり、上流域の河川間の流量調
整による効果がない

× － － － － － ×

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

1 ダム
可能 既計画であり、家屋移転が完
了し、付替道路や転流工等を整備し
ており、早期現実が可能である

○
正常流量の確保は、平瀬ダム建
設地点下流に効果有り

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

2 河口堰
可能 河口部に建設することにより
可能であるが、漁協等関係者との調
整が必要

△
正常流量の確保は、河口堰の下
流に効果有り

目標とする安全度確保が困難 可能 × － ×

3 湖沼開発
困難 流域内にはダムでできた人工
湖沼は存在するが、自然的で規模が
大きい未利用湖沼は存在しない

× － － － － － ×

4 流況調整河川
困難 基準点臥竜橋地点は本川下流
部であり、上流域の河川間の流量調
整による効果がない

× － － － － － ×

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5 河道外貯留施設
可能 沿川の水田を河道外貯留施設
とすることで可能であるが、用地買
収や地権者との調整に時間を要する

△
正常流量の確保は、河道外貯留施
設の下流に効果有り

広大な土地が必要であるが、山地地形の
ため適地が限られ、目標とする安全度の
確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、ダム再開
発等の複合案を検討

6
ダム再開発

（かさ上げ・掘削）

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ
上げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
正常流量の確保は、ダム下流に効
果あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水
池内の掘削より可能であるが、用地
買収や関係者との調整に時間を要す
る

△
正常流量の確保は、ダム下流に効
果あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約
250
億円

×

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所
有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

5 河道外貯留施設
可能 沿川の水田を河道外貯留施設
とすることで可能であるが、用地買
収や地権者との調整に時間を要する

△
正常流量の確保は、河道外貯留施
設の下流に効果有り

広大な土地が必要であるが、山地地形の
ため適地が限られ、目標とする安全度の
確保が困難
（平瀬ダム直下分の補給は対応可能）

可能 ○ ○ ○
河道外貯留施設、ダム再開
発等の複合案を検討

6
ダム再開発

（かさ上げ・掘削）

嵩上げ
可能 菅野ダム、生見川ダムのかさ
上げにより可能であるが、用地買収
や関係者との調整に時間を要する

△
正常流量の確保は、ダム下流に効
果あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○ ○ ○

貯水地内掘削
可能 菅野ダム、生見川ダムの貯水
池内の掘削より可能であるが、用地
買収や関係者との調整に時間を要す
る

△
正常流量の確保は、ダム下流に効
果あり

目標とする安全度確保が可能 可能 ○

×

約
250
億円

×

評
価
の
記
号

【正常流量（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが不可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：正常流量（利水安全度）の確
保が×のため、評価対象外。

評
価
の
記
号

【正常流量（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが不可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：正常流量（利水安全度）の確
保が×のため、評価対象外。
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【需要面・供給面の総合的な対応が必要なもの】 

【供給面での対応(河川区域内)】 

表 4.10.19(2) 利水（不特定）対策案の選定 

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

7
他用途ダム容量の

買い上げ

困難 菅野ダム、生見川ダム等既設ダ
ムに余剰水はなく、転用可能な容量が
存在しない

× － － － － － ×

8 水系間導水
困難 隣接する小瀬川水系、佐波川水
系ともに高度な水資源開発が行なわれ
ており余剰水は期待できない。

× － － － － － ×

9 地下水取水
困難 河川水に影響しない箇所での地
下水取水が不確実であり、安定的な取
水は困難

× － － － － － ×

10
ため池

（取水後の貯留施設
を含む）

困難 流域内（菅野ダム下流）の既存
ため池の総容量は約20万m3であり、
必要容量320万m3の約6%と少ない
うえ余剰はない。

× － － － － － ×

11 海水淡水化
困難 淡水化する施設は整備可能であ
るが、ダム地点まで約40kmを導水す
る必要がある

△
正常流量の確保は、海沿いで効果有
り

目標とする安全度確保が可能 ○ ○

×

約615

億円

×

12 水源林の保全
可能 森林の保全は可能であるが、保
水機能の改善は不確実であるうえ、相
当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果があると考えら
れるが、大きくは期待できない

流域面積に占める森林面積は
88%を占め、既に現状の森林機
能の効果は見込まれており、目標
とする安全度確保が困難

現時
点で
は
困難

× － ×
森林の保全・整備は森林機
能の維持・改善のためにも
重要である

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案の
選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土地所有
者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

7
他用途ダム容量の

買い上げ

困難 菅野ダム、生見川ダム等既設ダ
ムに余剰水はなく、転用可能な容量が
存在しない

× － － － － － ×

8 水系間導水
困難 隣接する小瀬川水系、佐波川水
系ともに高度な水資源開発が行なわれ
ており余剰水は期待できない。

× － － － － － ×

9 地下水取水
困難 河川水に影響しない箇所での地
下水取水が不確実であり、安定的な取
水は困難

× － － － － － ×

10
ため池

（取水後の貯留施設
を含む）

困難 流域内（菅野ダム下流）の既存
ため池の総容量は約20万m3であり、
必要容量320万m3の約6%と少ない
うえ余剰はない。

× － － － － － ×

11 海水淡水化
困難 淡水化する施設は整備可能であ
るが、ダム地点まで約40kmを導水す
る必要がある

△
正常流量の確保は、海沿いで効果有
り

目標とする安全度確保が可能 ○ ○

×

約615

億円

×

12 水源林の保全
可能 森林の保全は可能であるが、保
水機能の改善は不確実であるうえ、相
当な年数を要する

△
対象箇所下流に効果があると考えら
れるが、大きくは期待できない

流域面積に占める森林面積は
88%を占め、既に現状の森林機
能の効果は見込まれており、目標
とする安全度確保が困難

現時
点で
は
困難

× － ×
森林の保全・整備は森林機
能の維持・改善のためにも
重要である

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土
地所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
ダム使用権等の

振替

困難 流域内の既存のダムに係
る水利権の更新がされ、水利権
量等の変更は発生しておらず振
替は困難

× － － － － － ×

14
既得水利の
合理化・転用

困難 既得水利は現在の農地利
用面積に基づき算定されており
、既に合理化されている

× － － － － － ×

15 渇水調整の強化

困難 菅野ダムに依存する周南
地区では渇水時の自主節水が頻
繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － － ×

16 節水対策

困難 推進することにより可能
であるが、利用者の意向に依存
するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

17 雨水・中水利用

困難 推進することにより可能
であるが、利用者の意向に依存
するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

方策

実現性 正常流量(利水安全度)の確保

コスト
対策案
の選定

備考
地域の特徴（場所の特性）、土
地所有者の協力の見通しなど

評
価

効果の内容・範囲 安全度の確保
定量
評価

評
価

13
ダム使用権等の

振替

困難 流域内の既存のダムに係
る水利権の更新がされ、水利権
量等の変更は発生しておらず振
替は困難

× － － － － － ×

14
既得水利の
合理化・転用

困難 既得水利は現在の農地利
用面積に基づき算定されており
、既に合理化されている

× － － － － － ×

15 渇水調整の強化

困難 菅野ダムに依存する周南
地区では渇水時の自主節水が頻
繁に実施されており、更なる強
化は困難である

× － － － － － ×

16 節水対策

困難 推進することにより可能
であるが、利用者の意向に依存
するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

17 雨水・中水利用

困難 推進することにより可能
であるが、利用者の意向に依存
するものであり、その効果を定
量的に見込むことが困難

× － － － － － ×

評
価
の
記
号

【正常流量（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが不可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：正常流量（利水安全度）の確
保が×のため、評価対象外。

評
価
の
記
号

【正常流量（利水安全度）の確保】
○：対策効果・範囲が明確で、目標安全度を確保
でき、かつ定量評価が可能
×：上記いずれかが不可能
－：実現性評価が×のため、評価対象外。

【実現性】
○：実現することが可能で、かつ実現に向けた見通しが確保されている。
△：実現することは可能だが、土地所有者の協力、関係者調整、法制度、技術的観点から実現に向けた見通しが十分確保さ
れない。
×：適切な箇所、施設がない、明らかに土地所有者等の協力が見込めない、技術が確立されてない等から極めて実現性が低
い。

【コスト】
×：コストが極めて高い。
○：それ以外。
－：正常流量（利水安全度）の確
保が×のため、評価対象外。

コメントの凡例 

赤字：マイナスの要因 

対策案の選定の凡例 

○：選定、×：不選定 
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4.11 利水（不特定）対策案の立案 

前項で選定した利水の方策を単独又は複数の組み合わせにより、ダム案や他に考えられる利水

対策案を立案する。 

 なお、地形的条件や土地利用状況などを踏まえて立案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◆ダム 

  ◆河道外貯留施設 ※能力面から他案との組み合わせ 

  ◆ダム再開発(かさ上げ・掘削)  ※費用面からかさ上げ方式により検討 

 抽出した上記の案を単独又は組み合わせた対策案を立案して詳細な検討を実施 

  １）平瀬ダム（現計画） 

  ２）菅野ダムかさ上げ 

  ３）生見川ダムかさ上げ＋河道外貯留施設 

錦川水系の地形的条件や土地利用状況を踏まえた利水（不特定）対策案 

利水（不特定）対策案の一次選定結果 
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4.11.1 平瀬ダム案 

 錦川の山口県岩国市錦町広瀬地先に重力式コンクリートダムを築造することで、利水容量3,200

千 m3（うち不特定容量 3,160 千 m3）を確保し、流水の正常な機能を維持するための流量（正常流

量）の確保に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 整備内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔残補償〕 

〔残事業費〕 

（不特定分） 

 住家 用地 

ダ ム 0戸 0.6ha 

〔ダム〕 

・ダムの目的     ：洪水調節、正常流量、上水道、

発電 

・ダムの型式     ：重力式コンクリートダム 

・ダムの規模 

   ダ  ム  高     ：  約 73m 

   堤  頂  長     ：約 300m 

・貯水池容量配分 

   利水容量  ：3,200,000m3 

    不特定   ：3,160,000m3 

    上水道   ：40,000m3  

   堆砂容量    ：2,000,000m3 

     総貯水容量  ：29,500,000m3 

 

□ 施設検討条件 

・1/10 規模の渇水に対して、広瀬地点において概ね 1.5m3/ｓの流量を確保するとともに、

ダム下流区間の渇水被害の軽減を図る。（臥竜橋地点における正常流量の不足分の１８％

を補給） 

・治水と併せた多目的ダムとして検討する。 

78 合 計 

9 維持管理費 

項 目 金額（億円） 

事業費 69 

図 4.11.1 平瀬ダム概要図 
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図 4.11.2 全体計画平面

図 

図 4.11.3 ダム平面図 

堤頂長 L=300m 

図 4.11.4 ダム上流面図 

ダム高 

H=73m 

図 4.11.5 標準断面図 

□平瀬ダム 事業計画図 
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4.11.2 菅野ダムかさ上げ案 

錦川水系に存在する規模の大きい既設ダムである菅野ダムを対象に、単独かさ上げによる再開

発をし、流水の正常な機能を維持するための流量（正常流量）の確保に努める。 

 

□ダム再開発の検討条件 

 ・1/10 規模の渇水に対して、広瀬地点において概ね 1.5m3/ｓの流量を確保するとともに、ダム

下流区間の渇水被害の軽減を図る（臥竜橋地点における正常流量の不足分の１８％を補給）

ため、菅野ダム単独で新たに必要な容量 3,500 千 m3を確保する。 

 ・必要な容量分を確保するためには、菅野ダムは 2m のかさ上げが必要となる。  

 

□ダム再開発の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

嵩上げ2m 

嵩上げ2m 

〔菅野ダム嵩上げ案〕 

〔事業費〕 かさ上げ：2.0m 

図 4.11.6 菅野ダム嵩上げイメージ図  

114 合 計 

0 維持管理費 

項 目 金額（億円） 

事業費 114 
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4.11.3 生見川ダムかさ上げ＋河道外貯留施設案 

生見川ダムかさ上げと河道外貯留施設の組合わせにより、流水の正常な機能を維持するための流

量（正常流量）の確保に努める。 

 

□ダム再開発の検討条件 

・ 1/10 規模の渇水に対して、臥竜橋地点における正常流量の不足分の１８％を補給するため、

生見川ダムで新たに必要な容量は 5,000 千 m3で、4m のかさ上げが必要となる。 

・生見川ダムによる流量補給の困難な平瀬ダム直下の区間については、河道外貯留施設により確

保するものとして、組み合わせ案を設定する。  

 

 

 

□ダム再開発の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔生見川ダム嵩上げ案〕 

 

嵩上げ4m 

嵩上げ4m 

〔事業費〕 かさ上げ：4.0m 

項目 金額（億円） 

事業費 186 

図 4.11.7 生見川ダム嵩上げイメージ図 

38 

貯留施設 ダム 

かさ上げ 

225 合 計 

0.8 維持管理費 

項 目 金額（億円） 

事業費 186 
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□河道外貯留施設の検討条件 

・生見川ダムによる流量補給の困難な平瀬ダム直下の区間（広瀬地点において概ね 1.5m3/ｓの流

量を確保）については、河道外貯留施設で確保し、新たに必要な容量は 54千 m3となる。 

・比較的まとまった平地および補償物件の少ない耕地等を、河道外貯留施設として選定。 

・河道外貯留施設を建設する際には、そのままでは必要な容量を確保できないため、満水位から

3m 程度、掘削。  

 

□河道外貯留施設の検討内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔広瀬地区河道外貯留施設〕 

施設計画諸元 

・貯水池面積：21,000m2 

・計画貯水量：54,000m3 

・計画水深 ：3m 

・余裕高  ：0.6m 

・管理道  ：3m 

 

標準横断面図 

 

 

満水位 

貯水池幅 60m～200m 

3m 

0.6m 

1:2 1:2 

護岸工 

管理道 3.0m 

〔事業費〕容量：54,000m3 

項目 金額（億円） 

事業費 38 

図 4.11.8 河道外貯留施設平面図  

 
 

取水路 

錦川 

連結管渠 

60m 

160m 

200m 

60m 

放流口 
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4.12 利水（不特定）対策案の評価軸ごとの評価（二次選定） 

立案した利水（不特定）対策案を「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」

で示されている以下の１）～6）の評価軸により評価する。 

 

   1) 目標    2) コスト   3) 実現性   4) 持続性 

   5) 地域社会への影響   6) 環境への影響 

 

評価に当たっては、現状における施設の整備状況や事業の進捗状況等を原点として検討を行っ

た。すなわち、コストの評価に当たり、実施中の事業については、残事業費を基本とした。また、

ダム中止に伴って発生するコストや社会的影響等を含めて検討することとした。 

評価の考え方一覧表を表 4.12.1 に、評価基準を表 4.12.2 に示す。  

また、検証を行う上での基本的な考え方は次のとおりである。 

 

■検証にあたっての基本的な考え方  

・評価にあたっては、現状における施設の整備状況や事業の進捗状況を原点として検討を行う。  

・各評価軸についてそれぞれ的確な評価を行った上で、財政的、時間的な観点を加味して目的別

の総合評価を行う。  

・目的別の総合評価にあたって、一定の「安全度」を確保することを基本として、「コスト」を

最も重視する。なお、これらの考え方によらずに、特に重視する評価軸により評価を行う場合等

は、その理由を明示する。 

・各目的別の検討を踏まえて、検証の対象とするダム事業に関する総合的な評価を行う。  

・科学的合理性、地域間の利害の衡平性、透明性の確保を図り、地域の意向を十分に反映するた

めの措置を講じて検討を進める。 
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評価軸 評価の考え方 

1.目標 

利水参画者に対し、開発水量として何m3/s必要かを確認するとともに、その算出方法が妥当

に行われているかを確認することとしており、その量を確保できるか 

段階的にどのように効果が確保されていくか 

どの範囲でどのような効果が確保されていくか（取水位置別に、取水可能量がどのように確

保されるか） 

どのような水質の用水が得られるか 

2.コスト 

完成までに要する費用はどのくらいか 

維持管理に要する費用はどのくらいか 

その他の費用（ダム中止に伴って発生する費用等）はどれくらいか 

3.実現性 

土地所有者等の協力の見通しはどうか 

関係する河川使用者の同意の見通しはどうか 

発電を目的として事業に参画している者への影響の程度はどうか 

その他の関係者との整合の見通しはどうか 

事業期間はどの程度必要か 

法制度上の観点から実現の見通しはどうか 

技術上の観点から実現性はどうか 

4.持続性 将来にわたって持続可能といえるか 

5.地域社会への影

響 

事業地及びその周辺への影響はどの程度か 

地域振興に対してどのような効果があるか 

地域間の利害の衡平への配慮はなされているか 

6.環境への影響 

水環境に対してどのような影響があるか 

地下水位、地盤沈下や地下水の塩水化にどのような影響があるか 

生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にどのような影響があるか 

土砂流動がどう変化し、下流の河川海岸にどのように影響するか 

景観、人と自然との豊かなふれあいにどのような影響があるか 

CO2 排出不可はどう変わるか 

その他 

 

 

 

表 4.12.2 利水対策案に対する評価方法 

 

 

 

 

 

※定量化できない「評価軸の考え方」については、「評価軸の考え方」毎に相対評価を行う。 

 

 

 

表 4.12.1 利水（不特定）対策案に対する評価軸（6項目）および評価の考え方 

＊ダム案のコストについては現時点からの残事業費を計上 

・評価軸ごとに評価を行う。 

・コストは定量的な評価が可能なため、順位を付ける。 

・コスト以外は定量的な評価が困難なため、評価の考え方ごとに考察を行った後、○△×

により評価を行う。 

○：比較案の中で最も適した案 

×：比較案の中で最も劣る案 

△：○、×の中間案 
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1）各対策案における目標の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2）各対策案におけるコストの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.12.3 目標評価一覧 

表 4.12.4 コスト評価一覧 

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用（
堤体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用
（堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は
河道外貯留施設で対応

1.目標

①利水参画者に対して、開発量とし
ての必要量（何m3/s）を確認し、そ
の算出が妥当で、確保できるか

・10年に1回程度の渇水に対して、
広瀬地点において概ね1.5m3/ｓの流
量を確保と広瀬下流区間の渇水被害の
軽減を図る。（臥竜橋地点における正
常流量の不足分の１８％を補給）

○

・10年に1回程度の渇水に対して、広
瀬地点において概ね1.5m3/ｓの流量
を確保と広瀬下流区間の渇水被害の軽
減を図る。（臥竜橋地点における正常
流量の不足分の１８％を補給）

△

・10年に1回程度の渇水に対して、広
瀬地点において概ね1.5m3/ｓの流量
を確保と広瀬下流区間の渇水被害の軽
減を図る。（臥竜橋地点における正常
流量の不足分の１８％を補給）

×

②段階的にどのように効果が確保さ
れていくのか

・平瀬ダムが完成するまで、効果は期
待できない。

・ダムかさ上げが完成するまで、効果
は期待できない。

（完成に長期間を要する）

・ダムかさ上げ、河道外貯留施設が完
成するまで、効果は期待できない。

（完成に長期間を要する）

③どの範囲でどのような効果が確保
されていくのか（取水位置別に、取
水可能量がどのように確保されるか
）

・ダムより下流において目標とする流
量が確保できる

・ダムより下流において目標とする流
量が確保できる

・ダム及び河道外貯留施設より下流に
おいて目標とする流量が確保できる

④どのような水質の用水が得られる
か

－ －

・河道外貯留施設において、富栄養化
の可能性がある。

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用（堤
体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用（
堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は河道
外貯留施設で対応

2.コスト

①完成までに要する費用 総事業費：
226億円（不特定分）

残事業費：
69億円（不特定分）

補償家屋数：
０戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.6ha

①

総事業費：（残事業費）

114億円

補償家屋数：
0戸
菅野ダム発電所

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 0.0ha
山林 0.0ha

②

総事業費：（残事業費）
（生見川ダムかさ上げ）

186億円
（河道外貯留施設）

38億円
計 224億円

補償家屋数：
0戸

買収面積：
宅地 0.0ha
水田・畑 5.0ha
山林 4.2ha

③

②維持管理に要する費用 維持管理費
（平瀬ダム）
県内ゲート付きダムの実績維持管理費（
機器更新含む）

0.62億円/年
50年間の維持管理費（不特定分）
＝0.62億円/年×50年×治水分アロケ
率99.6%×不特定分アロケ率30.6%

＝9億円

50年分の
維持管理費用：9億円

維持管理費
（菅野ダム）
現状と同じであり計上しない

50年分の
維持管理費用：0億円

維持管理費
（生見川ダム）
現状と同じであり計上しない

（河道外貯留）
錦川の実績維持管理費（浚渫、伐採費）
を河道外貯留区間の延長（0.5km）分に
計上
0.016億円/年×50年

＝0.8億円

50年分の
維持管理費用：0.8億円

③その他の費用

－ － ー

合計 78億円 114億円 225億円
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3）各対策案における実現性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）各対策案における持続性の評価 

 

 

 

 

 

 

 

５）各対策案における地域社会への影響の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.12.5 実現性評価一覧 

表 4.12.6 持続性評価一覧 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用
（堤体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用（
堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は河道
外貯留施設で対応

4.持続性
将来にわたって持続可能
といえるか

・適切に管理を行うことで、利水効
果は維持できる。

○

・適切に管理を行うことで、利
水効果は維持できる。

○

・適切に管理を行うことで、利水効果
は維持できる。

○

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用
（堤体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用（
堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は河道
外貯留施設で対応

4.持続性
将来にわたって持続可能
といえるか

・適切に管理を行うことで、利水効
果は維持できる。

○

・適切に管理を行うことで、利
水効果は維持できる。

○

・適切に管理を行うことで、利水効果
は維持できる。

○

表 4.12.7 地域社会への影響評価一覧 

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用（
堤体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用
（堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は
河道外貯留施設で対応

5.地域社会への
影響

①事業地及びその周辺への影
響はどの程度か

・ダムにおいて、用地買収や住家移
転などはほぼ終了している。

○

・菅野発電所の移転が必要となる。

×

・河道外貯留施設の用地買収が必要と
なる。

×

②地域振興に対してどのよう
な効果があるか

・ダムにより水面が新たに創出され
るため、周辺整備を行うことにより、
地域振興の可能性がある。

・現在のダムの様子と大幅に変化はな
いので、地域振興への効果は期待でき
ない。

・現在のダムの様子と大幅に変化はな
いので、地域振興への効果は期待でき
ない。

③地域間の利害の衡平への配
慮がなされているか

・地域間の衡平に配慮し生活再建対
策等を実施している。

・ダムの上下流で不衡平が発生する ・ダムや河道外貯留施設対策箇所とそ
の他区間で不衡平が発生する

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用（堤
体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用
（堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は
河道外貯留施設で対応

3.実現性

①土地所有者等の協力の見通し ・平瀬ダムにおいては、家屋移転100%
、用地買収９９％が完了している。

○

・菅野発電所の移転が必要となり、調整
に時間を要する。

×

・利水（不特定）対策が変更となり、
土地利用者との調整に見通しがつかな
い。

×

②関係する河川使用者の同意の見通
し

・各内水面漁協、農業関係者等と調整済
みである。

・河川整備計画により整備の方向性は承
認されている。

・菅野ダムの利水者や発電事業者、各内
水面漁協等と調整が必要である。

・生見川ダムの利水者や発電事業者、
各内水面漁協等と調整が必要である。

③発電を目的として事業に参画して
いる者への影響

・山口県企業局の事業計画へ影響なし ・山口県企業局の事業計画へ影響を与え
る

・山口県企業局の事業計画へ影響を与
える

④その他の関係者との調整の見通し ・岩国市の水道事業者へ影響なし ・岩国市の水道事業の事業計画へ影響を
与える。

・岩国市の水道事業の事業計画へ影響
を与える。

⑤事業期間はどの程度必要か ・ダム完成は約1０年後となる。 ・関係者との調整が必要であり、また、
事業量から長期間を要する。

・関係者との調整が必要であり、また
、事業量から長期間を要する。

⑥法制度上の観点から実現性の見通
し

・現行法内であるので、問題はない。 ・現行法内であるので、問題はない。 ・現行法内であるので、問題はない。

⑦技術上の観点から実現性の見通し ・技術上確立されており、実現可能。 ・技術上確立されており、実現可能。 ・技術上確立されており、実現可能。
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6）各対策案における環境への影響の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.12.8 環境への影響評価一覧 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用（
堤体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用
（堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は
河道外貯留施設で対応

6.環境への影
響

①水環境に対してどのような影
響があるか

水量：渇水時にダム下流に対して流況
の改善が期待できる

水質：常時水を貯めるため、富栄養化
や渇水長期化の可能性がある。

×

水量：渇水時にダム下流に対して流況
の改善が期待できる

水質：既設ダム活用のため、現況とほ
ぼ同じ。

○

水量：渇水時に、河道外貯留施設及び
ダム下流に対して流況の改善が期待で
きる。

水質：既設ダム活用のため、現況とほ
ぼ同じ。河道外貯留施設は富栄養化の
可能性がある。

△

②地下水、地盤沈下や地下水の
塩水化にどのような影響がある
か

・ダムサイトのグラウトにより止水す
るため周辺の地下水位が変化する可能
性があるが、周辺に家屋等がない － －

③生物の多様性の確保及び流域
の自然環境全体にどのような影
響があるか

・ダム建設により、アユなどの魚類等
の生物に大して、影響を与える

－

・河道外貯留施設により沿川の耕地が
消失し、生物に影響を与える。

④土砂流動がどう変化し、下流
河川・海岸にどのように影響す
るか

・ダム建設によりダム直下の土砂流動
に対する影響は大きい。 － －

⑤景観、人と自然との豊かな触
れ合いにどのような影響がある
か

・現状の景観が失われる。

・ダムにより水面が創出されるため、
新たな自然とのふれあいの場が創出さ
れる可能性がある。

－ －

⑥CO2排出負荷はどう変わるか ・ゲートや管理施設等電力が必要とな
り、CO2排出負荷が増大する。

－

・河道外貯留施設にポンプを設置する
ことで電力が必要となり、CO2排出負
荷が増大する

⑦その他 特になし 特になし 特になし

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸と評価
の考え方

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用（
堤体かさ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用
（堤体かさ上げ）し、平瀬ダム直下は
河道外貯留施設で対応

6.環境への影
響

①水環境に対してどのような影
響があるか

水量：渇水時にダム下流に対して流況
の改善が期待できる

水質：常時水を貯めるため、富栄養化
や渇水長期化の可能性がある。

×

水量：渇水時にダム下流に対して流況
の改善が期待できる

水質：既設ダム活用のため、現況とほ
ぼ同じ。

○

水量：渇水時に、河道外貯留施設及び
ダム下流に対して流況の改善が期待で
きる。

水質：既設ダム活用のため、現況とほ
ぼ同じ。河道外貯留施設は富栄養化の
可能性がある。

△

②地下水、地盤沈下や地下水の
塩水化にどのような影響がある
か

・ダムサイトのグラウトにより止水す
るため周辺の地下水位が変化する可能
性があるが、周辺に家屋等がない － －

③生物の多様性の確保及び流域
の自然環境全体にどのような影
響があるか

・ダム建設により、アユなどの魚類等
の生物に大して、影響を与える

－

・河道外貯留施設により沿川の耕地が
消失し、生物に影響を与える。

④土砂流動がどう変化し、下流
河川・海岸にどのように影響す
るか

・ダム建設によりダム直下の土砂流動
に対する影響は大きい。 － －

⑤景観、人と自然との豊かな触
れ合いにどのような影響がある
か

・現状の景観が失われる。

・ダムにより水面が創出されるため、
新たな自然とのふれあいの場が創出さ
れる可能性がある。

－ －

⑥CO2排出負荷はどう変わるか ・ゲートや管理施設等電力が必要とな
り、CO2排出負荷が増大する。

－

・河道外貯留施設にポンプを設置する
ことで電力が必要となり、CO2排出負
荷が増大する

⑦その他 特になし 特になし 特になし

コメントの凡例 
青字：プラスの要因 
－ ：現状維持、その他 
赤字：マイナスの要因 
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4.13 利水（不特定）対策案の総合評価 

立案した各利水（不特定）対策案について評価軸による評価を行った。 

「平瀬ダム案」はコストが最も優位となる。また、水環境や自然環境等への影響が他案に比べ

大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への影響について評価した結果、「平瀬ダ

ム案」が優位と評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.13.1 利水（不特定）対策案の総合評価 

利水対策案と実施
内容の概要

評価軸

1）平瀬ダム ２）菅野ダムかさ上げ
３）生見川ダムかさ上げ＋

河道外貯留施設

平瀬ダムの建設
平瀬ダム上流の菅野ダムを有効活用（堤体か
さ上げ）

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用（堤体
かさ上げ）し、平瀬ダム直下は河道外貯留施
設で対応

1.目標

・1/10渇水に対して目標の流量を確
保可能

・完成後に効果発現
○

・1/10渇水に対して目標の流量を確
保可能

・完成後に効果発現

（完成に長期間を要する）
△

・1/10渇水に対して目標の流量を確
保可能

・完成後に効果発現

（完成に長期間を要する）

・河道貯留施設に富栄養化の可能性

×

2.コスト 78億円 ○ 114億円 △ 225億円 ×

3.実現性

・用地買収、家屋移転完了
・発電含め河川整備計画で整備の方向
性の承認あり。
・約10年後に完成。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

○

・調整に時間を要する。
・共同事業者（発電・水道）に影響を
与える。
・完成まで長期間を要する。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

×

・調整に時間を要する。
・共同事業者（発電・水道）に影響を
与える。
・完成まで長期間を要する。
・法的な問題なし。
・技術上の問題なし。

×

4.持続性 ・利水効果は持続可能。 ○ ・利水効果は持続可能。 ○ ・利水効果は持続可能。 ○

5.地域社会への影響

・用地買収や住家移転は完了
・地域振興の可能性あり。
・地域間の衡平は配慮済み

○

・菅野発電所の移転。
・地域振興の可能性なし。
・地域間に不衡平が生じる

×

・用地買収が発生。
・地域振興の可能性なし。
・地域間に不衡平が生じる

×

6.環境への影響

・水量確保
・水質への影響
・河川生物へ影響を与える
・土砂流動に影響あり
・現景観が失われる。
・触れ合いの場を創出できる可能性有
り。
・CO2排出負荷が増大

×

・水量確保

○

・水量確保
・水質への影響
・河川生物へ影響を与える
・CO2排出負荷が増大

△
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4.14 総合的な評価 

1. 目的別対策案の評価 

(1) 治水対策案の評価 

 「平瀬ダム＋河川改修案」はコストが最も優位となる。また、環境への影響については水

環境や自然環境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、安全度、持続性、実現性、柔軟性、

地域社会への影響について評価した結果、「平瀬ダム＋河川改修案」が優位と評価した。 

(2) 利水（上水道）対策案の評価 

 「平瀬ダム案」はコストが最も優位となる。また、環境への影響については水環境や自然

環境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への影響に

ついて評価した結果、「平瀬ダム案」が優位と評価した。 

(3) 利水（不特定）対策案の評価 

 「平瀬ダム案」はコストが最も優位となる。また、環境への影響については水環境や自然

環境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への影響に

ついて評価した結果、「平瀬ダム案」が優位と評価した。 

 

2. 目的別対策案の評価 

治水、利水双方の観点から、上記を総合的に評価すると、錦川では、「平瀬ダム＋河川改修

の組み合わせ」による整備が優位であると評価する。 

 

目
的
別
の
検
討 

治
水
対
策
案 

対策

案の 

内容 

１）平瀬ダム＋河川改修 
２）河道の掘削+バイパス

トンネル 

３）引堤 
(引堤を伴う拡幅)+ 
バイパストンネル 

４）堤防の嵩上げ+ 
バイパストンネル 

平瀬ダム＋河川改

修案が優位 

平瀬ダムの建設 

錦川本川の河床を掘削 

+御庄から横山に 

バイパストンネル 

錦川本川の河道を拡幅 

+御庄から横山に 

バイパストンネル 

錦川本川の堤防を嵩上げ 

+御庄から横山に 

バイパストンネル 

目的

別の 

総合

評価 

「平瀬ダム＋河川改修案」はコストが最も優位となる。また、環境への影響については水環境や自然環

境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、安全度、持続性、実現性、柔軟性、地域社会への影響に

ついて評価した結果、「平瀬ダム＋河川改修案」が優位と評価した。 

利
水(

上
水
道)

対
策
案 

対策

案の 

内容 

１）平瀬ダム ２）菅野ダム掘削 ３）地下水開発 ４）上水受水 

平瀬ダム案が優位 
平瀬ダムの建設 

平瀬ダム上流の菅野ダム 

を有効活用（貯水池掘削） 

広瀬地区に新規に 

井戸を掘る 

岩国市の上水道事業 

から受水する 

目的

別の 

総合

評価 

「平瀬ダム案」はコストが最も優位となる。また、環境への影響については水環境や自然環境等への影

響が他案に比べ大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への影響について評価した結果、

「平瀬ダム案」が優位と評価した。 

利
水(

丌
特
定)

対
策
案 

対策

案の 

内容 

1）平瀬ダム ２）菅野ダム嵩上げ 
３）生見川ダム嵩上げ＋ 

河道外貯留施設 

平瀬ダム案が優位 
平瀬ダムの建設 

平瀬ダム上流の菅野ダム

を有効活用（堤体嵩上げ） 

平瀬ダム下流の生見川ダムを有効活用（堤体嵩上

げ）し、平瀬ダム直下は河道外貯留施設で対応 

目的

別の 

総合

評価 

「平瀬ダム案」はコストが最も優位となる。また、環境への影響については水環境や自然環境等への影

響が他案に比べ大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への影響について評価した結果、

「平瀬ダム案」が優位と評価した。 

表 4.14.1 総合評価 
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5. 関係者の意見等 

 

5.1 検討委員会及びパブリックコメントの位置づけ 

山口県では「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要綱細目」の検討手順に準じ、学

識経験を有する者、地域住民代表者、河川利用者の代表者、関係地方公共団体の長により構成し

た「錦川川づくり検討委員会」において、ダム事業の検証の検討案について意見を聴いた。なお、

本委員会は、現行の錦川河川整備計画策定時に意見を聴いた委員会を再設置したものであり、委

員会では、関係者を一堂に会して議論が行われた。 

また、審議の中では、パブリックコメントにより県民から募集した検討案に対する意見と県の

考え方を踏まえた議論も行われた。 

なお、治水計画の点検については、「局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会」で検

証を行った。 

 

5.2 局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会 

5.2.1 開催日程と構成委員 

 本県においては、平成 21 年 7月の「中国・九州北部豪雨」により、県中部及び西部で甚大な浸

水被害が発生し、翌年の平成 22 年 7 月 15 日にも県西部を中心とした局地的な集中豪雨により甚

大な浸水被害が発生したことから、このような局地的な集中豪雨に対して、どのような治水対策

を進めるべきかを検討するために、河川、防災、気象、ダム等、各分野の有識者で組織する「局

地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会」を設置し、現行の治水計画の点検を行った。 

 錦川の治水計画の点検は、現場視察を含め、第 1 回、第 3 回、第 5 回、第 7 回の委員会におい

て検証を行った。委員会の開催日程及び内容は表 5.2.1 のとおりである。 

 

 

 

 

回 開催日 内容 

第 1回 平成 22 年 8 月 27 日 

・局地的集中豪雨の特徴と浸水被害状況 

・「河川整備計画」、「ダム管理」についての具体的検討

項目及び検証内容の整理内容の整理 

現地視察 平成 22 年 10 月 13･14 日 ・錦川等 6河川 

第 3回 平成 22 年 11 月 22 日 ・錦川のダム事業（治水計画）の点検 

第 5回 平成 23 年 2 月 7日 
・6 河川（厚狭川、木屋川、錦川、深川川、厚東川、椹野

川）の再整理 

第 7回 平成 23 年 8 月 2日 
・10 河川（厚狭川、木屋川、錦川、深川川、厚東川、椹野

川、粟野川、掛淵川、島田川、阿武川）の取りまとめ 

表 5.2.1 局地的集中豪雨に対応した治水対策検討委員会の開催日程と議事内容 
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また、検討委員会の構成委員会は表 5.2.2 のとおりである。 

 

表 5.2.2 局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会名簿 

部   門 役     職 氏   名 

河  川 山口大学名誉教授 
齋 藤

さいとう

 隆

たかし

 

土木・環境 山口大学監事 
坂 本

さかもと

 紘二

こうじ

 

防   災 山口大学大学院理工学研究科教授 
三浦

みうら

 房

ふさ

紀

のり

 

水文・気象災害 京都大学防災研究所 気象・水象災害研究部門教授 
中 北

なかきた

 英 一

えいいち

 

気  象 下関地方気象台長 
佐藤

さとう

 清

きよ

富

とみ

 

ダ  ム 山口大学大学院理工学研究科教授 
川 崎

かわさき

  秀 明

ひであき

 

 

 

 

第 1 回委員会（平成 22年 8月 27 日） 

 

第 3 回委員会（平成 22年 11 月 22 日） 

 

第 5 回委員会（平成 23年 2月 7 日） 

 

第 7 回委員会（平成 23年 8月 2 日） 
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5.2.2 委員会の概要 

以下に委員会の概要を示す。 

なお、委員会は報道機関や一般の傍聴も可能とした。 

 

 

局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会設置要綱 

（目的） 

第１条 近年､局地的な集中豪雨の頻発により、県内各地の河川のはん濫による甚大な被害が発生していることか

ら、治水対策における河川整備、ダム管理及び河川管理上の、今後の対応方策の検討に当たり、学識経

験者の専門的・技術的な助言を得るため、「局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会」（以下、

「委員会」という。）を置く。 

（職務） 

第２条 委員会は、知事からの求めに応じ、局地的な集中豪雨に対応した治水対策に関わる専門的・技術的事項

について、必要な助言等を行う。 

（委員の委嘱） 

第３条 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が委嘱する。 

   一 河川・ダムに関して学識経験を有する者 

   二 気象・防災に関して学識経験を有する者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、平成２４年３月３１日までとする。 

（会長） 

第５条 委員会には会長をおき、委員の互選によってこれを定める。 

   ２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

   ３ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、委員会に出席してその意見を述べ又は説

明を行うことを求めることができる。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、知事が招集する。 

   ２ 会議の議長は、会長をもって充てる。 

   ３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

（事務局） 

第７条 委員会の事務局は、山口県土木建築部河川課におく。 

   ２ 事務局は、委員会の運営に関する事務その他の事務を処理する。 

（雑則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附則  この要綱は、平成２２年８月２７日から施行する。 
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5.2.3 委員会の意見概要 

 各委員会におけるダム検証（治水計画）の点検に係る主な意見を示す。 

 

 

委員会での意見 県の回答 

基本高水を決める「山口県河川委員会」との関係はど

うなるのか。 

本委員会の検討結果を踏まえて基本高水を

見直す必要がある場合は「山口県河川委員

会」の意見を聴くこととしている。 

 

 

委員会での意見 県の回答 

河川整備計画はギジア台風で考えられているのか。 そのとおりである。 

錦川における平成21年の最大雨域移動評価の結果集中

豪雨でも 4823m³/s の流出の可能性があるということを

踏まえると、錦川は整備を進めていかないといけない

と言えるのではないか。 

今後川づくり委員会等において、集中豪雨に

対応した治水対策として平瀬ダムの整備の

必要性を示すものとして活用していく。 

現行の河川整備基本方針の基本高水等は変更する必要

がないこと及び現行の河川整備計画でも整備の促進が

必要であることでよい。また、ダムによる治水対策案

が他の治水対策と比較して適正であるかどうかの検証

は今後錦川川づくり検討委員会で検討していくことで

よい。 

－ 

 

 

 

委員会での意見 県の回答 

本委員会の検討で現行の治水計画が妥当であるという

ことは、現行計画にも集中豪雨の要素が入っていたの

ではないか。 

－ 

平成 21 年、平成 22 年の豪雨が近年の地球温暖化の影

響を受けて発生したとすれば、その徴候を見込んだ形

で現行計画は妥当であると言えるのではないか。 

－ 

近年の降雨データの追加に加えて、最大雨域移動評価

によるダブルチェックをしていることが重要であり、

その結果現行計画が妥当としていることは十分説得力

がある。 

－ 

今回のとりまとめは妥当としてよい。 － 

 

 

委員会での意見 県の回答 

水害の発生は整備が追いついていないためであり、着

実に基本方針に基づいた整備を進めていたことが重要

である。防災の基本はハードをきちんと整備した上で

予想を上回るものに対しソフトで対応するものであ

る。整備が必要とされる区間は浸水被害がある程度あ

り、早急な整備を進めることを提言する。 

提案書の中での記述を検討する。 

 

第 1回委員会（平成 22 年 8 月 27 日） 

第 3回委員会（平成 22 年 11 月 22 日） 

第 5回委員会（平成 23 年 2 月 7 日） 

第 7回委員会（平成 23 年 8 月 2 日） 
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5.2.4 委員会からの意見報告 

 平成 23 年 8 月 23 日局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会から山口県知事へ提言書

が手交された。 

 

 

 

局地的な集中豪雨に対応した治水対策 

 

提言書 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 23 年 8 月 23 日 

 

局地的な集中豪雨に対応した治水対策検討委員会 
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４．局地的な集中豪雨に対応した治水対策のあり方 

 

平成 21 年、22 年梅雨前線豪雨等の特徴を踏まえた課題を整理した上で、10 河川を対象に

河川整備や河川管理、ダムの管理のあり方について、検討した結果を以下に示す。 

この中には、河川整備計画で定める目標流量や整備対象区間等を見直した上で、河川の整

備を進める等、取り組みに相当の期間を要するものがある。しかしながら、計画等は妥当で

ありながら、ハードの整備が追いついていないために被害を生じているところが大半である

ことを鑑み、県においては、局地的な集中豪雨から住民の生命・財産を守るため、これらの

ハード整備を着実に推進することを強く望む。 

一方、水位局や雨量局の増設、ハザードマップの作成支援 、既存ダムの放流方法を変更し

より効果的な洪水調節を行う等、取り組みに比較的期間を要しないものもあり、未整備箇所

における被害の軽減を図るため、これらのソフト対策に早急に着手することを望む。 

 

4.1 河川整備のあり方 

4.1.1 河川整備基本方針 

局地的な集中豪雨を含む近年の雨量データを追加して、従来の手法により算定した流量あ

るいは新たな『最大雨域移動評価』手法により算定した流量が、現行計画の基本高水流量を

上回らなかったことから、対象 10河川の計画規模、基本高水流量は妥当である。 

 

木屋川、錦川、深川川については、ダム建設等を前提とした場合、現行計画の計画高水流

量、洪水処理計画、流量配分は妥当である。 

 

4.1.2 河川整備計画 

錦川、深川川、厚東川、椹野川、粟野川、島田川については、大雨による実績流量が現行

計画の目標流量を下回り、整備対象区間以外で被害の発生がなかったことから、計画規模、

目標流量、整備対象区間は妥当である。なお、錦川については、平成 17 年災害の再度災害防

止を図るため、平瀬ダムや河川の整備を早急に進める必要がある。 

 

 

※錦川の治水計画の点検結果に係る部分を抜粋したものである。 
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5.3 錦川川づくり検討委員会 

5.3.1 開催日程及び構成委員 

山口県では「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要綱細目」の検討手順に準じ、学

識経験を有する者、地域住民代表者、河川利用者の代表者、関係地方公共団体の長により構成し

た「錦川川づくり検討委員会」において、ダム事業の検証の検討案について意見を聴いた。 

なお、本委員会は、現行の錦川河川整備計画策定時に意見を聴いた委員会を再設置したもので

あり、委員会では、関係者が一堂に会して、それぞれの立場で議論が行われた。 

また、審議の中では、パブリックコメントにより県民から募集した検討案に対する意見と県の

考え方を踏まえた議論も行われた。 

 

ダム事業の検証について、第 4 回、第 5回、第 6回の「錦川川づくり検討委員会」において議

論を行った。 

検討委員会の開催日程及び議事内容は表 5.3.1 のとおりである。なお、第１回から第 3回「錦

川川づくり検討委員会」は現行の河川整備計画策定時に開催しており、今回は第 4回からの開催

となる。 

 

表 5.3.1 錦川川づくり検討委員会の開催日程と議事内容 

回 日    程 内    容 

第 4回 平成 23年 7月 29日（金） 

・委嘱状交付 

・「委員会設置趣意」「委員会設置運営要綱」説明 

・平瀬ダム事業の検証に係る検討について 

パブリック

コメント 

平成 23年 8月 3日（水） 

～9月 2日（金） 
・平瀬ダムの検証に係る検討案に対する意見募集 

第 5回 平成 23年 9月 14日（水） 

・第 4回委員会での意見と回答 

・パブリックコメントでの意見と回答 

・平瀬ダム事業の検証に係る検討について 

第 6回 平成 23年 9月 30日（金） 
・パブリックコメントでの意見と回答 

・平瀬ダム事業の検証に係る検討について 
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図 5.3.1 錦川川づくり検討委員会の開催状況 

 

第 4回 錦川川づくり検討委員会（場所：シンフォニア岩国コンサートホール） 

 

 

第 5 回 錦川川づくり検討委員会（場所：シンフォニア岩国大会議室） 

 

 

第 6 回 錦川川づくり検討委員会（場所：岩国国際観光ホテル） 
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また、検討委員会の構成委員を表 5.3.2 に示す。 

表 5.3.2  錦川川づくり検討委員会の構成委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO 区分 部　門 役　　　　職 氏　　名

1 学識委員 土木一般 山口大学名誉教授 齋藤
さい とう

　隆
たかし

2 〃 河　川 徳山高等工業専門学校教授 大成
おおなり

　博文
ひろふみ

3 〃 経　済 山口大学経済学部教授 植村
うえむら

　高久
たかひさ

4 〃 文化財 岩国伝統建築協同組合代表理事 中村
なかむら

　雅一
まさかず

5 〃 文化財 山口県文化財保護審議会委員 阿部
あ べ

　弘和
ひろかず

6 〃 環　境 山口県野生生物保存対策検討会委員 南
みなみ

　　敦
あつし

7 〃 〃 元山口県野生生物保全対策検討会淡水産魚類分科会委員 河口
かわぐち

　郁
ゆ う  じ

史

8 〃 農　業 山口県土地改良事業団体連合会事務局長 末成　農実
すえなり　　　あつみ

9 一般委員 林　業 錦川森林組合代表理事組合長 森重
もりしげ

　和美
か ず み

10 〃 農　業 岩国市愛宕土地改良区理事長 神村
かみむら

　章男
あ き お

11 〃 外水面漁協 岩国市漁業協同組合代表理事組合長 濵
はま

重
しげ

　明男
あ き お

12 〃 内水面漁協 錦川漁業協同組合代表理事組合長 米
よねむら

村　義
よしのぶ

信

13 〃 〃 玖北漁業協同組合代表理事組合長 水野
み ず の

　良
りょう

助
すけ

14 〃 〃 三須漁業協同組合代表理事組合長 畑部
は た べ

　勲
いさお

15 〃 自治会・まちづくり 岩国市自治会連合会会長 水田
みずた

　忠明
ただあき

16 〃 協議会 周南市須金地区自治会連合会顧問 米沢
よねざわ

　痴
ち

達
たつ

17 〃 〃 岩国市美川町南桑中地区自治会連合会会長 片山
かたやま

　原
げん

司
じ

18 〃 婦人会 岩国市連合婦人会会長 白木
し ら き

　吉
よし

子
こ

19 〃 〃 岩国市連合婦人会錦支部長 石川
いしかわ

　容子
よ う こ

20 〃 〃 岩国市連合婦人会美川支部長 上村
うえむら

　康子
や す こ

21 〃 スポーツ 岩国市カヌー協会会員 井上
いのうえ

　哲也
てつや

22 〃 環　境 錦川の自然を守る会会長 塚本
つかもと

　司郎
し ろ う

23 〃 〃 宇佐川をきれいにする会会長代理 三
み

家
か

本
もと

　卓男
た く お

24 〃 〃 錦川流域ネット交流会代表世話人 白井
し ら い

　啓二
け い じ

25 〃 〃 錦川をきれいにする会会長 坂本
さかもと

　義信
よしのぶ

26 行政委員 行　政 岩国市長 福田
ふ く だ

　良彦
よしひこ

27 〃 〃 周南市長 木村
き む ら

　健一郎
けんいちろう

※順不同 計　27名

錦川川づくり検討委員会委員名簿
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5.3.2 委員会の概要 

以下に検討委員会の概要を示す。 
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検討委員会は報道機関や一般の傍聴も可能とした。以下に傍聴要領を示す。 
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5.3.3 委員会の意見概要 

以下に、第 4回～第 6 回錦川川づくり委員会の主な意見と回答を示す。 

 

第 4回 錦川川づくり検討委員会 意見・回答（1／4） 

 

川づくり委員会での意見 県の回答 備 考 

 (1) 平瀬ダムの洪水調節効果について     

・ 台風 14 号の際は、菅野ダム関連の説明では、宇佐

川、羅漢で 500mm の雨が降ってその影響で南桑がはん

濫したとのことだった。平瀬ダムは、このような宇佐

川での大雨の場合に効果がないのではないか。 

・平成 17年 14 号台風の際は、大雨が羅漢山に降って、そ

れで宇佐川からもかなり大きな流量が入ってきてという説

明をしております。しかしながら、本川、菅野ダムよりも

上流にも多くの雨量があり、菅野ダムが当時渇水状態で、

かなり空き容量が大きかったことから、菅野ダムが調節効

果を発揮し、被害を軽減したと考えている。宇佐川からも

多く流出している洪水だが、本川側からも菅野ダムと平瀬

ダムの両方で調節して水位低減をするというのが、河川整

備計画での考え方である。 

 

・菅野ダムは治水効果が小さいが、完成後は南桑地区

の浸水被害はほとんど無くなった。しかし、平成 17 年

の洪水では私の自宅で 2m30cm まで浸水し、2階まで水

が達した家屋もあった。菅野ダムは利水が主目的であ

るが、当時は渇水で空になったいたため、治水に役に

立った。しかし、菅野ダムと生見川ダムだけでは水を

コントロールできる流域面積が 33%であり平瀬ダムに

より 45%へ上がる。平瀬ダムの建設を急いで頂きたい。 

－  

(2) 水道計画について     

・ 旧錦町で水に困っていらっしゃると言うが、具体的

な説明をお願いしたい。 

・錦町で取水が可能な 618ｍ3/日が上水道用水の現在の権

利であるのに対して、実際に使用している「日最大給水量」

は 1,000ｍ3/日近く、この差分が不足しており、平瀬ダム

を建設することで取水が可能となる。（現在は、ダムが建

設されることを前提に、水が多いときだけ取水を可能とす

る暫定放水水利権という権利を取られ、すでにこの取水が

可能となっている） 

 

(3) 発電計画について 
    

・資料－4の 24 ページ、「ダムの目的」の発電量に関

して「1,100kW」とあるが、錦川水系河川整備計画には

「1,200kW」とあるが、どちらが正しいのか。 

・「1,100kW」が正しい。 

 

・水力発電所の設計を見直したりするのは難しいこと

だが、できればこういう時代なので、将来は 3倍を目

指すとか記述しては如何。 

・調節容量等、容量の中に発電容量の記載が無いが、これ

は「従属発電」と申しまして、維持流量の最低の量という

のが決まっており、常時、流している水を用いて発電機を

回している。最大 1,100kw 以上の発電量は見込めないと思

われる。 

 

(4) 環境について（環境・文化財） 
    

・文化というのは、その地形であり、風土であり、そ

ういう環境によって成り立つ。それを変えるというこ

とによる影響、また、ダム上流の水没する地域の文化、

風習に関する調査・検討はされているのか。治水・利

水においては、ダムはたぶん必要だろうと思うが、そ

の辺を少し補足してほしい。 

・失われた文化であれ、環境であれ、自然であれ、決

してもう元には戻らないので、その辺のことも強く書

いていてほしい。 

・平瀬ダムは、環境調査を平成元年から平成 2年ぐらいに

かけて、貯水池周辺の調査を実施。文化財等も調査してお

り、それを報告書に現在取りまとめている。 

・サンショウウオが上流で発見され、調査を実施。 

・次回には、ある程度の抜粋版は紹介できる。 
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第 4回 錦川川づくり検討委員会 意見・回答（2/4） 

 

川づくり委員会での意見 県の回答 備 考 

(5) 環境について(ダム全般・水質)     

・清流錦川への誇りを持って住んでいる。ダム案の環

境への評価は「×」であるが、少しでも改善が図るこ

とができればと考えている。 

・水質については、現状に対してマイナスの要因が存在す

ると評価している。一方、平瀬ダムも菅野ダムと同様、選

択取水設備を設けて、ダム湖の中で下流への影響をできる

だけ小さくできる温度、水質の水を放流することとしてい

る。厚東川ダムなどでは曝気装置による湖水循環、エアレ

ーションを行っており、平瀬ダムでも必要になった場合は、

下流に負担とならない設備を考えていく。 

 

・ダム案の環境影響を小さくし、評価において「×」

が「△」となる努力をお願いしたい。 

・ダム湖で止まった水が酸素不足により腐るため、エ

アレーションにより水質を保全している。 

・生見川ダムにおいて、アオコが近年多く発生してい

る。また、近傍の大部分のダムでアオコが発生してお

り、富栄養価によりアオコが発生する条件が整ってい

るとみられる。平瀬ダムも同様と思われることから、

当初から計画に入れて頂きたい。 

(6) 環境について（ヘドロの放流）     

・ 雷雨があった際、川が茶色の水になり、翌日川沿い

を歩いたらヘドロ臭く、ダムからの放流の関係ではな

いかと思う。平瀬ダムができたら、影響が考えられる

のではないか。 

・菅野ダムの洪水調節は、一番上のゲート操作によって放

流を行っており、菅野ダムの底にたまっているヘドロ、「堆

砂」を流すことはない。平常時においては、放流する水の

SS、濁度の少ないところから下流への補給を行っている。

県の管理するダムでは、容量の中にあるヘドロを意図的、

あるいは意図的でないにしても流すことはしない。 

 

(7) 環境について(低水・正常流量)     

・平常時の河川水が少ないが、平瀬ダムができたらさ

らに水が減るのでは。 

・平瀬ダムは不特定容量を持ち、仮に錦川本川の川の水が

少なくなってきたときに平瀬ダムから水を補給するため、

いま以上に少なくなることはないと考えている。 

 

・平瀬ダムをつくると宇佐川合流点までは水が流れな

いと思う。 

・維持流量等の関係については、どのような水の流れに

なっているかということを次回の時にきちんと示して回答

します。 

・ダムは、渇水時にも魚が棲んだり植物が生存でき、

また景観も崩さないとように正常流量を確保している

のではないか。 

－ 

・(河道断面に関しては)正常流量を何点かでチェック

しているのではないか。 

・補助基準点を幾つか設けている。 

・既に淵・瀬が無くなったりしている。激甚関係の工

事による浚渫に批判を浴びている。アユの放流をして

も瀬や淵がないと育たないので、ダム上流も含めて

淵・瀬があるような河川にしていただきたい。 

・こちらで検討していく。 

・激特事業の河道断面の設計においては、専門家の意見を伺

いながら、堆積した州の掘削を中心に極力瀬・淵を触らず、ま

た、瀬・淵や河床粒径に影響を与える流速を大きく変えないよ

うに配慮している。しかし、掘削の規模も大きく、河川の自然な

働きによる瀬・淵の形成も考えられることから、定点観測を継

続的に行い河床の変化・河岸の植生の回復状況を確認してい

る。今後はその結果を改修計画に反映し、漁業関係者等とも

協議しながらより良い河川整備を進めていく。 

 

・菅野ダム下流の水越ダム、須万地区中原の堰堤(中電)

から取水され、その下流では水量が少なく、滞ってい

て、魚が成長しない。また、大雨の後、ダムからは、

濁った水温 15 度の冷たい水が放流される。魚などが順

調に育つような環境をつくって欲しい。 

・須万地区から平瀬ダムの間に、放流が少なく藪化し

ているため河原がないため、渇水期にもある程度の水

量を放流して欲しい。 

・中原取水堰（中電）から下流への放流量について、当時は

河川の流量の大小に関係なく取水が可能であり、堰から下流

の河川の流量がゼロになることもあったが、下流河川の動植

物に配慮し、平成 14 年の水利権更新時に、流量が 0.806m3/s

を超えた場合に取水できるとする条件を付し、最低でも河川に

0.806m3/s が流れるようにした。 

・菅野ダムからは放流水は選択取水により流入水に近い水温

と濁りの少ない水質の放流に努めている。 

 

・菅野ダム建設時点とは河川法が違っていて、平成 9

年以降は環境を考えることになっており、正常流量と

して考慮されしているのではないか。 
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第 4回 錦川川づくり検討委員会 意見・回答（3/4） 

 

川づくり委員会での意見 県の回答 備 考 

・宇佐川合流前の広瀬地点の流量が少ないように見え

るが、この状態で平瀬ダムをつくっても水が貯まるの

か。 

・ダム完成後の試験湛水で説明すると、維持流量を流した

上で、洪水等の大きめの流量の時に貯める。（低水時には）

今より流量が減ることは無い。 

 

・支川からも流入があり、下流の正常流量を確保しな

がら湛水できるのではないか。 

・水が貯まればダムが機能するが、ダムができて、水

がたまるまでは生物にとって大きいと思うが、その間

も今以上に水が減ることは無いのか。 

(8) 検証のスケジュールについて 
    

・本日の委員会で質疑等意見が出され、8月 3日から 1

か月間のパブリックコメントを行い、9月に第 5回川づ

くり検討委員会を開催し、その後国の方へ提出すると

いうことか。 

・本日の川づくり委員会資料は県案を示したものであり、

これに対して広く意見を頂きたい。また、同じ資料による

パブリックコメントの意見を加えて修正案を作成し、次回

の川づくり委員会で審議頂き、最終的な意見報告をまとめ

て頂きたい。その後、「山口県公共事業評価委員会」に最

終案を提出し、継続あるいは中止の意見を頂き、最終的に

県案を対応方針としてまとめて国へ報告する。 

 

(9) 門前川河口部の堆砂について 
    

・基地の沖合移設で流れが変わり、門前川の河口部に

堆積している。網が砂に埋まっている。 

・現地調査も含め、検討していきたい。 

・岩国市や港湾管理者が対応方法を検討していると聞いてい

る。 

 

(10) 水源林の保全について 
    

・資料－4の 116 ページの写真で、戦後に植えられたと

か、大規模な山林火災後の復興のような写真を使われ

るよりも、鬱蒼として昼間でも真っ暗、懐中電灯が要

るような山を掲載して、評価の中で×とするのが妥当

ではないか。 

・山口県では森林税を徴収し、竹繁茂や荒廃林を健全

な山にすることは、ダムにも影響してくると思う。荒

廃が進み、治水が低下しているというのが現状である。

ダムは必要だという認識ではあるが、そのような健全

な森林づくりについて、ダム上流域には補助金の嵩上

げがあるが、ダム下流域への補助金政策の拡充考えて

いただきたい。 

・光りの差し込まない、下草のないような、暗闇に包まれ

た森林が地域に悪影響を及ぼすという意味で、そういう写

真に差し替える。 

・森林税等はいま森林部の所管だが、河川管理者としても、

森林の機能を効果的にしておくことは非常に重要なことと

考えており、私どももできる限り横の連携をとっていくよ

うにこれからも努力してまいりたい。 

・県森林整備課へ問い合わせによると、やまぐち森林づくり県

民税は、ダム上流域や河川源流域等が対象とされているが、

通常の造林業については補助金の嵩上げ措置は上下流とも

実施済みである。ダム下流域の嵩上げ率や適用範囲の拡大

など補助制度の拡充のお願いと理解し、関係機関へ要望の趣

旨を伝えた。 

 

(11) 宇佐川・本郷川の治水対策 
    

・宇佐川や本郷川からの流入が洪水の一番の原因であ

れば、平瀬ダムだけでなく、両河川についても、何ら

かの治水対策を考えなくてはいけないのではないか。 

・100 年に 1回程度の洪水を対象とした基本方針の中では、

将来的ダムとして、本郷川ダム、宇佐川ダムというものを

考えてはいる。しかしながら、いま時点では、大きな構造

物をその 2つの地域につくるということは検討をしていな

い。平瀬ダムにおいて、本川の水位をできるだけ下げて、

そしてその低い水位に対して宇佐川、本郷川の水を載せて、

できるだけ安全に流していくのが河川整備計画での考え方

である。 
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第 4回 錦川川づくり検討委員会 意見・回答（4/4） 

 

川づくり委員会での意見 県の回答 備 考 

(12) 中の谷残土処理場について 
    

・須万地地区の上の方のダンプが土を運搬している５

万ｍ2の土地の活用方法はどう考えているのか。また、

100 年に 1回あるかないかのダム決壊時における、広瀬

地区の避難場所として提供できないか。 

・残土運搬車が多いときは 11 台が並走し、救急車が走

るとなれば事故が起きるのではないかと想像される

が、交通安全対策はどうか考えているのか。 

・資料－4の 23 ページの左上の「1」という数字が入り赤

色と緑色で塗っている部分に、付替道路、ダム等から発生

した残土を搬入している。また、下流の河川浚渫、護岸改

修等を行った川砂利をダムのコンクリートに使うため 60

万 m3 ストックしている。この残土処理場の土地は、岩国市

から借地しており、岩国市の方で活用される。 

・下流からの土砂の受け入れは 3月で終わった。今は、貯

水池、付替道路等からの土砂の搬入となり、広瀬の町を通

ることはない。 

・ダムは100 年に1 回程度発生する洪水を超える洪水が発生し

ても、ダムに入ってくる量と同じ量を下流に放流し、貯水位が異

常に上昇することを防いでいる。このため、想定を超える洪水

時においても、ダムのない自然な河川と同じとなり、下流に悪

影響を及ぼすことはない。また、水位の異常な上昇がないこと

から、ダムの安全は保たれる。 

なお、避難場所の提供としての要望があったことを岩国市に伝

えた。 

 

(13) ダム管理について(洪水時の運用)     

・台風 14 号の時の菅野ダム・生見川ダムの放流に関し

て、同じ県の中でも管理が違うので連携してダムの機

能を発揮しなかったのだろうと思う。 

・今回、平瀬ダムが錦川の菅野ダムの下流にできるた

め、それぞれのダムの機能を連絡しあうなど、ダム管

理の関連性、操作の関連性を今後考えておられるのか。 

・平瀬ダムの本体工の発注後には、管理の方法について検

討をすぐに始める必要があり、県の方では、菅野ダムと平

瀬ダム、それに生見川ダムを含めまして統合管理のプログ

ラムを今後検討する準備を進めている。すべてのダムが関

連するかについても含めて、これからチェックしていく。 

・防災情報システムがかなり高度化してきているので、河

川課においては、すべてのダムや水位を注目しながら、指

示等している。 

 

・水位局とか雨量観測所は、一括して県のほうに入

るようになっており、それを見ながら、各ダムに通知

している。 

(14) 生見川の合流形状について     

・台風 14 号の時に、生見川ダムの放流が錦川本流に直

角以上にぶつかり、南桑の椋野駅付近の避難者によれ

ば水位が上がっていたと言う。本流の力が強いから支

流のほうを押し返すだろうと思う。 

・生見川合流点の件は、これまでも指摘を受けている。左

岸側が即、山になっているため合流点改良が可能かどうか

も含めて、研究をしてまいりたい。 

・南桑地区の河道整備の設計（護岸高）については、計算上

（不等流計算）の水位と平成 17 年台風 14 号の実績水位が合

致することを検証した上で決定しており、生見川が合流するこ

とによる本川水位の上昇を見込んだ護岸高さを確保している。 

 

・生見川は本流に対して直角に近い状態で合流して

いる。いまの直角でなく、もう少し下流に向かって合

流させる工夫をすればよいのではないか。平瀬ダムが

できても全く効果がないのではないか。 

・導流堤では洪水に対してじゃまになるため、すり寄

せる地形が一番効いてくる。すり寄せは技術的にはで

きるかもしれないが、工費が相当かかるし、導流堤を

川の中心ぐらいまで出さないといけくなり、それによ

りまたせき上げが発生するものと考えられる。 

(15) 総合評価について     

・平瀬ダムと河川改修は、環境問題の面では「×」だ

が、それが一番良いとあるが、地域があれだけ苦労し

ており、その方向は妥当と思う。 

－  

 

 



 5-19 

第 5回 錦川川づくり検討委員会 意見・回答（1／1） 

 

委員会での意見 県の回答 備　考

(1) 平瀬ダム案について

・平瀬ダムにより環境の影響は心配でもあるが、生身の人
間が生きているのだから、ダムを認めようではないかとの
考えである。錦川がきれいなのは自然がきれいなわけでは
なく、地元の人間が掃除など手を入れてきれいにしている
からきれいなのである。

・河川改修では一度洪水が出たら堆積し、改修が必要とな
るが、常時やっていくことは困難と思われる。そういうこ
とからもダム＋河川改修案がよいと思う。 －

　(2) 緑のダムについて
・森林の針葉樹林から広葉樹林への改善は、渇水の時は有
効であると考える。そういうものを念頭に置き、それに資
金を回していただけたら一番いいのではないか。

（委員）
・大きな渇水でなければ有効であるが、日本学
術会議の提案書には、渇水時はかえって整備す
ることにより渇水に対して弱くなるとある。

・緑のダムは植物の種類が多くなる。ただし、いかに腐葉
土が多くて落ち葉が多くても、大洪水を防ぐことはできな
い。洪水時には土壌から水はどんどん出て行くので、やは
りダムが必要であると考えている。つまり、河川改修とダ
ムとその周りにたくさんの植物を育てるという、その3つ
が必要なのではないか。

－

　(3) 雨量の経年変化について
・雨量の経年変化が示されているが、昭和25年と平成17年
では計測基準（技術）が異なり比較できないのではない
か。

・当時は観測所の点数が少ないが、経年変化で
増えており、平成11年以降は土木防災情報シス
テムの雨量を加えたものとし、流域をおしなべ
て見た形であり、国の基準に基づいたものであ
ることから、妥当なものと考えている。

　(4) 南桑地区の治水対策について
・南桑地区では堤防を嵩上げしているが、平成17年の台風
14号程度の降雨では浸水が発生するということか

・整備計画において、南桑地区では平瀬ダムと
堤防嵩上げによる対策としており、平瀬ダムが
なければ浸水するものである。そのために、ダ
ム以外の案では、大規模な河床掘削などが必要
となるものである。

・平成17年台風14号の南桑の流量の中で、本郷川の流量が
示されていないが、本郷川を加えるべきでないか。

・宇佐川下流残留域流量の中に、本郷川分が含
まれている。

　(5) その他
・本委員会では、ダムの建設に反対意見があるが、結局ダ
ムを建設するとするのか、建設にそぐわねければ見直しが
考えられるのか。

・本委員会の目的は、国からダムに頼らない案
についての検討要請があり、検証基準に基づき
検討した結果、県としては現計画（平瀬ダム＋
河川改修案）が最適であるとしているが、ダム
の是非ではなく、治水対策案としてどういう案
が適切かを検討していただく場である。

 

 

 

 



 5-20 

第 6回 錦川川づくり検討委員会 意見・回答（1／2） 

 

委員会での意見 県の回答 備　考

　(1) 環境面の評価について
・資料によると最終的には環境問題が一番重要な課題と
して挙げられている。パブリックコメントにおいてもほ
とんどが自然破壊を懸念するコメントであり、ダム建設
は環境問題を避けては通れない。

・環境に大きな影響はあるかもしれないが、下流の沿川の
岩国市民の生命・財産を守るためには、平瀬ダムの建設と
河川改修による組み合わせが一番いいのだということで、
今の河川整備計画がつくられている。
今回、ダム検証は、この河川整備計画をベースにして、治
水対策として別の指標があるかを議論をしていただくとい
うことが今回の目的です。
いまの整備計画の治水安全度、機能はどうするかという話
になりますと、ちょっと本来の趣旨から変わってくるとい
うふうに考えている。

(2) 対策案の評価について
・国の検討マニュアルはダム建設に向けての手法としか
見えない部分が多すぎるのではないか。 －

・山口県独自の河川整備計画を進めるよりも、他のダム
検証の事例も参考とし、検討課題として位置づけても良
いのではないか。
・今回の委員会で検討課題が多く出たと思う。そのこと
に関する返答を県は用意しているが、すべてを否定する
のではなく可能性を多角的な面から検討するためにも、
それぞれの問題点ごとにワーキンググループを作り十分
な検討をするべきである。その後に対応方針を決定して
も遅くはない。

・台風14号について被害があってもいいいう話になる
と、議論が変わってくる。今の考え方は、台風14号クラ
スの洪水があっても、下流の沿川の生命・財産を守ると
いうことが大前提と考えている。その中で、平瀬ダムと
河道改修が最適というのがベースであり、これに対する
代替案を事務局から3案ほど提出して、これらについて
比較手法等について御意見を頂くという趣旨で、この川
づくり検討委員会を開催している。
・いまの整備計画の治水安全度はどうするかという話に
なると、本来の趣旨から異なるものとなる。

・パブリックコメントの意見をもっと重視してはどう
か。代替案は考えていないが、やはり環境が一番根本的
な問題ではないか。

・環境が大事だということは、我々も重々認識してい
る。しかし、今回のダム検証の大前提は、今の整備計画
で考えている台風14号の再度災害を防止できることで、
これの代替案は何かということを検討するということで
ある。方策はないのにこれは駄目だというような議論で
なく、代替案についての意見を言っていただきたい。

(3) 超過洪水について

・東日本大震災のように、想像もしない大災害が起こり
える中で、平瀬ダムをつくり河川改修をしたから安全だ
とは言えないということを考えておかなければいけな
い。

－

(4) 地域社会との関連について

・限界集落という言葉があるが、旧錦町、美川町等では
平瀬ダムができて立派な堤防ができたけれども守るべき
人も財産もいなかった、という状況になりかねないとい
う事に、少し留意をいただきたい。

－

・錦川は人の手が入っているからきれいなのであって、
地域の人の手が入らなくなれば金を掛け維持するしかな
くなってしまう。そういう状況まで含めて、いろいろな
物事に対する投資の優先順位を決められるような形の中
で、もう一遍、川づくりというものを考えられればよい
のではないか。

－
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第 6回 錦川川づくり検討委員会 意見・回答（2／2） 

 

委員会での意見 県の回答 備　考

(5) 環境について

・ダムの水質問題に関する技術的検討の説明は不十分で
ある。最新の技術を投入し、ダムの水を素晴らしい水に
変えて流すのだというくらいのつもりでやるべきだ。

・ダムをつくり、常時一定の水が放流されることによっ
て河川の水質が良くなった事例もあるので、ダム建設に
より水質が悪化するとは言えない。今後、改修される時
には、水質が悪くならないように、自然破壊のないよう
な形で改修・ダムを築造していただきたい。

・ダムから流れるヘドロでアサリが収穫できなくなる可
能性を考えていただきたい。

・行政に何もかも頼ることでなしに、やはり錦川の自
然、それから環境を守ることは、我々、岩国市民の責務
である、こういうふうな意識を持ってもらいたい

・災害防止という観点から見れば、平瀬ダムが、コスト
面でも、機能面でも、一定の効力を発するというのは理
解できる。しかし、環境面で県のほうも×の評価をされ
ておられるように、問題があるからこういう議論になる
のだろうが、評価が×になっているのですが、パブリッ
クコメントに対する県の意見を読むと、なぜ×の評価が
付くのか、あまり影響がないのではないかなと感じた。
その中で、選択取水施設を設置すれば、×の評価が△く
らいの評価には変わるものなのか。

(6) 治水について(対策案)
・下流の住民の生命・財産を守る、錦帯橋の保全と言う
観点から、地形的にも今回提出された案しかないと考え
ている。

－

(7) 利水について（農業用水）

・農業者にとっては、渇水時の水の確保は重要な問題で
あるので、下流まで十分に水が行き届くようにしていた
だきたい。

－

(8) 事業全般について（ダム事業）

・激特事業により城壁ができており、ダムが無ければ城
の中に水を貯めるみたいなものです。ですからどうして
もダムを整備しないと、我々の生活というのは守れな
い。早くダム建設を進めていただきたい。

－

・自然環境の保全や、水と緑の調和した河川環境の維持
等に配慮いただくとともに、市民の安心・安全確保のた
め、平成17年の台風14号のような異常降雨による浸水被
害の軽減や、錦町の簡易水道の安定取水を一刻も早く実
現していただくよう、流域住民の声をよく聞いて、平瀬
ダムの建設を進めていただきたい。

－

(8) とりまとめについて
・委員会で出た意見を最大限取り入れるように取りまと
めていただきたい。

・皆様方のご意見は最大限取り入れて事業を進めてまい
りたいと考えている。

・効果はあると確信しているが、ダムがない場合とある場
合とで比較すると、いくらかの影響はあり得るので、影響
はあるという評価をしている。
ダム建設後についても継続的な調査として、動植物関係に
ついてもモニタリングを考えている。水質についても、継
続的な調査はしていく。
水質浄化設備について平瀬ダムに一番適合したようなもの
を検討し、対策を図っていきたいと考えている。
環境対策につきましては、可能な限り軽減できる対策は講
じていく
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5.3.4 委員会からの意見報告 

 審議の結果、錦川川づくり検討委員会は平成 23 年 10 月 13 日付けで「平瀬ダム案が妥当」

とした意見報告を知事へ報告した。 
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5.3.5 関係地方公共団体の長への意見照会 

 関係地方公共団体の長となる岩国市長、周南市長へは、河川法第十六条の二の５に準じ、平瀬

ダム事業の検証に係る検討（案）について意見照会を行った。 

その結果、以下の回答を得た。 

 

（岩国市長） 

「錦川は、過去に大きな洪水被害が発生しており、特に平成１７年の台風１４号では錦川流域

に甚大な洪水被害が発生した。この洪水により特に被害が甚大であった南桑地区と藤河地区につ

いては、激特事業により災害防止工事が進み、概ね完成しているものの、平瀬ダムの洪水調節効

果を見込んでおり、現時点では対策として不十分である。 

また、錦町において水道施設は完了しているものの、ダムが建設されていないことから、暫定

豊水水利権により不安定な利水を行っている。 

このように、当市の治水・利水にとって重要な役割を担っている平瀬ダムについては、早期完

成を要望してきたところである。 

また、国からのダム事業の検証の要請を受け、県において作成された検討（案）でも、「平瀬

ダム＋河川改修案」が最適であるとされている。 

市としては、国の名勝であり、世界遺産登録に向けて取組みを進めている錦帯橋付近の景観保

全に支障のない治水対策案が立案されており、検討結果については妥当であると考える。 

なお、錦川は、豊富な水量と良好な水質に恵まれ、アユ・カジカガエル・オオサンショウウオ・

竹林等、多種多様な動植物の生息・生育環境も保たれ、さらに、市民や来訪者に安らぎのある水

辺空間を提供しているため、併せてダムによる環境への影響についても可能な限り対策を行うよ

う配慮いただきたい。」 

 

（周南市長） 

「特に意見はありません。」 
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5.4 パブリックコメント 

5.4.1 概要 

平瀬ダムの検証に係る検討にあたっては、多くの方から幅広く意見を聴取することを目的とし

て、パブリックコメントを実施した。以下にその内容を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.4.2 パブリックコメントによる意見集約 

以下にパブリックコメントとして提出された意見の概要と意見に対する県の考え方を示す。 

 

 

 

[別紙様式１] 

   

「平瀬ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」に対する 

パブリック・コメント（県民意見の募集）の実施について 

 

 山口県では、国から要請のありました「平瀬ダム」のダム検証につきまして、国の示し

た要領に基づき、ダム事業の点検及び治水・利水代替案等の比較・検討作業を行ってまい

りました。 

この度、検討内容をまとめた「平瀬ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」を公表

しますので、皆さんのご意見をお寄せください。 

 お寄せいただいたご意見は、十分に検討し、これに対する県の考え方とともに、それを

踏まえて決定した内容を公表いたします。 

 なお、個々のご意見に対して直接回答はいたしませんので、あらかじめご了承ください。 

 

１ 公表する資料 

（１）「平瀬ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」（概要） 

（２）「平瀬ダムのダム事業の点検と治水・利水対策案」（全文） 

 

２ 資料の閲覧方法 

（１）県庁ホームページ 

 http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/cms/a11000/pub-comment/ 

（２）文書閲覧 

 県庁情報公開センター、県庁河川課、各地方県民相談室及び山口県税事務所防府分室、

錦川総合開発事務所 

 

３ 意見の募集期間 

 平成２３年８月３日（水）から平成２３年９月２日（金）まで 必着 

 

４ 意見の提出先、提出方法及び提出様式 

（１）提出先 

〒７５３－８５０１ 山口市滝町１－１ 

山口県土木建築部河川課ダム班 

電話 ０８３－９３３－３７９０ 

（２）提出方法（次のいずれの方法でもかまいません。） 

・郵送 

・ＦＡＸ ０８３－９３３－３７８９ 

・電子メール hirase@pref.yamaguchi.lg.jp 
電子メールによるご意見に対しては、受信確認のメールを送信しますので、受信確認メールが届

かない場合は、当課までお知らせください。 

（３）提出様式 

 様式は任意ですが、住所、氏名、電話番号は必ず記載してください。  

意見の内容以外は公表しません。 

多機能印刷 ＦｉｎｅＰｒｉｎｔ ５ 試用版　http://www.nsd.co.jp/share/
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5.5 山口県公共事業評価委員会 

5.5.1 開催日時及び構成委員 

県では、公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、平成 10 年度か

ら「事業評価制度」を導入し、公共事業の再評価に取り組んでいる。 

事業採択後長期間が経過している事業等の再評価を行い、事業の継続又は見直し若しくは事業

の休止又は中止の決定を行うことを目的とし、学識経験者で組織する「山口県公共事業評価委員

会」が設置されている。 

本委員会では、ダム事業の検証について、①事業の必要性（ダム事業の点検）、②事業の進捗

の見込みの視点、目的別の代替案立案・評価、③総合的な評価、④学識者、関係住民、関係利水

者、関係地方公共団体の長の意見などの視点から審議を行った。 

 委員会の開催日程と議事内容を表 5.5.1 に、委員の構成を表 5.5.2 に示す。 

表 5.5.1 山口県公共事業評価委員会の開催日程と議事内容 

回 日程 内容 

第 2 回 平成 23 年 8 月 4 日 ・ﾀﾞﾑ検証の概要の説明 

現地視察 平成 23 年 9 月 12 日 ・平瀬ﾀﾞﾑ事業現地視察 

第 7 回 平成 23年 10 月 19日 ・平瀬ﾀﾞﾑ事業の説明、審議 
 

【委員会の開催状況】 

 

 
現地視察 

 

 
第 7 回 

 

表 5.5.2 平成 23年度 山口県公共事業評価委員会 委員名簿 

氏名 所属等 専門分野 

有吉 宏樹 元：（財)山口経済研究所常務理事 経済 

大成 博文 徳山工業高等専門学校教授 水工 

小谷 典子 山口大学名誉教授 国際文化 

関根 雅彦 山口大学大学院教授 環境工学 

永田 信明 弁護士 法律 

中西 弘 山口大学名誉教授 環境・衛生 

深田 三夫 山口大学農学部教授 農地保全 

船﨑 美智子 NPO法人市民プロデュース理事長 マーケティングリサーチ 

松尾 英治 山口県社会福祉協議会 顧問 福祉 

三浦 房紀 山口大学大学院教授 防災 

三輪 千年 水産大学校教授 水産経済 

平成 23 年 4 月 1 日現在 
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5.5.2 委員会の概要 

以下に委員会の概要を示す。 

 

山口県土木建築部所管公共事業の再評価実施要領 

第１ 目的 

山口県土木建築部所管の公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、

再評価システムを導入し、もって事業採択後一定期間を経過した後も未着手である事業、事業採択

後長期間が経過している事業等の再評価を行い、事業の継続又は事業の見直し若しくは事業の中止

の決定を行うことを目的とする。 

第２ 再評価の対象とする事業の範囲 

対象とする事業は、土木建築部が所管する全ての公共事業とする。ただし、維持管理事業、災害

復旧事業及び局部改良事業等の比較的小規模な事業を除く。 

第３ 用語の定義 

１ 「事業採択」とは、事業費が予算化された時点をいう。なお、事業費又は着工準備費が予算化

された後、都市計画及び港湾計画の決定又は変更が行われた事業については、事業費が予算化され

た時点を「都市計画及び港湾計画の決定又は変更」に、また、事業費の予算化後、河川整備計画の

策定又は変更が行われた事業については、事業費の予算化された時点を「河川整備計画の策定又は

変更」に読み替えることができるものとする。 

２ 「一定期間」とは、５年間をいう。 

３ 「未着手の事業」とは、用地買収手続と工事のいずれにも着手していない事業をいう。なお、

市街地再開発事業について、権利変換等が実施されている場合は、「未着手の事業」としないもの

とする。 

４ 「長期間が経過している事業」とは、国庫補助事業は５年間、交付金事業等その他の事業は１

０年間を経過した時点で、一部供用されている事業を含め、継続中の事業をいう。 

５ 「準備・計画段階」とは、大規模な事業箇所で着工準備費若しくは実施計画調査費が予算化さ

れてから事業採択に至るまでの段階をいう。 

第４ 再評価を実施する事業 

再評価を実施する事業は、次の事業とする。 

１ 事業採択後一定期間を経過した後も未着手の事業 

２ 事業採択後長期間が経過している事業 

３ 事業採択前の準備・計画段階で一定期間が経過している事業 

４ 再評価実施後一定期間が経過している事業 

なお、社会的状況の急激な変化等により、再評価の実施主体が再評価を実施する 

必要があると判断した場合は、随時再評価を実施するものとする。 

第５ 再評価の実施及び結果等の公開 

１ 再評価の実施手続 

(1)再評価の実施主体は、県とする。 

(2)再評価の実施時期は次のとおりとする。 
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① 第４の１の事業にあっては、事業採択後５年目の年末までに実施する。 

② 第４の２の事業にあっては、事業採択後、国庫補助事業については５年目、 

その他の事業については１０年目の年末までに実施する。 

③ 第４の３の事業にあっては、予算化後５年目の年末までに実施する。 

④ 第４の４の事業にあっては、再評価実施後５年目（下水道事業にあっては１０年目）の年

末までに実施する。 

(3)対応方針案の作成 

第２に掲げる事業において、県は、関係する市町村の意見の聴取、再評価を行うに当たって必要

となるデータ収集、整理等（以下「再評価に係る資料の作成」という。）を行い、事業の継続又は

見直し（事業手法、施設規模等内容の見直し、配慮すべき事項を含む）、若しくは中止の方針（こ

れらに伴う事後措置を含む。）（以下「対応方針」という。）案の作成を行う。 

(4)対応方針の決定 

県は、学識経験者等の第三者で構成される委員会(以下「事業評価委員会」という。)を設置して、

上記(３)による対応方針案について意見を聴取し、その結果を踏まえ対応方針を決定する。 

２ 再評価結果、対応方針等の公開県予算案発表時に対応方針等について説明するとともに、予算

成立後においても、再評価結果、対応方針、結論に至った経緯、再評価の根拠等を公開する。 

第６ 事業評価委員会 

１ 事業評価委員会における審議対象事業 

委員会は、県が再評価を実施した全ての事業の対応方針案について審議するものとする。なお、

市町村等が事業主体である土木建築部所管事業について市町村長等から依頼があれば審議の対象

に含めるものとする。 

２ 事業評価委員会の役割 

事業評価委員会は、当該事業に関する対応方針案について審議を行い、知事に対して審議結果を

報告するものとする。 

３ 事業評価委員会における審議方法 

審議方法は、事業評価委員会が決定する。その際、審議過程の透明性を確保するとともに、事業

の特性や技術的判断等が反映可能な運営となるよう配慮するものとする。 

４ 事業評価委員会の意見の尊重 

知事は、事業評価委員会から報告があったときは、これを最大限尊重し、対応を図るものとする。 

第７ 再評価の方法 

１ 再評価手法 

(1)再評価手法の策定 

土木建築部に公共事業の評価システムに関する土木建築部評価システム検討委員会（以下「評価

システム検討委員会」という。）を設置する。 

各事業所管課は、国が策定した再評価手法を参考として、県再評価手法を策定し、評価システム

検討委員会に報告するものとする。評価システム検討委員会は、必要に応じて、各事業ごとの再評

価手法の調整を行うものとする。 

(2)再評価の視点 
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再評価を行う際の視点は次のとおりとする。 

①事業の進捗状況 

②事業を巡る社会経済情勢の変化 

③事業採択時の費用対効果分析の要因の変化 

④コスト縮減や代替案立案等の可能性 

(3)事業の状況に応じた再評価手法の設定 

事業採択後長期間が経過している事業の再評価を行うに当たって、事業の進捗状況、地元情勢等

から判断し、チェックリスト等による再評価手法、詳細な再評価手法等事業の状況に応じて適切な

再評価手法を設定するものとする。なお、チェックリスト等の再評価手法による再評価により要因

の変化等が認められた場合には、詳細な再評価手法による再評価を実施するものとする。 

第８ その他 

１ 市町村に対する要請 

知事は、市町村に対して、再評価体制、再評価手法の整備を要請するものとする。 

２ 各事業所管課は、本要領に基づき、各事業ごとの再評価について実施要領の細目を定めるもの

とする。 

第９ 経過措置 

１ 第５の１(2)②に該当する事業のうち、平成２２年度において事業採択後５年間から９年間経過

している補助事業については、平成２３年度に再評価を実施することができる。 

附則 

１ この要領は、平成１０年１０月３０日から施行する。 

２ この要領は、平成１１年１０月１３日から施行する。 

３ この要領は、平成１３年８月１日から施行する。 

４ この要領は、平成２２年８月５日から施行する。 
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山口県公共事業評価委員会設置要綱 
（設置） 
第１条山口県（以下「県」という。）が実施する公共事業の効率性と透明性の向上を図るため、山口

県公共事業評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
（所掌事務） 
第２条委員会は、山口県知事（以下「知事」という。）の委嘱に基づき、次に掲げる事務を所掌する。 
(１) 各公共事業所管部局の再評価及び事後評価の実施状況の報告を受けること。 
(２) 県が再評価を実施したすべての事業を審議し、知事に意見を述べること。 
(３) 県が事後評価を実施したすべての事業を審議し、知事に意見を述べること。 

（組織） 
第３条委員は、公共事業の推進に識見を有する者のうちから、知事が委嘱する。 
２ 委員会は、委員１２人以内をもって組織する。 
３ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠として委嘱された委員の任期は前任者の残任期間と

する。 
４ 委員は、再委嘱することができる。 
５ 委員会で、専門の事項を審議させるために必要があるとき、知事は臨時の委員を委嘱することがで

きる。 
６ 臨時の委員の任期は、専門の事項の審議が終了するまでとする。 

（委員長） 
第４条委員会に委員長を置く。 
２ 委員長は、委員が互選する。 
３ 委員長は、会務を総理する。 
４ 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 
第５条委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集し、委員長が議長となる。 

（県以外の事業者との調整） 
第６条県が実施する公共事業と県以外の事業者（以下「その他事業者」という。）が実施する公共事

業を一連の事業として再評価及び事業評価することが適当と認められる場合には、県とその他事業
者が協議の上、実施するものとする。 

２ 市町等が、市町等が実施する公共事業の再評価及び事後評価に関する審議を要請したときは、委員
会は、当該事業に関する審議を行い、市町等の長に意見を述べることができる。 

（庶務） 
第７条委員会の庶務は、土木建築部技術管理課において処理する。 

（その他） 
第８条この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は委員長が委員に諮って定める。 

附則 １ この要綱は、平成１０年１０月３０日から施行する。 
２ 山口県ダム事業評価検討委員会設置要綱は廃止する。 

附則 １ この要綱は、平成１３年８月１日から施行する。 
附則 １ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
附則 １ この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 
附則 １ この要綱は、平成２２年８月５日から施行する。__ 

 



 5-43 

 

山口県公共事業評価委員会運営要領 

（趣旨） 

第１条この要領は、山口県公共事業評価委員会（以下「委員会」という。）設置要綱（以下「要綱」という。）

第８条の規定に基づき、委員会の運営について必要な事項を定めるものとする。 

（会議の招集等） 

第２条委員長は、委員会の会議（以下「会議」という。）を招集するときは、会議の１０日前までに日時、

場所及び議案を委員並びに議事に関係のある臨時委員に通知するものとする。ただし、やむを得ない場合

はこの限りでない。 

（会議の開催時期） 

第３条会議の開催は、委員長が決定し、行うものとする。 

（会議の成立条件及び決定方法） 

第４条会議は、委員及び議事に関係のある臨時委員の２分の１以上が出席しなければ、開くことができない。 

２ 会議の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。 

（審議対象事業の資料） 

第５条委員会には、次の各号の資料を提出するものとする。 

(1) 再評価及び事後評価を実施する事業とその事業に対する対応方針（原案）の一覧表 

(2) 各事業所管部局において定める「再評価実施要領」及び「事後評価試行実施要領」に基づき作成され

る再評価及び事後評価に係る資料 

(3) その他審議に必要な資料 

（代理出席） 

第６条委員及び臨時委員の代理出席は、認めないものとする。 

（委員及び臨時委員以外の者の出席） 

第７条委員長は、必要があると認めるときは、委員及び臨時委員以外の者を会議に出席させて意見を述べさ

せ、又は説明させることができる。 

（会議の非公開） 

第８条会議は、委員長が特に必要があると認めるときは、非公開とすることができる。 

（第５条の資料の公開） 

第９条会議で用いた資料、審議内容及び審議経過等について、知事が個人情報、協力・信頼関係の維持等公

表することが適切でないと判断し、委員長が了解したものを除き、委員長は、公開するものとする。 

附則 

１ この要領は、平成１０年１１月２４日から施行する。 

２ この要領は、平成１１年１０月１８日から施行する。 

３ この要領は、平成１３年１０月２５日から施行する。 

４ この要領は、平成１９年８月１０日から施行する。 

５ この要領は、平成２２年８月５日から施行する。 
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5.5.3 委員会の意見概要 

 

平成 23 年度山口県公共事業評価委員会 

（第 7回）での意見 
県の回答 備考 

・ 今の治水計画は目的を達しているのか？キジア台

風の時に被害が起こらず、近年の雨量を入れても

計画に問題ないと評価したと理解したが、平成１

７年台風１４号の時でも被害が起こらないのか。 

キジア台風規模の洪水を安全に流下させる（H.W.L に規

定の余裕高をとって護岸整備をする）ことを基本とした

上で、平成１７年台風１４号規模の洪水が満流（余裕高

なし）で流れることを確認している。平瀬ダム＋河川改

修でこの目標が達成できる。 

 

・ 事業者もマイナス評価をしている環境問題につい

て、川づくり委員会でどのように折り合いを付け

たのか。 

平成１７年台風１４号洪水規模の再度災害防止の目的

に、平成２０年に整備計画を策定している。この時も環

境への意見があったが、環境は守らないといけないが、

生命や財産を守るのが第一として平瀬ダムが位置づけ

られた。今回も同様に意見が出たが、過去実施した環境

影響調査の結果に基づき、特に影響を与える動物として

のオオサンショウウオについては、捕獲マニュアルを作

成し、工事で発見した場合は移植すること、また、貴重

な植物についても移植することを説明した。さらに、ダ

ム建設により流況が改善されることや、ダム建設に伴う

冷温、濁水の影響が極力でないように選択取水設備を設

置し、富栄養化対策としては水質保全施設を検討するな

ど、できる限りの対応を取っていくことを説明し、理解

を頂き、現行のダム計画が妥当と判断されたものと考え

ている。 

 

・ 平成１７年台風１４号の再度災害防止を目的に激

特事業で整備しているが、現状でも床下浸水が残

る程度の整備しかできていないのか。 

激特事業の採択に当たっては、平成１７年台風１４号の

再度災害の防止を目的に、平瀬ダムとセットで事業が採

択されたものである。 

 

・ （委員）ダム以外の治水代替案にはすべてバイパ

ストンネルが含まれているが、それ以外に対策は

考えられないのか。 

ダムでカットしなければその流量を流す河道断面が必

要となり、錦帯橋でも拡幅が発生するため、今の錦帯橋

の形ではなくなる。今の錦帯橋を残すためには、バイパ

ストンネルしかないと考えている。 

 

・ バイパストンネルに係る金額はいくらになるの

か。 

１本約７０億円であり、４本あるので約２８０億円と算

定している。 
 

・ 「×」の評価は、機械的であり、本当に「×」と

思われてしまう。これは、かつてのダムの考え方

であり、ダム先進県である山口県がかつての考え

方で「×」を付けてもよいものか。いろいろな環

境面の工夫ができる状況にあり、むしろダムをつ

くることにより積極的に環境面をよくする方向に

繋がることができないのかという問題がでる。原

案として「×」を出して良いのかと感じた。今後

は慎重に考えるべきである。 

－ 

 

・ 「×」は非常にイメージが悪い。見た人がダメだ

と思ってしまう。「×」評価は相対評価なので、

評価によって「○」「×」「△」が等間隔ではな

く、「○」に近い「×」もある。県が評価方法を

決めたのであれば、今後、１，２，３や１．５等

にすべき。 

相対的な評価として「×」としている。今後の評価の参

考にさせていただきたい。 
 

・ ダムの検証要請は、どのくらいのダムが行われて

いるのか？ 

県内で建設・調査中のダムは４つある。１つは今年度完

成し対象外であり、平瀬ダムを含め３ダムが検証対象と

なっている。 

 

・ 当初計画からこの程度のことはされて国に申請

し、国も認め、工事が進められており、検証して

も当初計画が妥当となるのは当然だと思うが、こ

の検証で当初計画と異なる結果が出たものがあっ

たか。 

国は財政にきびしい中で事業の整理をしたいというこ

とで検証を要請されたものであろうが、県としては当初

計画が妥当となるのは当然のことと考えている。計画策

定後長期間経過したダムは事業費等変更することもあ

ろうが、平瀬ダムは、整備計画策定後３年しか経過して

おらず、事業費等も変更ない。 
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平成 23 年度山口県公共事業評価委員会 

（第 7回）での意見 
県の回答 備考 

・ 県のダムにおいても当初計画と異なる結果が出た

ものはないのか。 

県の３ダムにはない。３ダムの内２ダムを今検証してお

り、もう１ダムはこれから川づくり委員会等で審議して

いくものであるが、基本的には当初計画通りと考えてい

る。 

 

・ キジア台風を基準にしていると言うことだが、基

本高水 5,300m3/s がどの程度の信頼性があるの

か。現地視察時に、流出モデルによって算出した

流量を現実の洪水で検証していると説明された

が、ダムがまだできていないのに、どうやって正

確な流量を測定したのか。 

流出モデルの検証は、ダム地点の流入量が一番正確であ

り、既設のダム地点で検証している。 
 

・ 平瀬ダム地点で検証していないのなら、推測やあ

いまいなところがあるのではないか。 

流出モデルの係数は、土地利用に大きな差異がないこと

から、既設ダム地点での検証値を用い、面積や勾配は各

流域で設定している。なお、平成 17 年台風 14 号につい

ては、氾濫の出水痕跡を基に、氾濫戻しの流量を計算し、

5,300m3/s 程度の洪水であったことを検証している。 

 

・ 治水の安全度の評価を見ると、ダム案は安全と感

じるが、当初事業化した時と現在で大きく変わっ

たものとして災害環境（集中豪雨的なもの）があ

り、今後、大量の雨が降った時にダムの安全性は

どうか？デメリットもあるのではないか？ 

・ また、コスト面では残事業が前提とされているが、

全体で見る必要があるのではないか。 

平瀬ダムでは 100年に 1度の雨でも大丈夫な計画で容量

を確保している。整備計画の目標はそれより少し小さい

雨を目標にしているが、平瀬ダムはそれよりも大きい

1/100 までは計画通り対応できる。それを超えた場合は、

調節効果はなくなるが、ダムの構造上も安全に流入量相

当を放流するため、今より悪くすることはない。ここで

の安全度の評価は整備計画の流量に対して安全かどう

かを評価したものである。 

 

・ 周南は常に水不足になっているが、そういった面

での平瀬ダムの役割はあるのか。 

平瀬ダムは岩国市の治水、水道、下流の不特定の補給が

目的であり、菅野ダムの補助にはならない。ただし、菅

野ダムは下流へ責任放流を行っているが、ダムが渇水の

時にはそれが厳しい状況であり、平瀬ダムができれば、

岩国市の既得取水への補給ができることから、岩国市の

既得取水の補給に対しては効果がある。 

 

・ 平瀬ダムは治水容量の割合が大きいダムであり、

洪水を防ぐことに対して最大限配慮した形であ

る。前回の木屋川ダムは、古いダムであり、環境

面で積極的に良くしていかないといけないという

問題がある。集中豪雨が頻発している状況で、今

後は４００ｍｍを超える雨が降る時代になる。ま

た、昨年は異常気象で、ダムは通常より水質が悪

くなった。平瀬ダムでは、洪水も防ぐが、水も良

くしていくように、ダムの役割を変えていかない

といけない。今あるたくさんのダムを今のふさわ

しい形で対応するということを考えていかないと

いけない。そういう中で、新しい形の平瀬ダムが

出てきていると考えた方がよい。そういう意味で、

川づくり委員会の意見報告の中の、「最新の知見

に基づき可能な限り水質保全に努める」という付

帯意見は非常に意味があるのではないか。 

－ 
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平成 23 年度山口県公共事業評価委員会 

（第 7回）での意見 
県の回答 備考 

・ 周南市市民参画条例をつくった際に、パブリック

コメントと何かを組み合わせることで大きな効果

があるのではないかということを考えた。今回は

住民説明会やアンケートなどを行われたのか。 

川づくり検討委員会の中ではパブリックコメントも含

めて審議していただいたものであり、公聴会などは開い

ていない。 

 

・ 数値的な意見もあり、かなり資料を読み込まれて

いて、皆さんが関心のある大きな事案であると思

われる。川づくり委員会の代表者が全て理解され

るわけではないので、新たな場で説明を行うこと

で、理解が図られるのではないか。たくさんの意

見をどう受け止めるかが大事なことではないか。

数値や「○」「×」評価、Ｂ／Ｃの判断だけでは

なく、環境面に配慮するなど数値に表せない部分

を如何に言葉にして伝えるかが、これからの姿勢

として大事な部分である。県民と県が共同で物事

を進めていく時に外せない部分である。共同とは、

お互い汗をかき、知恵を出し、専門性の中で、如

何に県のためになるか、県民のためになるかを話

し合うことが大事であり、県民も理解してダムの

これからを考えることが必要ではないか。 

－ 

 

・ １００年に１度とあるが、平成１７年台風１４号

はこれを超えており、今後、超えるのが多くなる

と言われているが、確率を統計的に出すにはどの

程度期間が必要なのか？また、随時更新している

のか。 

大きな出水があった時には統計評価しており、Ｈ１７台

風１４号の降雨は２００年に１度の確率規模と評価し、

流量的には１００年に１度の確率規模と評価している。 

 

・ 川づくり検討委員会からの意見報告を尊重しない

といけないのでだが、確実に実行されているかが

わかりにくい。事業を進められ場合は、確実に実

行して欲しい。 

環境に関しては、実施に当たり、また事後においても、

モニタリングが必要であり、確実に実施する。 
 

・ 最近の雨の降り方は、過去の１／１００の確率で

はあわなくなっている。温暖化もあり、１／１０

０で大丈夫だと思ってはダメだ。危険側にあると

認識しておくべきだ。日本の河川は降る時と降ら

ない時があり、また滝の様ともいわれており、宿

命的に治水・利水のためには水を貯めないといけ

ない。貯めると、洪水が調整でき、水の量が安定

するが、環境が悪くなる。これは自然の摂理があ

る。そこは理解していただきたい。環境サイドの

方は環境に特化して全体像が見えていないような

発言も多々あると思う。全体を見るという精神が

欠けているのではないか、総合的に見ないといけ

ないというのが感想である。 

・ ダム建設は他案に比べ安く、そこには「×」評価

の影響もあるのかもしれないが、環境が悪くなる

のは仕方がないとは言えず、環境の問題は技術的

に開発されているため、費用の落差がある（安い）

分だけ環境を少し良くするように対応して欲し

い。（「○」「×」評価は、印象を取り違うこと

もあるので、１０段階評価や優良可など客観的手

法を考えてもらいたい。） 

－ 
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5.5.4 委員会からの意見報告 

審議の結果、公共事業評価委員会は、「平瀬ダム事業を継続することは妥当」とする意見報告

書を平成23年11月25日に知事へ手交した。 

 

 

 

 

平成２３年度意見報告書 

（山口県事業） 

 

 

 

 
平成２３年１１月２５日 

山口県公共事業評価委員会 

 

 

 

Ⅰ 審議の概要 

１ 対象事業 

（１）再評価 

事業者が実施した２２件の対象事業について審議した。 

これら２２件の再評価実施理由の内訳は、事業着手後１０年が経過したことによる「再

評価」が６件、再評価実施後５年が経過したことによる「再々評価」が１０件、「社会経

済情勢等の変化」が６件となっている。 

なお、｢社会経済情勢等の変化｣によるもののうち、２件は事業者が国土交通大臣から要

請された｢ダム事業の検証にかかる検討｣の一環として評価が実施されたものである。 

事業者が示した対応方針案は、「継続」が１８件、「見直し継続」が４件となっている。 

２ 審議経過 

委員会を８回開催し、すべての対象事業を個別に審議した。 

また、現地の環境や状況を確認するため、現地調査を４回実施した。 
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Ⅱ 結 論 

１ 再評価 

提出された資料及びその説明並びに現地調査に基づき、事業の必要性や投資効果、進捗

状況等について審議を重ねた結果、事業者の示した対応方針案はいずれも妥当と判断する。 

ただし、事業の継続に際しては、Ⅲの意見に十分留意されたい。 

 

Ⅲ 意 見 

１ 全般事項 

（８） 環境への影響については、事業計画策定時において適切に評価するとともに、最新

の知見や新技術、創意工夫等により、従前の生態系や水質、景観等が可能な限り維持でき

るよう、最善の対策を講じる必要がある。 

２ 個別事業 

（３）ダム事業 

・木屋川ダム再開発事業については、現計画である既存ダムの嵩上げと河川改修を組み

合わせた案を最適とした、代替案との比較検討結果は妥当と判断する。 

・錦川総合開発事業については、現計画である平瀬ダムの新設と河川改修を組み合わせ

た案を最適とした、代替案との比較検討結果は妥当と判断する。 

・既存ダムの嵩上げやダムの新設は、地域への影響が少なからずあることから、地域住

民等関係者との調整を綿密に行い、円滑な事業の推進に努められたい。 

・特に環境への影響については、全般事項の意見（８）で述べたとおり、最善の対策を

講じられたい。 

・複数の対策案の比較評価については、安全度や実現性、環境への影響などの評価項目

毎の優劣に関して、「○×△」方式の単純な相対評価がなされているが、今後同様の評

価をする際は数値での段階評価とするなど、評価の水準がわかりやすい方法を検討する

必要がある。 

平成２３年度 再評価対象事業一覧表 

（４）山口県土木建築部河川課所管  

番号 事業名 施 設 名 及 び 事 業 概 要 対応方針案 実施理由 

１６ 錦川総合開発事業 
平瀬ダム（重力式コンクリー

トダム） 
継続 ダム検証 

 

 

 

※平瀬ダム事業に係る部分を抜粋したものである。 
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6 対応方針 

 

6.1 平瀬ダム事業の対応方針  

山口県では、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に基づき検討した結

果、平瀬ダム事業を継続実施とする。 

 

6.2 決定理由 

6.2.1 治水対策案の総合評価結果 

治水対策案については、まず、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目」に

参考例として示された治水の方策２６手法について、①実現性が高いのか、②安全度（被害軽減

効果）が確保できるのか、③コストが極めて高くないか、という３つの観点から錦川流域の特性

を踏まえて概略評価を行い、５案を選定した。 

選定した５案は、１）ダム、２）捷水路、３）河道の掘削、４）引堤、５）堤防のかさ上げ、

であり、これらを単独または組み合わせた対策案を立案して、詳細な検討を実施した。 

立案した４案は、１）現計画である平瀬ダム＋河川改修（河道の掘削、引堤、堤防のかさ上げ）

案、２）河道の掘削＋捷水路（バイパストンネル）案、３）引堤＋捷水路（バイパストンネル）

案、４）堤防のかさ上げ＋捷水路（バイパストンネル）案、であり、これを同細目で示された、

①安全度（被害軽減効果）、②コスト、③実現性、④持続性、⑤柔軟性、⑥地域社会への影響、

⑦環境への影響、の７つの評価軸に沿って評価した。 

その結果、「平瀬ダム＋河川改修案」がコストが最も優位となった。また、環境への影響につ

いては水環境や自然環境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、安全度、持続性、実現性、

柔軟性、地域社会への影響について評価した結果、「平瀬ダム＋河川改修案」が優位と評価した。 

 

6.2.2 利水（上水道）対策案の総合評価結果 

利水（上水道）対策案については、まず、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要

領細目」に参考例として示された利水の方策１７手法に岩国市が検討した「水道事業上水受水」

を加えた 18 手法について、①実現性が高いのか、②上水道取水が確保できるのか、③コストが

極めて高くないか、という３つの観点から錦川流域の特性を踏まえて概略評価を行い、４案を選

定した。 

選定した４案は、１）ダム、２）ダム再開発、３）地下水取水、４）水道事業上水受水、であ

り、これらを単独または組み合わせた対策案を立案して、詳細な検討を実施した。 

立案した４案は、１）現計画である平瀬ダム案、２）菅野ダム掘削（費用面から掘削方式）案、

３）地下水取水案、４）水道事業上水受水案、であり、これを同細目で示された、①目標、②コ

スト、③実現性、④持続性、⑤地域社会への影響、⑥環境への影響、の６つの評価軸に沿って評

価した。 

その結果、「平瀬ダム案」がコストが最も優位となった。また、環境への影響については水環

境や自然環境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への

影響について評価した結果、「平瀬ダム案」が優位と評価した。 
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6.2.3 利水（不特定）対策案の総合評価結果 

利水（不特定）対策案については、まず、「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要

領細目」に参考例として示された利水の方策１７手法について、①実現性が高いのか、②正常流

量が確保できるのか、③コストが極めて高くないか、という３つの観点から錦川流域の特性を踏

まえ概略評価を行い、３案を選定した。 

選定した３案は、１）ダム、２）河道外貯留施設、３）ダム再開発、であり、これらを単独ま

たは組み合わせた対策案を立案して、詳細な検討を実施した。 

立案した３案は、１）現計画である平瀬ダム案、２）菅野ダムかさ上げ（かさ上げ方式）案、

３）生見川ダムかさ上げ＋河道外貯留施設案、であり、これを同細目で示された、①目標、②コ

スト、③実現性、④持続性、⑤地域社会への影響、⑥環境への影響、の６つの評価軸に沿って評

価した。 

その結果、「平瀬ダム案」がコストが最も優位となった。また、環境への影響については水環

境や自然環境等への影響が他案に比べ大きく最も劣るが、目標、実現性、持続性、地域社会への

影響について評価した結果、「平瀬ダム案」が優位と評価した。 

 

6.2.4 検証対象ダムの総合評価 

上記のとおり治水及び利水（上水道）、利水（不特定）の目的別に総合評価を行った結果、治

水、利水（上水道）、利水（不特定）ともに現計画である「平瀬ダム案」が優位となり、目的別

で方策が異ならないことから、総合評価は、「平瀬ダム＋河川改修」の組み合わせによる整備が

優位とした。 

 

6.2.5 錦川川づくり検討委員会の対応方針の決定 

以上の結果及びパブリックコメントによる意見と県の考え方を踏まえて審議した結果、錦川川

づくり検討委員会は、「平瀬ダム+河川改修案」が妥当と判断し、原案は了承された。 

  

6.2.6 山口県公共事業評価委員会の対応方針の決定 

対応方針（案）について、①事業の必要性（ダム事業の点検）、②事業の進捗の見込みの視点、

目的別の代替案立案・評価、③総合的な評価、④学識者、関係住民、関係利水者、関係地方公共

団体の長の意見などの視点から審議を行った結果、平瀬ダム事業を継続することは妥当と判断さ

れ、意見報告書を知事に手交した。 

 

6.2.7 山口県の対応方針の決定 

山口県は公共事業評価検討委員会からの意見を受け、平瀬ダム事業を継続実施とする対応方針

を決定した。 

 




